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     【研究要旨】 
 慢性膵炎診療ガイドライン（2015）では，保存的治療で改善しない難治性疼痛例に対しては内視鏡治療 

が推奨されており，内視鏡治療でも改善しない場合に外科治療が推奨されている．本邦では慢性膵炎の 
疼痛に対して外科治療が行われた症例の背景・治療歴を詳細に検討した報告はなく，また外科術式に関 
する大規模な調査も行われていない．本研究は，慢性膵炎の疼痛に対する外科治療の適応，位置づけを 

明らかにすることに加え，選択された術式の実態調査を行うことを目的とする．対象は2005年１月から 
2014年12月に，研究協力施設で慢性膵炎に対して外科治療を行った症例とした．慢性膵炎の疼痛の程度， 
初期治療，二次治療，手術前の内視鏡処置回数，手術までの期間，手術に至った理由，術後の予後・転 
帰について後向きに調査する．これに先立ち，2015年12月に，日本肝胆膵外科学会の肝胆膵外科高度技 
のうち，がんセンターを除く196施設に一次調査票を送付し，能専門医制度認定修練施設（A）および（B） 
研究協力の可否と各施設の該当症例数についてアンケートを行った．一次調査票を送付した196施設にう 
ち，86施設（43.9％）から回答を得た．86施設のうち，研究協力が得られ，かつ該当症例がある施設は59 
施設で，一次調査票を送付した196施設の30.1％であった．これら59施設の該当症例の総数は665例で，１ 
施設あたりの症例数の中央値は５例 / 10年（1-121）あった．この59施設のうち，該当症例20例未満の施 
設は53施設（89.8％）であった．一方，該当症例95例，121例の施設が１施設ずつで，この２施設の症例の 
合計は216例で，総数665例のうち32.5％を占めていた．一次調査の結果から，二次調査で十分な症例の確 
保が期待できると判断されたが，その一方で，慢性膵炎に対して外科手術を要した症例は，少数の特定 
の施設に集中しており，バイアスがかかる可能性がある．従って，一次調査の未回答の施設に，改めて 
研究参加の依頼をすることで，この問題が解消されるか検討が必要と考えられた． 

A．研究目的 
 慢性膵炎は進行性の難治性慢性疾患であり， 
持続・反復する膵炎により膵組織が破壊され， 
徐々に機能障害（膵内外分泌障害）をきたす疾 
患と考えられている．慢性膵炎の主症状は，上 
腹部痛，背部痛，消化不良，糖尿病等であるが， 
特に上腹部痛，背部痛が患者の Quality of Life 
を損なう症状であり，鎮痛薬投与でも改善せず 
難治性疼痛を有する症例も少なくない． 
 保存的治療で改善しない難治性疼痛例に対 
する治療としては，体外衝撃波結石破砕治療 

（ESWL），内視鏡治療および外科治療が選択肢 
として挙げられる．慢性膵炎診療ガイドライ 

    1）ン（2015） において保存的治療で改善しない慢 
性膵炎の疼痛には，内視鏡治療が推奨されてお 
り，内視鏡治療でも改善しない場合には外科治 
療が推奨されている．これまでの報告で，内 
視鏡治療と外科治療を比較した報告は少ない 
が，欧州の研究では疼痛緩和効果，再治療率に 
おいて外科治療が優れるという報告が散見され 
る2-5）．本邦では，ESWL の研究会において，34 
施設が参加した慢性膵炎に対する内科的治療の 
後向き研究が行われた6-7）．ESWL，内視鏡治 
療の症状消失効果はいずれも90％以上と良好で 
あったが，膵石再発については ESWL，内視鏡 
治療は外科手術に比し有意に高率で，腹痛再発 
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については，ESWL は内視鏡治療や外科手術よ 
りも有意に高率であった．一方，早期合併症は 
外科手術で最多であった．膵石治療の中心であ 
る ESWL は低侵襲であるが，結石再発や腹痛 
再発率も高いため，他の補助療法の追加を検討 
すべきであり，一方，外科手術は早期合併症が 
多いため，ESWL や内視鏡治療の無効例などを 
適応とすべきと，結論付けけられている . しか 
し，本邦では慢性膵炎の疼痛に対して外科治療 
が行われた症例の背景・治療歴を詳細に検討し 
た報告はないのが現状である． 
 本研究では慢性膵炎の疼痛に対し，これまで 
に外科治療が行われた症例に関して，疼痛の程 
度，初期治療，二次治療，手術前の内視鏡処置 
回数，手術までの期間，手術に至った理由，術 
後の予後・転帰について後向きに検討し，本邦 
における慢性膵炎の疼痛に対する外科治療の 
適応，位置づけを明らかにすることを目的と 
する． 

当施設に収集された匿名化データは，追加の分 
析を行うために近畿大学（近畿大学医学部消化 
器内科 北野雅之，近畿大学医学部外科 竹山宜 
典 , 松本逸平，亀井敬子）に分譲される． 
 本研究は，研究主施設である三重大学医学部 
附属病院の倫理委員会（承認番号1546）で承認 
を得た．研究対象者に関する情報は連結匿名化 
され，また後方視的研究であり研究対象者に対 
する危険や不利益は生じにくいと考えられるた 
め，個別のインフォームドコンセントは行って 
いない．研究概要については，ホームページ上 

（http://www.medic.mie-u.ac.jp/hbpt/）で研究 
概要を公開し，研究への参加を希望されない場 
合は知らせていただくよう告知を行う． 

C. 研究成果 
 一次調査票を送付した196施設のうち，86施 
設（43.9％）から回答を得た（図１-a） 86施設の． 
うち，研究協力の承諾が得られた施設は71例で 
あったが，そのうち12施設は該当症例が０例で 
あった．研究協力が得られ，かつ該当症例があ 
る施設は59施設（図１-b）で，一次調査票を送 
付した196施設の30.1％であった．これら59施設 
の該当症例の総数は665例で，１施設あたりの 
症例数の中央値は５例 / 10年（1-121）あった． 
 この59施設において，該当症例数で施設を分 
類してみると，該当症例10例未満の施設は37施 
設（62.7％），20例未満の施設は53施設（89.8％） 
であった（図２）．一方，該当症例95例，121例 
の施設が１施設ずつで，この２施設の症例の合 
計は216例で，総数665例のうち32.5％を占めて 
いた． 

B．研究方法 
 2005年１月から2014年12月に，研究協力施設 
で慢性膵炎に対して外科治療を行った症例を対 
象とした．この研究では，慢性膵炎の疼痛の程 
度，初期治療，二次治療，手術前の内視鏡処置 
回数，手術までの期間，手術に至った理由，術 
後の予後・転帰について後向きに調査する．こ 
れに先立ち，2015年12月に，日本肝胆膵外科学 
会の肝胆膵外科高度技能専門医制度認定修練施 
設（A）および（B）のうち，がんセンターを除く 
196施設に一次調査票を送付し，研究協力の可 
否と各施設の該当症例数についてアンケートを 
行った，  
 本研究と並行して，厚生労働科学研究 難治 
性疾患等政策研究事業（難治性疾患政策研究事 
業）＂難治性膵疾患に関する調査研究班＂ 『慢で， 
性膵炎による難治性疼痛に対する外科治療施行 
症例の検討』（研究分担者 乾 和郎：藤田保健衛 
生大学坂文種報德會病院 消化器内科 , 北野雅 
之：近畿大学医学部消化器内科）が並行して行 
われている．２つの研究は互いにリンクしてお 
り，調査については１つアンケート調査票（共 
通の Case Report Form: CRF）で行う． 一旦， 

D．考察 
    1） 慢性膵炎診療ガイドライン（2015） では，保 
存的治療で改善しない難治性疼痛例に対しては 
内視鏡治療が推奨されており，内視鏡治療でも 
改善しない場合に外科治療が推奨されている． 
内視鏡治療と外科治療を比較した報告は少な 
く，欧州の研究では疼痛緩和効果，再治療率に 
おいて外科治療が優れると報告されている 2-5） ． 
本邦の後向き研究 6, 7）では，外科手術は短期的 
に膵石消失率，症状消失効果が共に高く，長期 
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回答あり 

回答なし 
協力可能（該当症例あり） 
協力可能（該当症例なし） 
協力不可 

 17.4% 
(n=15) 

  56.1% 
(n=110) 

 43.9% 
(n=86) 

 14.0% 
(n=12) 

 68.6% 
(n=59) 

(a) (b) 

      図１ 一次調査結果 
一次調査票を送付した196施設のうち，86施設（回答率 43.9％）から回答があった（a）． 
回答があった86施設のうち，該当症例の存在する協力可能施設は59施設であり，一次調査票を送付した196施設の30.1％であった（b）． 
  図1. 一次調査結果 

一次調査票を送付した196施設のうち，86施設 (回答率 43.9%)から回答があった(a)． 
回答があった86施設のうち，該当症例の存在する協力可能施設は59施設であり， 
一次調査票を送付した196施設の30.1%であった (b)． 

施設数 
40 
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該当症例数 

    図２ 該当症例数からみた施設の分類 
図2. 該当症例数からみた施設の分類該当症例が20例未満の施設は53施設（89.8％）
であった． 
   該当症例が20例未満の施設は53施設 (89.8%)であった。 

的には膵石・腹痛再発率が低かったが，早期合 
併症の発生頻度が高いため，ESWL や内視鏡治 
療といった低侵襲治療の無効例に適応するべき 
とされている．このような治療指針のため，慢 
性膵炎に対する手術症例数は減少してきている 
が，内視鏡治療不応例や困難例など外科的治療 
を行うべき症例は依然存在しており , 内視鏡治 

療から外科的治療にどの時点で移行すべきか , 
膵石症に対する初期治療として内視鏡治療と 
外科的治療のいずれを選択するべきか , などと 
いった問題が発生している．また慢性膵炎対す 
る外科手術は，（1）膵切除術，（2）膵管減圧術 

（Puestow 手術，Partington 手術）（3）ハイブ， 
リッド手術 : 膵頭部局所切除 + 尾側膵管減圧 
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（Beger 手術，Frey 手術）に大別されるが，本邦 
ではこれまで術式に関する大規模な調査は行わ 
れていない．そのため，慢性膵炎の疼痛に対す 
る外科治療の適応，位置づけを明らかにするこ 
とに加え，選択された術式の実態調査を行う意 
義は大きいと考えられる． 
 今後は , 研究協力の承諾が得られた施設に二 
次調査票（CRF）を送付する予定である．各施 
設から CRF が回収され次第，評価項目につい 
て解析を行う． 
 今回の一次調査の問題点として，少数の特定 
の施設に該当症例が集中していることが挙げら 
れる．一次調査の未回答の施設に，改めて研究 
参加の依頼をすることで，この問題が解消され 
るか検討を行う必要がある． 

4. Cahen DL, Gouma DJ, Laramée P, Nio 
Y, Rauws EA, Boermeester MA, Busch 
OR, Fockens P, Kuipers EJ, Pereira SP, 
Wonderling D, Dijkgraaf MG, Bruno MJ. 
Long-term outcomes of endoscopic vs 
surgical drainage of the pancreatic duct 
in patients with chronic pancreatitis. 
Gastroenterology 2011; 141:1690-5. 

5. Dindo D, Demartines N, Clavien PA. 
Classification of surgical complications: a 
new proposal with evaluation in a Cohort 
of 6336 patients and results of a survey. 
Ann Surg 2004; 240: 205-13. 

6. 鈴木 裕 , 杉山 政則 , 乾 和郎 , 他．【長期予 
後からみた慢性膵炎の治療 内科 vs. 外科】 
膵石症治療に関する多施設症例調査．膵臓 
2009; 24: Page25-33. E. 結論 

 一次調査の結果から，二次調査で十分な症例 
の確保が期待できる．その一方で，慢性膵炎に 
対して外科治療を行った症例は，少数の特定の 
施設に集中しており，多くの施設では年間あた 
り１例以下と少ない．そのため，それらの施設 
によるバイアスがかかる可能性がある．従っ 
て，一次調査の未回答の施設に，改めて研究参 
加の依頼をすることで，この問題が解消される 
か検討が必要と考えられた． 

7. Suzuki Y, Sugiyama M, Inui K, et al. 
Management for pancreatolithiasis: a 
Japanese multicenter study. Pancreas 
2013; 42:584-588. 
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城，2015年４月23日～25日． 

4） 真弓俊彦，高田忠敬，吉田雅博，横江正 
道，竹山宜典，伊佐地秀司，北村伸哉，白 
井邦博，和田慶太，木村康利．急性膵炎診 
療ガイドライン2015のポイント．第30回日 
本 Shock 学会総会，東京，2015年５月22日 
～23日． 

5） 飯澤祐介，加藤宏之，種村彰洋，村田泰洋， 
安積良紀，栗山直久，岸和田昌之，水野修 
吾，臼井正信，櫻井洋至，伊佐地秀司．急性 
膵炎における予防的抗菌薬投与の実態調査 
と評価．第28回日本外科感染症学会総会， 
名古屋，2015年12月２日～２日． 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む．） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし． 
該当なし． 
該当なし． 



平成27年度 厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 
  分担研究報告書 

慢性膵炎疼痛対策としての内視鏡治療と外科治療の比較解析 

研究報告者 北野雅之 近畿大学医学部内科学消化器内科部門 准教授 

共同研究者 
三長孝輔，宮田 剛（近畿大学医学部内科学消化器内科部門） 
乾 和郎（藤田保健衛生大学坂文種報德會病院消化器内科），伊佐地秀司（三重大学大学院肝胆膵・移植外科学） 
糸井隆夫（東京医科大学臨床医学系消化器内科学分野），大原弘隆（名古屋市立大学大学院地域医療教育学） 
阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学），佐田尚宏（自治医科大学消化器・一般外科学） 
亀井敬子，松本逸平，竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門）  

【研究要旨】 
 慢性膵炎の疼痛に対して，内科的インターベンション治療と外科治療を比較する調査研究を計画した． 
本調査研究では，前向きおよび後ろ向き調査を行い，慢性膵炎の疼痛に対する両治療法の適応・位置づ 

けを明らかにすることを目的とする．前向き調査としては，内科的インターベンション治療と外科治療 
を行った慢性膵炎症例における１年および５年後の治療成績，特に疼痛スコアを比較する．後向き調査 
としては，慢性膵炎の疼痛に対して外科治療が行われた症例を対象として，慢性膵炎の疼痛に対する外 

科治療の適応・位置づけ，治療成績を調査する． 

A．研究目的 
 慢性膵炎は進行性の難治性慢性疾患であり， 
持続・反復する膵炎により膵組織が破壊され， 
徐々に機能障害（膵内外分泌障害）をきたす疾患 
と考えられている．慢性膵炎の主症状は，上腹 
部痛，背部痛，消化不良，糖尿病等があるが， 
特に上腹部痛，背部痛が患者の Quality of Life 
を損なう症状である．慢性膵炎に対する疼痛対 
策として，鎮痛薬，蛋白分解酵素阻害薬，消化 
酵素薬等の保存的治療が行われるが，保存的治 
療で改善しない難治性疼痛例に対する治療とし 
ては，ESWL や内視鏡治療（内科的インターベ 
ンション治療）および外科治療が選択肢として 
挙げられる．本臨床研究では，本邦における慢 
性膵炎の疼痛対策としての内科的インターベン 
ション治療と外科治療の実態調査を前向きおよ 
び後ろ向きに実施し，慢性膵炎に対する両治療 
法の適応・位置づけを明らかにすることを目的 
とする． 

ターベンション治療と外科治療の適応・位置づ 
けを明らかにすることを目的とする． 

１．前向き調査 
・対象 

本調査は慢性膵炎臨床診断基準2009で慢性膵 
炎確診例と診断された患者のうち，この調査 
への参加に同意した者を対象とする． 

・設定症例数 
全体で400例程度の症例登録を見込んでいる． 

・参加施設 
本研究班分担研究者の所属施設，日本肝胆膵 
外科学会高度技能専門医制度認定修練施設 

（A）（B），膵石症に対する後ろ向き調査参加 
施設 

・調査期間 
症例の登録期間は倫理委員会承認日から２年 
間とする．経過観察は１年間，および５年間 
まで行われ，その後１年間でデータを解析す 
る予定． 

・評価項目 
1） 主要評価項目：内科的インターベンショ 

ン治療群と外科治療群との間で，治療前お 

B．研究方法（倫理面への配慮） 
 本調査研究では，前向きおよび後ろ向き調査 
を行い，慢性膵炎の疼痛に対する内科的イン 
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よび治療１年後の疼痛スコアを比較する． 
2） 副次評価項目：内科的インターベンショ 

ン治療および外科治療の治療経過の比較 
（下記項目につき治療前，６ヶ月後，12ヶ月 
後，24ヶ月後，36ヶ月後，48ヶ月後，60ヶ 
月後に評価する） 
・疼痛：Izbicki スコア 
・QOL（EQ-5D） 
・膵外分泌機能（BMI，T-cho，Albumin） 
・膵内分泌機能（HbA1c） 
・その他血液検査所見 
血算，生化学（血糖，T-Bil，ALT，AST， 
γ -GTP，ALP，BUN，Cr），凝固（PT%）， 
膵酵素（アミラーゼ，P- アミラーゼ） 
・アルコール継続の有無，およびその量 
※下記については12ヶ月後，60ヶ月後に評 

価する． 
・偶発症（期間内における最も重篤なもの） 
・追加治療回数 
・入院日数，入院回数，通院日数，および 

医療費（消化器内科および消化器外科に 
て必要としたもの） 

※内科的インターベンション治療から外科 
治療へ移行した群については移行時から 
12ヶ月後にも上記10項目を評価する． 

3） 治療方法 
内科的インターベンション治療（下記のう 
ちのいずれかを行う） 
・経乳頭的ステント留置 
・経副乳頭的ステント留置 
・乳頭切開術 
・膵管口切開術 
・乳頭バルーン拡張術 
・膵石除去術（+ESWL） 
・ESWL 
 外科治療（下記のうちのいずれかを行う） 
・膵管減圧術（Frey 手術，Partington 手術 

など） 
・膵切除術（膵頭十二指腸切除術，尾側膵 

切除術，Beggar 手術など） 
・倫理面への配慮 

参加各施設での倫理委員会の承認を得た 
うえで実施する． 

２．後向き調査 
・対象 

過去10年間に慢性膵炎に対して外科治療を 
行った症例を対象とする． 

・設定症例数 
対象症例数は200例を目標とする． 

・参加施設 
日本肝胆膵外科学会高度技能専門医制度認定 
修練施設 （B）（A） 

・調査時期 
診療録の検索期間は2005年１月１日から2014 
年12月31日までの10年間とする． 

・評価項目 
1） 主要評価項目：慢性膵炎の疼痛に対する  

外科治療の短期及び長期の手術成績 
2） 副次評価項目：慢性膵炎の疼痛に対し外  

科手術に至る要因，経緯 
・患者情報 

年齢，性別，手術施行日，術後追跡期間， 
体重，身長，BMI，疼痛の有無など 

・術前評価項目 
慢性膵炎診断から手術までの期間（月）， 
症状持続期間（月），内視鏡検査施行回 
数（診断目的 / 治療目的），主膵管最大径 

（mm），ESWL 施行の有無，内視鏡的膵 
管ステント留置の有無，胆道ステント留 
置の有無，その他の内視鏡的処置の有 
無，膵石 / 石灰化の有無，強い腹痛の有 
無，慢性的な腹痛の有無，急性増悪の有 
無，症状反復の有無，画像所見の増悪の 
有無，胆管狭窄の有無，膵管ステント長 
期留置の有無，十二指腸狭窄 / 閉塞の有 
無，その他の手術適応理由，糖尿病の有 
無，糖尿病の治療内容（インスリン使用の 
有無等） 膵外分泌機能低下，（Albumin g/（ 
dL） T-cho mg/dL），（で代用） HbA1c %），（ 

・手術記録 
術式，追加術式，手術時間（分），術中出 
血量（mL），術中輸血の有無 

・術後の経過 / 予後（短期予後） 
死 亡 率， 合 併 症 分 類（Clavien-Dind 分 
5）類） ，膵液瘻，胃内容排出遅延，術後出 
血，腹腔内膿瘍，腸閉塞，創部感染の有 
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無，敗血症，呼吸障害，循環障害，他の 
術後合併症，他の合併症の分類，再手術 
の有無，術後の入院期間 

・術後の経過 / 予後（長期予後） 
体重，身長，BMI，疼痛の有無，再入院 
回数及びその原因，再手術の有無，糖尿 
病の有無とその治療内容，膵外分泌機能 
不 全 の 有 無，HbA1c %）（ ，Albumin g/（ 
dL），T-cho mg/dL）（ 

・倫理面への配慮 
近畿大学医学部倫理委員会での承認を得 
たうえで実施する． 

本邦における慢性膵炎の疼痛対策としての内科 
的インターベンション治療と外科治療の慢性膵 
炎に対する適応・位置づけを明らかにすること 
が期待される．また，本調査研究により，内科 
的インターベンション治療から外科治療へ移行 
する症例の背景・因子を同定することができる 
と考えられる． 

E．結論 
 慢性膵炎の疼痛に対する治療は，保存的治療 
が無効な場合には，内科的インターベンション 
治療と外科治療が行われているが，施設間の適 
応の相違・治療成績等は明らかにされていない 
ため，慢性膵炎の疼痛に対して，内科的イン 
ターベンション治療と外科治療を比較する調査 
研究を計画した．前向きおよび後ろ向き調査で 
構成されており，本調査研究により内科的イン 
ターベンション治療と外科治療の慢性膵炎に対 
する適応・位置づけを明らかにすることが期待 
される． 

C．研究結果 
 本研究の開始にあたり，平成27年９月17日に 
第二回打ち合わせ会を開催し，プロトコール最 
終確認を行った．前向き調査は，上記内容でプ 
ロトコールが確定し，現在藤田保健衛生大学お 
よび近畿大学の倫理委員会へ申請中であり，そ 
の承認後，各施設の倫理委員会へ申請予定で 
ある．後ろ向き調査は，「慢性膵炎に対する外 
科治療の実態調査と普及への課題解析」（研究 
分担者 伊佐地秀司（三重大学大学院肝胆膵・ 
移植外科学）と互いにリンクしており，１つの 
アンケート調査票（共通の Case Report Form: 
CRF）で調査を行う方針とすることが決定され 
た．2015年11月に近畿大学の倫理委員会で承認 

（27-131）が得られたため，12月に第一次調査票 
を参加予定施設に送付した．2016年に第２次調 
査を行いデータ解析を行う予定である． 
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D．考察 
    1） 慢性膵炎診療ガイドライン（2015） では保存 
的治療で改善しない慢性膵炎の疼痛では，内科 
的インターベンション治療が推奨されており， 
内科的インターベンション治療でも改善しない 
場合には，外科治療が推奨されている．しかし 
ながら，これまでの報告で，内科的インターベ 
ンション治療と外科治療を比較した報告は少な 
く，欧米における報告では疼痛緩和効果，再治 
療率において外科治療が優れるという報告が散 
見されるのみである2-4）．本研究により得られた 
成果により，これまでエビデンスに乏しかった 
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  分担研究報告書 

膵性糖尿病の実態調査と治療指針の作成 

研究報告者 伊藤鉄英 九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第三内科） 准教授 

共同研究者 
李 倫學，河邉 顕，五十嵐久人（九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第三内科））

池上博司，川畑由美子（近畿大学医学部内分泌・代謝・糖尿病内科） 
丹藤雄介（弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域），阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器
内科学） 正宗 淳（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野），竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門）

【研究要旨】 
 膵性糖尿病は一般に膵疾患の進展に伴って膵の内分泌機能が低下し糖尿病が出現するもので，原疾患 

である膵炎や膵癌の進展と密接な関係があり，通常の１型および２型糖尿病と異なった病態や臨床像を 
呈することが多く，さらに治療も異なってくる．膵性糖尿病患者の実態は2005年に難治性膵疾患調査班 
において全国疫学実態調査がなされた．しかし，その後の疫学調査は施行されておらず，今後第２回全 

国疫学実態調査の施行を画策する．さらに，最近は GLP-1関連治療薬，SGLT2阻害薬などの治療薬など 
が登場してきたが，膵疾患に伴う２型糖尿病患者へ効果や影響につて詳細に検討はない．そこで，膵疾 
患に伴う２型糖尿病患者に対する GLP-1関連治療薬，SGLT2阻害薬投与の関与を調査することを画策し 
ている．今年は予算の都合より疫学調査など実施できなかったが，当班で作成した慢性膵炎患者のため 
のアプリに慢性膵炎に伴う糖尿病の治療指針を示した．今後は予算が十分確保できれば疫学調査および 
新規糖尿病薬の実地臨床での実態の調査を行う予定である． 

Ａ．研究目的 
 膵性糖尿病は膵疾患の進展に伴って膵内分泌 
機能が低下し糖尿病が出現するもので，原疾 
患である膵炎や膵癌の進展と密接な関係があ 
る1）．さらに内分泌学的にみるとインスリンの 
合成分泌障害のみでなく，グルカゴン分泌も原 
疾患の影響を受けるので，通常の１型および２ 
型の通常糖尿病と異なった病態や臨床像を呈す 
 3）ることが多く治療も異なってくる2） ．本邦で 

査を施行する．また，最近は GLP-1関連治療 
薬，SGLT2阻害薬などの治療薬が登場してきた 
が，膵疾患に伴う２型糖尿病患者へ効果や影響 
につて詳細に検討はない．そこで，膵疾患に伴 
う２型糖尿病患者に対する GLP-1関連治療薬， 
SGLT2阻害薬投与の関与を調査することを目 
的とし，後ろ向きおよび前向調査を画策する． 

Ｂ．研究方法 
 2015年１月１日から2015年12月31日までの１ 
年間に受療した膵性糖尿病患者を対象とする． 
膵性糖尿病の診断基準は現在まで明確なものは 
ないが，日本糖尿病学会糖尿病診断基準検討委 
員会「糖尿病の分類と診断基準に関する委員会 
7）報告」 8）を用いた．膵性糖尿病は『分類 B. 他の 

は膵性糖尿病に関する研究ならびに診断・治療 
について Okuno ら4）が1990年に，Koizumi ら5） 
が1998年に報告しているが，その後は包括して 
討議される機会がほとんど無く，疫学調査も行 
われていない現況である．本調査班では本邦に 
於ける膵性糖尿病の発生頻度，病態，臨床像， 
治療の現況などを把握することを目的に2005年 
の１年間に受療した膵性糖尿病患者の第１回全 
国調査を層下無作為抽出法にて実施した1）．本 
研究では第１回から10年後の2016年の１年間に 
受療した膵性糖尿病患者を対象に第２回全国調 

疾患，病態に伴う種々の糖尿病の中の（1）膵外 
分泌疾患（膵炎，膵外傷，膵摘出術，膵腫瘍， 
膵ヘモクロマトーシス，その他）と位置づけら』 
れており，その他とは先天性膵形成不全，自己 
免疫性膵炎などが含まれる．厳格には膵疾患に 
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伴って出現した糖尿病のことであり，通常の１ 
型および２型糖尿病が先行していても，明らか 
に膵疾患に伴って悪化したものは膵性糖尿病と 
する．受療者患者数，新規発症数の推定には， 
厚生省特定疾患の疫学調査班による全国疫学調 
査マニュアル9）を用いる． 
 また，2015年１月１日から2015年12月31日ま 
での１年間に受療した慢性膵炎に２型糖尿病 
を合併しており，その中で GLP-1関連治療薬， 
SGLT2阻害薬投与をされた患者を抽出し，その 
効果および安全性を調査する．さらには膵炎に 
対する影響についても検討する． 

る可能性がある．インスリン分泌能が残存して 
いれば，インスリン以外の薬物，たとえばスル 
ホニル尿素薬（SU 薬）などの経口血糖降下薬が 
効果を示すこともある．インスリン非依存状態 
では，現在使用されている経口血糖降下薬はい 
ずれも血糖改善効果が期待できる．よって，慢 
性膵炎に合併した膵性糖尿病に対する経口血糖 
降下薬の有効性に関するエビデンスはないが， 
インスリン分泌能が保たれている慢性膵炎患者 
の糖尿病には，経口血糖降下薬を投与すること 
が提案される． 
 一方，インクレチン関連薬の膵性糖尿病の治 
療に関する有効については十分なエビデンスは 
ない．消化管から分泌されるホルモンであるイ 
ンクレチン（GLP-1, GIP）は，グルコース濃度 
依存性にインスリン分泌を促進するほか，膵β 
細胞の保護・増殖効果も有することが知られて 
いる．近年，このインクレチンをターゲットと 
した GLP-1 作動薬，およびインクレチン分解 
酵素である DPP-4を阻害する DPP-4 阻害薬が 
登場し，２型糖尿病に対する新規治療薬として 
注目されている． 
 一方，膵性糖尿病に対するインクレチン関 
連薬の有用性は，現時点では確立されていな 
い．糖尿病を有する慢性膵炎患者における検討 
では，GLP-1 によりインスリン分泌が促進さ 
れるという報告や，インスリンとの併用での有 
用性を示唆する報告11）を認める一方で，インス 
リン分泌促進効果はほとんど認めないとする報 
  13）告12） や，その効果はβ 細胞の分泌予備能が保 

C．研究結果 
 本年度は疫学調査をする十分な予算を確保で 
きず，施行できなかった． 

D．考察 
 膵性糖尿病は，膵β細胞減少によるインスリ 
ン分泌不全に起因するため，その治療として 
はインスリン療法が基本となる．病態として 
は，さらに膵α細胞からのグルカゴン分泌不全 
も伴い，低血糖が起こりやすく遷延しやすいこ 
とや，膵外分泌細胞の破壊，減少による膵消化 
酵素の分泌不全も伴っているため，十分な消化 
酵素の補充が必要となるなどの特徴がある．こ 
れらを考慮したうえでの血糖コントロールが必 
要となる．慢性膵炎に合併する糖尿病治療にお 
いては，75％がインスリン治療，６％が経口血 
糖降下薬による治療を施行したという報告があ 
 10）る9） ．厚生労働省難治性膵疾患に関する調査 たれている症例に限られるとする報告も存在す 

る．これらはいずれも少数例・短期間での検討 
であり，膵性糖尿病におけるインクレチン関連 
薬の長期的な血糖改善効果に関してはさらなる 
エビデンスの蓄積が必要である．インクレチン 
関連薬はα細胞からのグルカゴン分泌も抑制す 
るため，膵性糖尿病に対する使用は低血糖の出 
現が危惧されるが，糖尿病を有する慢性膵炎患 
者では低血糖は認めず，安全に使用できると考 
    16）える14）．また，インクレチン関連薬と膵炎15） ， 

研究班が行った膵性糖尿病全国疫学調査（2005 
年） では66.7％でインスリン治療をされてい7） 
たと報告されている1）．現在のところ，膵性糖 
尿病を対象とした経口血糖降下薬の効果に関す 
るエビデンスはなく，膵性糖尿病に対する効果 
は不明確である．しかし，慢性膵炎に合併する 
糖尿病の全例が，膵疾患に伴って出現した糖尿 
病（真の膵性糖尿病）とは限らない．上記の膵性 
糖尿病全国疫学調査1）によれば，慢性膵炎が成 
因である膵性糖尿病のうち，真の膵性糖尿病は 
46.3％とされ，約半数が慢性膵炎発症前に糖尿 
病を発症しており，通常型糖尿病が影響してい 

および膵癌や甲状腺癌などの悪性腫瘍発症と 
  17）の関連性15） を示唆する報告が近年相次いでお 
り，長期的な安全性が確保されるまでインクレ 
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チン関連薬の使用は控えるべきとする意見もあ 
る18）．よって，本研究で GLP-1関連治療薬，さ 
らには SGLT2阻害薬投与をされた患者を抽出 
し，その効果および安全性を調査することは重 
要であると考えられる． 

会報告．糖尿病1999; 42: 385-404. 
8） 日本糖尿病学会糖尿病診断基準検討委員 

会．糖尿病の分類と診断基準に関する委員 
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No hypoglycemia after subcutaneous 
administration of glucagon-like peptide-1 
in lean type 2 diabetic patients and in 
patients with diabetes secondary to 
chronic pancreatitis. Diabetes Care 2003; 
26: 2581-2587 

15）Elashoff M, Matveyenko AV, Gier B, et 
al. Pancreatitis, pancreatic, and thyroid 
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141: 150-156 
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Glucagonlike peptide-1-based therapies 
and risk of hospitalizations for acute 
pancreatitis in type 2 diabetes mellitus. 
JAMA Intern Med 2013; 173: 534-539 

17）Butler AE, Campbell-Thompson M, Gurlo 
T, et al. Marked expansion of exocrine and 

E．結論 
 以上より，膵性糖尿病の疫学調査でその治療 
病態を把握することは重要であり，来年度での 
予算確保をめざすことは重要である． 
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  分担研究報告書 

膵性糖尿病の実態調査と治療指針の作成：膵切除後糖尿病の病態と治療 
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亀井敬子，松本逸平，竹山宜典（近畿大学医学部外科肝胆膵部門） 

【研究要旨】 
膵切除後糖尿病の病態解明と長期予後を見据えた治療の最適化を目的として，prospective に手術前後お 

よびその後の膵内外分泌，および糖代謝指標を測定することでの病態解析をすすめた．現時点で得られ 
たデータから，膵切除により内因性インスリン分泌は低下するが，術直後には血糖値の悪化だけでなく 
改善を認める症例を確認した．糖代謝指標に個人差を生じる因子として，切除部位の違いが一因として 

認められたが，膵切除後糖尿病の病態解明のためには，症例を重ね，体質・遺伝子に関する解析も行う 
必要があると考えられる． 

A．研究目的 
 膵性糖尿病は１型糖尿病，２型糖尿病とは異 
なる「その他のタイプ」に分類されるが，その実 
態は必ずしも明らかでない．膵性糖尿病の代表 
である膵切除後糖尿病では，膵内分泌機能低下 
のみならず，膵外分泌機能の低下にともなう消 
化・吸収障害も加わる．特に膵全摘後には膵臓 
の内分泌および外分泌機能が完全に失われるこ 
とから，栄養・代謝に及ぼす影響は甚大であ 
る．膵手術後患者の予後が著しく改善している 
現状1）を鑑みて，膵切除後糖尿病の病態解明と 
長期予後を見据えた治療の最適化が強く望まれ 
ている． 
 本研究では，膵切除後糖尿病と同じく内因性 
インスリンが低下する１型糖尿病と対比した研 
究を行う．膵手術後の糖尿病発症を始めとする 
糖代謝指標の継時的変化に，内因性インスリン 
分泌能や膵酵素等の変化をあわせて解析してい 
くことで，膵手術前後の内分泌機能，外分泌機 
能，糖代謝指標の関連を明らかにする．また， 
１型糖尿病と膵切除後糖尿病を比較検討するこ 
とで，膵内分泌・外分泌の栄養・代謝に関わる 
メカニズムを解明し，膵切除後糖尿病ならびに 
１型糖尿病治療の最適化，テーラーメイド化に 
資する基盤情報を得ることを目的とする． 

B．研究方法（倫理面への配慮） 
 膵切除後糖尿病については，prospective に手 
術前後およびその後の膵内外分泌機能，および 
糖代謝指標を測定することでの病態解析をすす 
める．具体的には，近畿大学医学部附属病院外 
科にて膵手術を行う患者を対象として，200例 
を目標に，膵手術前後および術後３年間にわた 
り解析を行う．造影 CT 検査により膵切除割合 
を計算し2），内分泌機能では，インスリン・グ 
ルカゴン・C ペプチド等を測定，外分泌機能で 
は，膵外分泌機能検査（PFD 試験）等を行い，糖 
代謝指標では，一般的な指標である HbA1c・グ 
リコアルブミン・1.5-AG をはじめとして，経 
口ブドウ糖負荷試験（75gOGTT）や持続血糖モ 
ニターをふくめた，詳細な糖代謝データの集積 
を行う．本研究は，ヘルシンキ宣言，及び人を 
対象とする医学系研究に関する倫理指針に従っ 
て実施する．なお，本研究は，研究計画を近 
畿大学医学部倫理委員会に申請し，承認（受付 
番号26-259）を受けており，大学病院医療情報 
ネットワーク（UMIN）への登録をも完了してい 
る（UMIN 試験 ID：UMIN000018113）． 
 １型糖尿病と膵切除後糖尿病の比較検討につ 
いては，①膵全摘と１型糖尿病の対比，②全摘 
と部分切除の対比，③部位別の対比の３項目の 
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アプローチにより膵内分泌・外分泌の糖代謝に 
関わるメカニズムの解明を進める．上記で得ら 
れる膵切除後糖尿病のデータとともに１型糖尿 
病患者データが必要であるが，すでに蓄積され 
ている約30例の１型糖尿病患者のデータ（庭野 
史丸，廣峰義久，川畑由美子，亀井敬子，竹山宣 
典，池上博司 ほか . 糖尿病 2014; 57: S-393） 
をもとに，比較解析を行う．１型糖尿病患者の 
データに関しては，観察研究であるため，倫理 
委員会の承認を要しない． 

D．考察 
 膵手術で内因性インスリン分泌は低下するが 
血糖は必ずしも悪化するばかりではないことか 
ら，その原因の検索が必要と考えられた．血糖 
の違いが切除部位により異なる症例を認めたた 
め，切除部位別での検討を行った．頭部切除で 
は，負荷前 C ペプチドおよびΔＣペプチドも 
ともに低下するにもかかわらず，血糖には変化 
がみられない一方で，体尾部切除では，負荷前 
Ｃペプチドは変化せず，Δ C ペプチドは低下傾 
向にすぎなかったが，血糖に上昇がみられるな 
ど，切除部位による差を認めた． 
 今後，症例数の増加を予定している．糖代謝 
指標に大きな個人差を生じる因子として，切除 
部位ばかりではなく，体質・遺伝子に関する解 
析も進める必要があると．また，１型糖尿病と 
膵切除後糖尿病を比較検討し，①膵全摘と１型 
糖尿病の対比，②全摘と部分切除の対比，③部 
位別の対比の３項目のアプローチにより膵内分 
泌・外分泌の糖代謝に関わるメカニズムの解明 
を進めることも今後の課題である． 

C．研究結果 
 臨床試験 UMIN000018113については，2015 
年６月より登録が開始され，現在66名の登録を 
完了し，現時点で術直後31例のデータが得ら 
れた． 
 膵手術患者31例中，術式は全摘２例，頭部切 
除16例，体尾部切除10例，その他３例であっ 
た．耐糖能について，術前は糖尿病型10例，境 
界型８例，正常型13例であったが術後は糖尿病 
型10例，境界型16例，正常型５例であり，改 
善６例，不変13例，悪化12例であった．膵内 
分泌機能について，全摘２例を除いた検討に 
て，C ペプチドは基礎値，グルカゴン負荷後 
ともに術後有意に低下（基礎値 [mean] 1.5 vs. 
1.0 ng/ml, p<0.005，グルカゴン負荷後3.9 vs. 
2.2 ng/ml, p<0.00005） ペプチド増加量．C（Δ C 
ペプチド）も有意に低下した（2.4 vs. 1.2 ng/ml, 
p<0.0005）． 
 膵切除部位別での検討では，耐糖能につい 
て，頭部切除は術前後で差を認めなかったが， 
体尾部切除は負荷前，30分，120分後の血糖値が 
術後に有意に上昇し，血糖曲線下面積（AUC） 
も有意に上昇した（p<0.05）． 
 膵内分泌機能について，頭部切除では C ペ 
プチドが基礎値，グルカゴン負荷後ともに術後 
有意に低下（基礎値 p<0.005，グルカゴン負荷 
後 p<0.005）．ΔC ペプチドも有意に低下した 

（p<0.005）．体尾部切除では，CPR の基礎値に 
は変化を認めなかったが，負荷後 CPR が術後 
有意に低下（p<0.05），ΔCPR も有意に低下した 

（p<0.05）． 

E．結論 
 膵切除により内因性インスリン分泌は低下す 
るが，術直後には血糖値の悪化だけでなく改善 
を認める症例を確認した．特に，頭部切除では 
術後に内因性インスリンは低下するが血糖は変 
化しなかったのに対して，体尾部切除では内因 
性インスリン低下と血糖上昇を認め，手術部位 
により差を認めた． 

F．参考文献  
1. 

2. 

日 本 膵 臓 学 会： 膵 癌 登 録 報 告2007. 膵 臓 
2007; 22：e1- 429. 
Shirakawa S, Matsumoto I, Toyama H, 
Shinzeki M, Ajiki T, Fukumoto T, Ku Y. 
Pancreatic volumetric assessment as a 
predictor of new-onset diabetes following 
distal pancreatectomy. J Gastrointest Surg 
2012; 16: 2212‒2219. 

─ 141 ─ 



G．研究発表 
1．論文発表 
1） 池上博司，廣峰義久，能宗伸輔，川畑由美 

子  
インスリン依存という体質：１型糖尿病と 
膵全摘の対比 
日本体質医学会雑誌 2016; 78: 7-12 

2．学会発表 
1） 庭野史丸，廣峰義久，能宗伸輔，馬場谷成， 

伊藤裕進，武友保憲，川畑由美子，亀井敬 
子，松本逸平，竹山宜典，池上博司 . 膵切 
除後糖尿病の病態と治療：膵切除術前後で 
の比較検討 . 
第52回日本糖尿病学会近畿地方会 . 京都 . 
2015年11月 

2） 松本逸平，亀井敬子，村瀬貴昭，中多靖幸， 
里井俊平，石川原，廣峰義久，庭野史丸，川 
畑由美子，中居卓也，池上博司，竹山宜典 . 
尾側膵切除後の膵内分泌機能の評価 . 第32 
回日本胆膵病態・生理研究会 . 東京 . 2015 
年６月 

Ｍ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む．） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし． 
該当なし． 
該当なし． 
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  分担研究報告書 

慢性膵炎の生活習慣対策指針の作成と患者団体連携支援に関する報告 

研究報告者 伊藤鉄英 九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第三内科） 准教授 

共同研究者 
植田圭二郎，肱岡真之，河邉 顕，藤山 隆，五十嵐久人 
    （九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第三内科））

北野雅之（近畿大学医学部内科学消化器内科部門），正宗 淳（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野） 
大西洋英（秋 田 大 学 医 学 部 第 一 外 科），丹藤雄介（弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域） 
片岡慶正（大津市民病院，京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学） 
竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 学 肝 胆 膵 部 門） 

【研究要旨】 
 慢性膵炎は非可逆性の進行性膵疾患であり，飲酒・喫煙・食事など様々な生活習慣がその病態に影響を 
与えるため，慢性膵炎患者に対する生活指導は治療における重要な役割を担う．前研究班（下瀬川班）の 
研究事業により，「慢性膵炎診療の断酒・生活指導指針」が作成され，医師のみならず慢性膵炎診療に携 

わるすべての職種が標準化された断酒・生活指導を提供することが可能になった．次に，的確な生活指 
導が行われたかどうかを知るため，指導を受けた患者側がどの程度，指導内容を理解・実践しているか 
について，アンケート法を用いた調査を多施設共同研究として行った．その結果，①断酒の必要性の理 
解が不十分であること，②慢性膵炎に対する喫煙自体の悪影響についての理解が不十分であること，③ 
過剰に脂質を制限している可能性があることが指摘された．患者の生活指導に対する理解度をさらに高 
める必要があることが明らかとなり，その手段として患者向け のアプリケーションソフト・パンフレッ 
トの開発を行なった．慢性膵炎の治療において，生活指導が果たす役割は大きく，患者・家族が利用可 
能な簡便なツールを開発し，その利用を促すことが非常に重要である． 

Ａ．研究目的 

病態の進行に伴い消化吸収障害や膵性糖尿病を 
発症する．消化吸収障害により低栄養となるこ 
とで免疫不全を引き起こし，また膵性糖尿病の 
進行に伴う糖尿病合併症の発症やインスリン治 
療に伴う低血糖などが起こる1）．つまり，栄養 
状態と糖尿病管理の善し悪しが生命予後を左右 
するため，日常診療において栄養指導を含めた 
生活指導を行うことは重要であり，特にアル 
コール性慢性膵炎患者では永続的な禁酒すなわ 
ち断酒指導を行うことにより生存率の改善が期 
待される1）． 
 従来，アルコール性慢性膵炎患者に対する断 
酒・生活指導は具体化・体系化されておらず， 
一般臨床の場においては，取り扱いに難渋して 
いるのが現状であったが，前研究班（下瀬川班） 

により，「慢性膵炎診療の断酒・生活指導指針」 

臓」において公表された2）．これによって医療ス 
タッフ（医師・薬剤師・看護師・栄養士）による 
生活指導の標準化が初めて行なわれた． 
 その後，「慢性膵炎診療における断酒・生活指 
導の問題点と今後の展望」を日本膵臓学会雑誌 

「膵臓」に掲載し，指導指針や臨床現場での指導 
方法についての問題点を提起し，その対策につ 
いて検討してきた3）．また，生活指導を受けた 
患者が指導内容をどの程度理解し，実践してい 
るかを明らかにすべく，指導指針を基に生活指 
導を行った慢性膵炎患者（161名）を対象に，指 
導内容の理解度・実践度に関する多施設共同研 
究を行なった．その結果，①断酒の必要性の理 
解が不十分であること，②慢性膵炎に対する喫 
煙自体の悪影響についての理解が不十分である 

 が作成され，日本膵臓学会雑誌 慢性膵炎は非可逆性の進行性膵疾患であり， （指導指針）「膵 
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こと，③過剰に脂質を制限している可能性があ 
ることが指摘された．今後は患者が指導指針の 
内容を正確に理解し，容易に実践できるような 
環境を整える必要がある．われわれはこの課題 
を解決する手段として，患者向けのアプリケー 
ションソフト，パンフレットの開発と市民公開 
講座の開催を行なったので報告する．これらの 
取り組みを通じて，より良い生活指導の実践に 
つなげていくことが本研究の目的である． 図1-b 目次とポイント 

Ｂ．研究方法 
⑴ アプリケーションソフト・パンフレットの 

開発 
 慢性膵炎患者とその家族が正確に指導指 
針の内容を理解し，その実践を容易とするた 
めに昨年よりスマートフォンやタブレットで 
利用可能なアプリケーションソフトを開発し 
ており，2015年 3 月 5 日に「慢性膵炎」『の話 
をしよう．生活習慣の改善と断酒の手引き』 
が iOS 版・Android 版 で 無 料 ダ ウン ロード 
開始となった．コンテンツのデザインを示す 

（図1-a） 内容は指導指針をベースに表現を容． 
易にして作成し，各項目の始めにポイントを 
配置した（図1-b）．目次画面からタイトルをク 
リックすると各項目に移行する．機能として 
しおり機能・メモ機能・検索機能があり，日常 
生活での疑問や医療スタッフからの指導内容 
をアプリケーション内に記録できる（図1-c）． 
現在，アプリケーションの利用促進のため学 
術集会や市民公開講座，テレビ放送等にて医 
療スタッフや患者・患者家族に対して周知活 
動を継続している．また，紙媒体のパンフ 

⑵ 市民公開講座の開催 
 慢性膵炎患者や患者家族と直接触れ合い， 
慢性膵炎の治療や生活習慣改善について指 
導し，また疑問点や問題点を拾い上げるこ 
とを目的として，市民公開講座を計画した． 
これまでに近畿大学医部附属病院（同病院外 
科肝胆膵部門：2014年11月29日），東北大学 
病院（同病院消化器病態学分野：2015年 2 月 
14日），九州大学病院（同病院肝膵胆道内科： 
2015年 3 月 8 日 ） 主 催 と な っ て 開 催 さ れが 
た．九州大学病院の市民公開講座ではまず， 
医療スタッフが講義をした後に（図2-a），医 
師，看護師，薬剤師と患者・患者家族の混合 
グループを作成し，ディスカッションを行 
なった．その場では，活発な意見交換がなさ 
れ，患者と医療スタッフが同じ問題を共有す 
ることが可能となり，生活習慣改善に対する 
意識改善に非常に有用であったと考えられた 

図1-a  タブレット・スマートフォンのイメージ 

図1-c しおり・メモ機能・検索機能 

レットも作成し，さらに多くの患者・家族が 
正確に病態を理解し適切な生活習慣改善が行 
なえるような環境の整備を進めている． 

（図2-b）． 
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図2-a パンフレット 

図2-b 患者会の風景 
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Ｃ．考察 
 「慢性膵炎の断酒・生活指導指針」が作成さ 
れ，指導する側の方向性が示されたが，臨床の 
現場では指導内容と患者の認識には解離があっ 
た．慢性膵炎では断酒による疼痛の消失割合が 
高いこと4）や，非断酒例は断酒例に比べて予後 
が悪いこと5）が報告され，また，内服加療を継 
続することで膵性糖尿病の出現が減少すること 
や6），早期慢性膵炎においては膵内外分泌機能 
が改善すること7）が報告されている．慢性膵炎 
は生活習慣や断酒，適切な治療継続により症状 
や予後が改善する疾患であることを患者・家族 
に強調することが重要である．指導指針を患者 
向けに改編したアプリケーションは患者が慢性 
膵炎の病態と指導指針の理解・実践する上で， 
有用であると考えられる．現在，医療スタッフ 
や患者・家族に対してアプリケーションの周知 
活動をおこなっているが，十分とは言えず，さ 
らにアプリケーションの利用を促進していく必 
要がある．また，アプリケーションには外科的 
治療や内視鏡的治療など，記載されていない項 
目もあり，今後アップデートを予定している． 
 市民公開講座は現在，研究施設単位で主催さ 
れ，多くの患者・家族に参加して頂き好評を得 
ている．現在は各施設で別個に開催されている 
が，今後は国内で連携していき，全国での開催 
を画策していきたい． 

4. Hayakawa T, Kondo T, Shibata T . 
Chronic alcoholism and evolution of pain 
and prognosis in chronic pahncreatitis. Dig 
Dis Sci 1989;34:33-8. 

5. Miyake H, Harada H, Ochi K, et al. 
Prognosis and prognostic factors 
in chronic pancreatitis. Dig Dis Sci 
1989;34:449-55. 

6. Ito T, Otsuki M, Itoi T, et al. Panceatic 
diabetes in a follow-up survey of chronic 
pancreatitis in Japan. J Gastroenterol 
2007;42:291-297. 

7. 伊藤鉄英 , 片岡慶正 , 入澤篤志 , ほか . 早 
期慢性膵炎および慢性膵炎疑診例の前向 
き予後調査．厚生労働省難治性疾患克服 
研究事業難治性膵疾患に関する調査研究 
平成23年度～平成25年度総合研究報告書 . 
2014;239-244. 

Ｆ．研究発表 
1．論文発表  該当なし 
2．学会発表  該当なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む．） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし 
該当なし 
該当なし 

Ｄ．結論 
 慢性膵炎の治療において，生活指導が果たす 
役割は大きく，患者の理解度・実践度を高める 
ことが重要である．アプリケーションと市民公 
開講座がその一助となることを期待する． 

Ｅ．参考文献 
1. 

2. 
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下瀬川徹 , 伊藤鉄英 , 中村太一 , 他 .【慢 
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膵炎診療における断酒・生活指導の問題点 
と今後の展望】．膵臓2012;27:113～120. 
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共同研究者 
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【研究要旨】 
 平成26年４月，膵石症に対する体外式衝撃波結石破砕装置（ESWL）が保険収載され，内視鏡治療の加 
算も認められた．そこで，本邦における膵石症治療の実態を把握するため，全国の主な病院にアンケー 

トによる実態調査を行った．対象は平成21年から平成25年の５年間に膵石症と診断された患者とし，昨 
年度は症例数の把握を目的に１次調査を行ったところ，566施設（33.6％）から回答があり，4653例の膵石 
症が期間内に受診していることがわかった．今年度は，症例ありと回答のあった282施設（49.8％）の医療 

機関に対し，対象患者の平均年齢，性別，膵石の数と大きさ，ESWL や手術などの治療内容と成績に関 
する調査票を送付して，２次調査を行った． 

A．研究目的 
 慢性膵炎は進行性で非可逆性であり，急性炎 
症を繰り返すうちに内・外分泌機能が低下して 
しまう．経過中に膵石が形成されると膵液うっ 
滞から膵管内圧が上昇し，疼痛や仮性嚢胞の原 
因になる．膵石に対する治療は従来，手術療 
法が主であり，内視鏡治療の適応となるのは 
5 - 6mm 大の小結石で，全体のわずか１割以下 
しかない．一方，膵石に対する体外式結石破 
砕療法（ESWL）はその有用性が報告されてきた 
が，胆石や腎結石と違い，保険による診療が認 
められていなかった．平成26年４月，膵石症に 
対する ESWL が保険収載された．今後，膵石症 
に対する ESWL が適切に，かつ安全に行われ 
るためには適切な診療指針を作成する必要があ 
る．本研究は，本邦における膵石症に対する治 
療の実態を把握することを目的とした． 

の消化器内科，消化器外科，病床数200床以上の 
内科，外科，消化器内科，消化器外科を対象に， 
１次調査票を郵送で送り FAX またはメールに 
よる回答を依頼した．今年度は第２次調査とし 
て，第１次調査で患者ありと回答のあった施設 
を対象に，郵送またはメールで２次調査票を送 
付し，ESWL，内視鏡治療，外科治療などの治療 
内容とその成績に関する第２次調査を行った． 

（倫理面への配慮） 
 主治医は対象者あるいは対象者の家族に口頭 
で疫学調査の内容について説明し，同意を得る 
ように努めることとした．また，インフォーム 
ド・コンセントを受けない代わりに，研究に関 
する文書をホームページ上で情報公開した． 

C．研究結果 
 １次調査票で回答のあった566施設のうち， 
症例ありと回答した282施設に対して，郵送ま 
たはメールで２次調査票を送付したところ，141 
施設（50％）から回答が得られた．再検討の結 
果，症例が確認できなかったと回答した16施設 

B．研究方法 
 「膵石症に対する ESWL の適応と治療法に関 
する全国実態調査」は第１次調査と第２次調査 
からなる．第１次調査は平成26年度，大学病院 
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を除き，125施設から有効な症例1835例を集計す 
ることができた． 
 各施設が診療した膵石症症例数は１～120例 

（中央値８例）であった．このうち，５年間で 
診療した膵石症が５例以下であった施設は51 
施設（40.8％），６例から24例であった施設は48 
施設（38.4％），25例以上であった施設は26施設 

（20.8％）であった（表１）．なお，25例以上経験 
した施設のうち，50例以上を経験した施設は５ 
施設で，いずれも大学病院であった． 
 病院の階層別にみた膵石症の症例数は，大学 
病院57施設で1152例（62.8％），500床以上の病院 
27施設で364例（19.8％），400～499床の病院15施 
設 で95例（5.2 ％），300～399床 の 病 院13施 設 で 
175例（9.5％），200～299床の病院で49例（2.7％） 
であった（表２）． 
 今回の調査で集計できた1835例を対象に，年 
齢，性別，慢性膵炎の成因，膵石症に対する治 
療内容を集計し，治療内容別の成績，偶発症， 
治療後の経過について検討した．なお，統計学 
的検討はχ2乗検定を用い，P<0.05を有意差あり 

とした． 

表１ ５年間に診療した膵石症の症例数と施設規模の関連性 

ａ．年齢と性別 
 性別は男性1477例，女性358例で，男性が 
80.5％と圧倒的に多数を占めた（表３）．平均 
年齢は59.9歳で，最年少は９歳，最高齢は99 
歳であった． 

表３ 第２次調査で集計された膵石症の成因と性別 

ｂ．慢性膵炎の成因 
  ア ル コ ー ル 性 が1200例（65.4 ％） 特 発 性， 
が323例（17.6％），胆石性が17例（0.9％），自 
己免疫性膵炎16例（0.9％），膵頭十二指腸切 
除術後12例（0.7％），遺伝性・家族性膵炎11 
例（0.6％），膵管非癒合８例（0.4％），その他 
23例（1.3％）とアルコール性が最も多かった 

（表３）．性別にみると男性は1477例中1083例 
（73.3％）とアルコール性が大部分を占めてお 
り，女性では358例中特発性が124例（34.6％） 
と，特発性が最も多くみられた．その他とし 
ては，自己免疫性膵炎では男性14例，女性２ 
例と男性に多かったが，膵頭十二指腸切除術 
後，遺伝性・家族性膵炎，膵管非癒合ではほ 
ぼ同数であった（表３）． 

ｃ．膵石に対する治療内容 
 ESWL 単独治療が103例（5.6％），ESWL と 
内視鏡治療併用が446例（24.3％），内視鏡治 
療 単 独 が261例（14.2 ％） 外 科 治 療 は168例， 

（9.2％）であり，その他358例（19.5％），無治療 
499例（27.2％）あった（表４）． 
 ESWL 単独治療と内視鏡治療併用を合わせ 
た549例（29.9％） ESWL による治療が行わで 
れていた．（以下，ESWL 単独治療と内視鏡 

表２ 病院の階層別にみた膵石症の症例数 
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治療併用を合わせた治療を ESWL 治療とす 
る．）ESWL に使用した装置は，水中スパーク 
方式が160例（29.0％），電磁誘導方式が334例 

（60.6％） ピエゾ方式が45例，（8.2％） その他12， 
例（2.2％）と，電磁誘導方式が最も多かった． 
 内視鏡治療の内訳は，内視鏡的膵管口切 
開術119例（39.8％），膵管ステント留置術64 
例（21.4％），内視鏡的乳頭括約筋切開術55例 

（18.4 ％） 副 乳 頭 切 開 術14例，（4.7 ％） 内 視， 
鏡的乳頭バルーン拡張術（膵管拡張術，副乳 
頭拡張術を含む） （4.3％）13例，その他34例で 
あった． 
 ESWL 治療を行った施設は50施設（40％）で 
あり，診断のみで治療を行わなかった施設は 
19施設（15.2％）であった（表５） また，．内視鏡 
治療を行った施設は56施設（44.8％）で，この 
うち ESWL を併用しないで内視鏡治療単独の 
みを行った施設は20施設であった．外科治療 
を行った施設は45施設（36％）で，このうち外 
科治療だけを行った施設は17施設であった． 
 結石数と治療法選択に関しては，単発結石 
248例では ESWL 治療が174例，内視鏡治療単 
独が60例，外科治療が14例で，多発結石703例 
では，ESWL 治療が386例，内視鏡治療単独 
が169例，外科治療が148例であった（表６）． 
 結石径と治療法選択に関しては，結石径が 
10mm 未満の512例では，ESWL 治療が239例， 
内視鏡治療単独が176例，外科治療が97例， 
10mm 以上20mm 未満の365例では，ESWL 治 
療が265例，内視鏡治療単独が47例，外科治療 
が53例，20mm 以上の55例では，ESWL 治療 
が36例，内視鏡治療単独が６例，外科治療が 
13例であった（表７）． 

表４ 膵石症に対する治療内容と性別 

表５ 病院の階層別にみた膵石症に対する治療内容 

表６ 結石数からみた治療法の選択 

表７ 結石径からみた治療法の選択 

ｄ．治療成績 
 ESWL により結石が破砕されたのは，549 
例中447例（81.4％）で，内視鏡治療との併用で 
最終的に結石が消失したのは274例（49.9％） 
であった．内視鏡治療単独での結石消失率は 
261例中126例（48.3％）であった（表８）．症状 
消失率は，ESWL 治療では有症状であった 
414例中355例（85.7％）であった．同様に，内 
視鏡治療単独では219例中177例（80.8％），外 
科 治 療 で は168例 中156例（92.9 ％） あ っ たで 

（表８）． 
 ESWL の機種別，すなわち，水中スパーク 
方式，電磁誘導方式，ピエゾ方式のそれぞれ 
で治療成績みると，結石破砕効果は，150例中 
122例（81.3％），337例中272例（81.4％），45例 
中39例（86.7％），とほぼ同じであった（表９）． 
自然消失率は12％，17.7％，4.4％とピエゾ方式 
で低かったが，完全消失率は49.3％，47.3％， 
66.7％とピエゾ方式で高かった． 
  治 療 法 別 に み た 早 期 偶 発 症 の 頻 度 は， 
ESWL 治 療 が556例 中44例（7.9 ％） 内 視 鏡， 
治療単独が278例中12例（4.3％），外科治療が 
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140例中36例（25.7％）と有意に外科治療で頻 
度が高かった（表10）．また，後期偶発症は， 
ESWL または ESWL と内視鏡治療併用が483 
例中８例（1.7％），内視鏡治療単独が259例中 
６例（2.3％），外科治療が168例中13例（7.7％） 
で有意に外科治療において頻度が高かった 

（図11）． 

表８ 治療法別にみた治療成績 

表12 治療法別にみた外科治療移行例（再手術）の頻度 

D．考察 
     1） 2009年の「慢性膵炎診療ガイドライン」 が出 
されたが，膵石に対する内視鏡治療や ESWL な 
ど専門的な治療法に関しては，一般臨床医向け 
の診療ガイドラインでは書ききれない点がみら 
れた．そこで，内視鏡治療に関する専門的な意 
見を集約することを目的として2010年にガイド 

表９ ESWL の機種別にみた治療成績 ライン2）を作成した．さらに，2014年には，専門 
家の意見をより客観的に反映できるとされてい 
る Formal Consensus Development（Delphi 法） 
を採用して改訂版3）を作成した．また，2015年 
に「慢性膵炎の診療ガイドライン」の改訂版4）が 
出されたが，この治療方針は変わっていない． 

表10 治療法別にみた早期偶発症の頻度  膵石症に対する ESWL はまだ保険収載され 
たばかりであるが，膵石症に対する ESWL が適 
切に，かつ安全に行われるためには適切な診療 
指針を作成する必要があり，本邦における膵石 
症に対する治療の実態を把握することを目的に 
本研究を行った． 
 昨年度行った１次調査では，回答のあった 
566施設から膵石症の経験がないと回答した施 
設は284施設（50.2％）であった．さらに，１次調 
査で症例ありと回答した282施設の中には，２ 
次調査では16施設が再検討の結果，症例がな 
かったとの回答があった．このように，膵石 

表11 治療法別にみた後期偶発症の頻度 

ｅ．外科治療移行例の頻度 
 ESWL 治療で経過観察した417例のうち， 
外 科 治 療 に 移 行 し た の は61例（14.6 ％） 内，

視 鏡 治 療 後 の 経 過 観 察200例 の う ち， 外 科 
治療に移行した症例は32例（16％）であった 

（表12）．一方，外科治療を行った165例のう 
ち，再手術した症例は11例（6.7％）と，他の治 
療と比較して外科治療で有意に頻度が低かっ 
た（表12）． 

症を治療したことがない施設が，調査に回答 
した施設の半数以上にみられたという結果で 
あった． 
 膵石症の診療を行ったことがあると回答した 
各施設における経験症例数は１～120例（中央値 
８例）であった．このうち，５年間で経験した 
膵石症が５例以下（年間１例以下）であった施設 
は，51施設（40.8％）であった．一方，５年間で経 
験した膵石症が25例以上（年間５例以上）であっ 
た施設は，26施設（20.8％）にすぎなかった． 
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 以上のことから，膵臓専門医のいない施設で 
は，ESWL の装置を有している施設あるいは 
胆膵内視鏡を専門とする内視鏡医のいる施設， 
膵臓外科専門医のいる施設など，より専門性の 
高い施設に依頼しているのではないかと考えら 
れた． 
 本邦における膵石症に対する治療について 
の多施設症例調査は，2005年（Inui ら5） と2009） 
年（鈴木ら6）により報告されている．Inui ら5）） 
が行った多施設症例調査（11施設） ESWL 治は 
療を行った施設に行われており，1990～2002年 
までの12年間で555例に対して行われた治療は， 
ESWL 単独318例（57.3％） ESWL ＋内視鏡治療， 
237例（42.7％）であった．また，鈴木ら6）が行っ 
た多施設症例調査（34施設）は膵石治療を積極的 
に行っている施設に行われており，2001～2005 
年までの５年間で899例に対して実際に行われ 
た治療は，ESWL 単独 202例（22.5％），ESWL 
＋内視鏡治療 250例（27.8％），内視鏡治療単独 
73例（8.1％），外科治療133例（14.8％），その他 
105例（11.7％），無治療146例（16.2％）であった． 
これらの各種膵石症治療による症状消失効果 
は ESWL90.9％，内視鏡治療98.4％，外科治療 
98.5％と極めて高かったと報告されている6）． 
早期偶発症に関しては，外科治療では13.5％と 
内視鏡治療6.1％，ESWL と内視鏡治療併用9.6％ 
よりも高率であったと報告されている6）． 
 今回の検討は，2009～2013年を対象期間とし， 
鈴木ら6）の多施設症例調査（2001～2005年）から 
８年が経過していた．対象とした病院を全国の 
病床数200以上の施設に広げた結果，施設数は 
34施設が125施設と約４倍に，症例数は899例が 
1835例と約２倍を集計することができた．鈴木 
ら6）の調査は膵石治療を積極的に行っている施 
設を対象としたものであったが，今回の調査は 
幅広い施設を対象としており，より実態に近い 
内容であると考えられた． 
 1835例の膵石症例に対して実際に行われた治 
療 は，ESWL 単 独 103例（5.6 ％），ESWL ＋ 内 
視鏡治療446例（24.3％），内視鏡治療単独 261例 

（14.2％），外科治療168例（9.2％），その他 358 
例（19.5％），無治療が499例（27.2％）であった． 
鈴木ら6）の調査と比較して，ESWL 単独治療が 

少なく，内視鏡治療単独，その他治療が多かっ 
た．このことから胆膵内視鏡の専門医がいる施 
設では内視鏡治療が広く行われていると考えら 
れ．一方，外科治療が14.8％であったことと比 
較して9.2％と少なかったのは，全国的にみると 
膵臓を取り扱う外科施設が内視鏡専門医のいる 
施設よりも少ないということと外科治療を選択 
する症例が少ないということがその理由ではな 
いかと思われる．また，無治療が27.2％と多く 
みられたのは，まだ膵石症に対する治療指針が 
定まっていないことが理由のひとつであること 
も考えられる． 
 今後，膵石症に対する ESWL などの治療が 
適切に，かつ安全に行われるためには適切な診 
療指針を作成する必要がある．本研究により， 
全国的に多数例の実態を把握することができた 
が，今後，膵石症に対する各治療法の成績，予 
後を明らかにし，新しい指針作成の基礎になる 
検討が必要である． 

E．結論 
 平成26年４月，ESWL による膵石治療が保 
険適用となり，同時期に「膵石症の内視鏡治療 
ガイドライン」の改訂を行った．今回，膵石症 
に対する治療の実態調査を行うことで，わが国 
における膵石症治療の実態を把握することがで 
きた． 
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早期慢性膵炎および慢性膵炎疑診例の前向き予後調査 

研究報告者 正宗 淳 東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野 准教授  

共同研究者 
伊藤鉄英，五十嵐久人（九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第三内科）） 
安藤 朗（滋 賀 医 科 大 学 医 学 部 消 化 器 内 科），伊佐山浩通（東京大学大学院医学系研究科消化器内科学）

乾 和郎（藤田保健衛生大学坂文種報德會病院消化器内科），入澤篤志（福島県立医科大学会津医療センター消化器
内科学講座） 糸井隆夫（東京医科大学臨床医学系消化器内科学分野），大原弘隆（名古屋市立大学大学院地域医療教育学） 
岡崎和一（関 西 医 科 大 学 内 科 学 第 三 講 座），景岡正信（藤 
神澤輝実（東 京 都 立 駒 込 病 院 内 科） 
菊田和宏，濱田 晋，下瀬川徹（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野） 
北野雅之（近畿大学医学部内科学消化器内科部門），木田光広（北 里 大 学 医 学 部 消 化 器 内 科） 
木原康之（北 九 州 総 合 病 院 消 化 器 内 科），児玉裕三（京都大学大学院医学研究科消化器内科学） 
阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学），清水京子（東 京 女 子 医 科 大 学 消 化 器 内 科）

田口雅史（産 業 医 科 大 学 第 三 内 科），田妻 進（広島大学病院総合内科・総合診療科） 
新倉則和（信州大学医学部附属病院内視鏡センター），能登原憲司（倉 敷 中 央 病 院 病 理 診 断 科） 
花田敬士（JA 広島厚生連尾道総合病院消化器内科），藤田基和（豊 橋 市 民 病 院 消 化 器 内 科） 
峯 徹哉（東海大学医学部内科学系消化器内科），宮川宏之（札 幌 厚 生 病 院 第 ２ 消 化 器 科） 
吉田 仁（昭和大学医学部内科学講座消化器内科学部門），竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門）

 【研究要旨】 
 本研究は早期慢性膵炎（早期慢性膵炎疑診例，慢性膵炎疑診例も含む）と診断された症例に対し，一 
年毎に画像所見や臨床症候などについて，５年間前向き予後調査を行うものである．本年度は各施設 

での倫理委員会申請作業を進めるとともに，倫理委員会承認を得られた施設から症例登録を開始した 
（UMIN000015992）．平成27年末までに，早期慢性膵炎104例，早期慢性膵炎疑診34例，慢性膵炎疑診14 
例，合計152例が登録された．今後さらに症例を蓄積していく予定である． 

枝 市 立 総 合 病 院） 

A．研究目的 
 慢性膵炎は進行性の難治性慢性疾患であり， 
持続・反復する膵炎により膵組織が破壊され， 
徐々に機能障害（膵内外分泌障害）をきたす疾患 
である．根本的治療法はなく非可逆性であるた 
め，出来るだけ早期に発見し進行を防ぐことが 
重要となる．本邦では2009年に改訂された慢性 
膵炎臨床診断基準20091）において，早期慢性膵 
炎の診断基準が作成された．慢性膵炎確診・準 
確診と診断し得ない症例で，臨床所見４項目 

（「反復する上腹部痛発作」「血中または尿中膵 
酵素値の異常」「膵外分泌障害」「１日80g 以上 

（純エタノール換算）の持続する飲酒歴」のうち） 
２項目以上陽性の症例のうち，EUS，ERCP に 

よる精査で早期慢性膵炎の画像所見が認められ 
る症例を早期慢性膵炎と診断するものである． 
早期慢性膵炎診断基準は，従来の診断基準が完 
成された非可逆性の慢性膵炎しか診断できない 
という問題点を克服し，早期診断・早期治療介 
入へ道を開くものである．しかしながら，その 
診断基準の妥当性や我が国における実態につい 
ては不明な点が多い．どのような症例が慢性膵 
炎に進行するのか，進行を促進する因子はなに 
か，治療介入により進行は阻止しうるかなどを 
明らかにするためには，長期予後を追跡する必 
要がある． 
 本研究班では，これまでに２年間にわたる早 
期慢性膵炎の前向き予後調査が行われた2）．早 
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期慢性膵炎と診断された症例のうち，２年間の 
経過観察中に上腹部痛，背部痛や血清リパーゼ 
値，PFD 試験値が有意に改善するものが少なか 
らず認められることなどが明らかになりつつあ 
る．しかし，慢性膵炎への進行などの長期予後 
を検討するには，２年間の経過観察期間は十分 
とは言い難い．本研究では，５年間の経過観察 
期間を設定し，早期慢性膵炎および慢性膵炎疑 
診症例の，病態および治療の有無による転帰を 
明らかにすることを目的とする． 

（倫理面への配慮） 
 本調査の開始にあたっては，対象となる患者 
に対し文書を用いて，本試験への参加につい 
て，自由意思による同意を文書で得る．対象者 
の署名入りの同意書は症例登録施設で適切に管 
理する． 
 調査は連結可能匿名化された調査票を用いて 
行い，事務局では個人情報は扱わない．個々の 
症例の個人情報は，それぞれの施設の個人情報 
管理者が適切に管理する．近畿大学医学部倫理 
委員会（26-134）ならびに東北大学大学院医学系 
研究科倫理委員会（2014-1-265）の承認を得たう 
えで，「臨床研究に関する倫理指針」（（平成15年 
７月30日厚生労働省，平成20年７月31日全部改 
正）に従って行っている． 

B．研究方法 
 早期慢性膵炎（早期慢性膵炎疑診例，慢性膵 
炎疑診例も含む）と診断された症例に対し，１ 
年毎に５年間前向きに予後調査を行う．エント 
リー時ならびに１年毎に，臨床症状，臨床検査 
データ，腹部超音波検査，治療経過，診断の推 
移・転帰，CT または MRI 検査，超音波内視 
鏡検査，BT-PABA 試験（膵外分泌機能検査）を 
行う（図１）．ERP（内視鏡的膵管造影）は可能な 
場合のみ追跡調査をおこなうものとする．症例 
登録施設で記載された調査票を統計学的に解析 
し，臨床像を明らかにする． 

C．研究結果 
 表１に示す28施設が，すでに参加あるいは参 
加予定である3）．平成27年末までに，早期慢性 
膵炎104例，早期慢性膵炎疑診34例，慢性膵炎疑 
診14例，合計152例が登録された．各施設の登 
録症例数を表２に示す．152例の平均年齢は59.1 
歳，男性81人，女性71人であった．成因別では 
アルコール性54例，特発性98例であった． 

エントリー 

1年後 2年後 3年後 4年後 5年後 

検討項目 
1年毎 
  -臨床症状、臨床検査データ、治療経過、診断の推移・転帰 
  -US、CT/MRI、EUS、BT-PABA試験 
  （EUS、BT-PABA試験は、年1度実施困難な場合、 
    エントリー時、2年後、5年後を目安に行う） 

 ERPは可能な場合のみ、追跡調査を行う 

図１ 研究の概要 

─ 156 ─ 



表1. 研究参加施設 
 表１ 研究参加施設 

近畿大学医学部消化器内科 
東北大学大学院消化器病態学分野 
九州大学大学院医学研究院病態制御内科学 
藤田保健衛生大学坂文種報徳會病院消化器内科 
関西医科大学内科学第三講座消化器肝臓内科 
東京都立駒込病院内科 
東京女子医科大学消化器内科 
東海大学医学部内科学系消化器内科学 
滋賀医科大学消化器内科 
東京大学大学院医学系研究科消化器内科学 
東京医科大学消化器内科 
福島県立医科大学会津医療センター消化器内科学 
名古屋市立大学大学院地域医療教育学 
山形大学消化器内科 

信州大学医学部付属病院内視鏡センター 
北九州総合病院内科 
神戸大学大学院消化器内科 
京都大学病院消化器内科 
京都府立医科大学消化器内科学 
産業医科大学第三内科 
広島大学病院総合内科・総合診療科 
倉敷中央病院病理診断科 
JA尾道総合病院 
豊橋市民病院消化器内科 
JA北海道厚生連札幌厚生病院第2消化器内科 
昭和大学医学部内科学講座消化器内科学部門 
北里大学病院消化器内科 
藤枝市民病院消化器内科 

表2. 平成27年末までの登録症例数 
施設名 

東北大学病院 
九州大学病院 

近畿大学 

表２ 平成27年末までの登録症例数 

登録者名 
正宗 淳、濱田 晋、中野絵里子 

立花雄二、伊藤鉄英 
北野雅之、門阪薫平 

入澤篤志 
山本智支、乾 和郎 
稲富 理、安藤 朗 

清水京子 
花田敬士 
景岡正信 
田口雅史 

伊佐山浩通 

登録症例数 
31 
30 
24 
21 
11 
10 
8 
7 
5 
4 
1 

福島県立医科大学会津医療センター 
藤田保健衛生大学坂文種報德會病院 

滋賀医科大学病院 
東京女子医科大学消化器内科 

JA尾道総合病院 

藤枝市立総合病院 
産業医科大学第三内科 

東京大学病院 

D．考察 
 2009年に改訂された慢性膵炎臨床診断基準 
20091）において，早期慢性膵炎の診断基準が作 
成された．従来の診断基準が完成された非可逆 
性の慢性膵炎しか診断できないという問題点を 
克服し，早期診断・早期治療介入へ道を開くも 
のである．本研究班では早期慢性膵炎の全国調 
査を行い，2011年１年間の受療患者数が5,410人 
と慢性膵炎確診・準確診例の8.1％に相当するこ 
とを初めて明らかとした4）．しかし，どのよう 
な症例が慢性膵炎に進行するのか，進行を促進 

する因子はなにか，治療介入により進行は阻止 
しうるかなどを明らかにするためには，長期予 
後を追跡する必要がある． 
 本研究は，本研究班で既に行われた２年間の 
前向き研究を発展させたものである．早期慢性 
膵炎52例を対象とした２年間の研究ではいくつ 
かの興味深い知見が報告されている2）．例えば， 
早期慢性膵炎全体としては２年後に臨床徴候陽 
性項目数が有意に減少したが，EUS 検査での 
陽性項目数は有意に増加しており，臨床徴候と 
EUS 所見の乖離がみられた．特に飲酒を継続し 
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たアルコール性の例でのみ EUS 所見が増悪し 
ていた．慢性膵炎には５例（9.6%）が移行したが 
全てアルコール性であり，うち４例が飲酒を継 
続していた．このように２年間であっても，特 
に飲酒継続例は確診・準確診に進行する例がみ 
られる．一方，主に臨床徴候陽性項目数が減少 
し，早期慢性膵炎の診断基準を満たさなくなる 
症例も多くみられる．平成27年４月に改訂され 
た慢性膵炎診療ガイドライン5）では，「早期慢性 
膵炎が疑われる患者の腹痛に対しては蛋白分解 
酵素阻害薬を使用することを提案する」と言及 
されるなど，早期慢性膵炎に対する治療介入の 
標準化も視野に入ってきている．５年にわたる 
本研究により，進行例や改善例の患者背景，特 
に断酒や薬物療法をはじめとする治療介入の意 
義が，より明確になると期待される． 5. 

4. 

哉，宮川宏之，吉田 仁，下瀬川徹，竹山 
宜典 . 早期慢性膵炎および慢性膵炎疑診 
例の前向き予後調査 . 
厚生労働科学研究費補助金難治性膵疾患に 
関する調査研究 平成26年度 総括・分担 
研究報告書 150-152, 2015. 
正宗 淳，菊田和宏，安藤 朗，伊佐山浩 
通，糸井隆夫，伊藤鉄英，乾 和郎，入澤 
篤志，大原弘隆，岡崎和一，神澤輝実，北 
野雅之，坂上順一，清水京子，花田敬士， 
廣田衛久，宮川宏之，下瀬川徹，竹山宜典 . 
早期慢性膵炎の全国調査 . 厚生労働科学研 
究費補助金難治性膵疾患に関する調査研究  
平成26年度 総括・分担研究報告書 127- 
144, 2015. 
日本消化器病学会編：慢性膵炎診療ガイ 
ドライン2015改訂第２版，南江堂，東京 

（2015） E．結論 
 各施設での倫理委員会申請作業ならびに症例 
登録を開始し，平成27年末までに152例が登録 
された．今後さらに症例を蓄積していく予定で 
ある． 

G．研究発表 
1． 論文発表 
1） 正宗 淳，下瀬川徹 . ５年間にわたる早 

期慢性膵炎の前向き調査 . 医学のあゆみ 
2016;256:165-166. 

2．学会発表  該当なし 

F．参考文献  
1. 厚生労働省難治性膵疾患に関する調査研究 

班，日本膵臓学会，日本消化器病学会 . 慢 
性膵炎臨床診断基準2009. 膵臓 24: 645- 
646, 2009. 

2. 伊藤鉄英，片岡慶正，入澤篤志，宮川宏之， 
岡崎和一，吉田仁，乾和郎，木原康之，増 
田充弘，稲富理，森岡千恵，神澤輝実，阪 
上順一，五十嵐久人，下瀬川徹 . 早期慢性 
膵炎および慢性膵炎疑診例の前向き予後調 
査 . 厚生労働科学研究費補助金難治性膵疾 
患に関する調査研究 平成25年度総括・分 
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平成27年度 厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 
  分担研究報告書 

慢性膵炎発症の遺伝的背景に関する解析 

研究報告者 正宗 淳 東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野 准教授 

共同研究者 
伊佐山浩通（東京大学大学院医学系研究科消化器内科学），伊藤鉄英（九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第
三内科）） 乾 和郎（藤田保健衛生大学坂文種報德會病院消化器内科），入澤篤志（福島県立医科大学会津医療センター消化器
内科学講座） 岡崎和一（関 西 医 科 大 学 内 科 学 第 三 講 座），清水京子（東 京 女 子 医 科 大 学 消 化 器 内 科） 
田妻 進（広島大学病院総合内科・総合診療科），能登原憲司（倉 敷 中 央 病 院 病 理 診 断 科） 
宮川宏之（札 幌 厚 生 病 院 第 ２ 消 化 器 科），阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学）

中野絵里子，濱田 晋，下瀬川徹，粂 潔（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野） 

【研究要旨】 
 全国の施設より検体を収集し，膵消化酵素など約80遺伝子について，Haloplex ターゲットエンリッチ 

メントシステムを用いた網羅的解析を行った．膵炎関連遺伝子異常であるカルボキシペプチダーゼ A1 
（1）遺伝子のアイソフォームである，2遺伝子に新規１個を含む非同義多型を３個，1遺伝 

子に非同義多型を３個，新規のスプライス部位の多型を１個同定した．あわせて，若年発症の特発性膵 
炎１例について，健常両親とあわせて全エクソーム解析を行った．イオンチャンネルに関わる遺伝子の 
新規非同義多型を de novo で患者のみに認めた．同多型は，若年発症の特発性膵炎患者にも認める一方， 
健常者群では認めておらず，新規膵炎関連遺伝子異常の可能性がある． 

A．研究目的 
 急性膵炎，慢性膵炎ともにアルコール性が最 
多の成因であるが，遺伝性膵炎や若年発症の特 
発性膵炎など，その発症に遺伝的背景の存在が 
想定される症例も少なくない．1996年にカチオ 
ニックトリプシノーゲン（PＲＳＳ１）が遺伝性膵 
炎の原因遺伝子として報告1）されて以来，主に 
トリプシンの活性化と不活性化に関わる遺伝 
子異常と膵炎の関連が報告されてきた．例え 
ば，膵腺房細胞で生成され，トリプシン活性 
を阻害する膵分泌性トリプシンインヒビター 

（SPINK1 1）遺伝子の p.N34S 変異や c.194+2T>C 
変異は，遺伝性膵炎，家族性膵炎や特発性膵炎， 
特に若年発症の症例に高頻度に認められる2,3）． 
しかし濃厚な家族歴を有するにもかかわらず， 
原因遺伝子の明らかではない家系もみられる． 
本研究班により行われた遺伝性膵炎全国調査で 
は，３割の家系において原因遺伝子異常を認 
めなかった3）．本研究では，次世代シークエン 
サーを用いて膵炎関連遺伝子異常を網羅的に解 
析するとともに，新たな膵炎関連遺伝子異常を 

同定することを目的とした． 

B．研究方法 
研究１:_ HaloPlex_ ターゲットエンリッチメン 
トシステムを用いた網羅的解析 
 膵消化酵素や膵発現蛋白，細胞内 Ca 関連， 
小胞体ストレス関連など，膵炎との関連が想 
定 さ れ る 約80遺 伝 子 を カ バ ー す る HaloPlex 
ターゲットエンリッチメントシステム（Agilent 
Technologies 社）を作成した．汎用型の卓上型 
シーケンサー（MiSeq）を用いて，日常的に網 
羅的解析を行う実験系を立ち上げた．慢性膵 
炎患者331例（うちアルコール性132例，特発性 
174例，遺伝性 / 家族性25例）について解析し 
た．日本人コントロールの変異頻度は，1208例 
のエクソーム解析データと，コホート研究で得 
られた3248名の遺伝子変異のデータが掲載さ 
れ て い る Human Genetic Variation Database 

（HGVD: http://www.genome.med.kyoto-u. 
ac.jp/SnpDB/）を用いた． 
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研究２:_ 次世代シークエンサーを用いた膵炎家 
系の全エクソーム解析 
 若年発症の特発性膵炎１例ならびに健常両親 
について，Illumina 社 HiSeq2000を用いて全エ 
クソーム解析を行った． 

 なお本研究は東北大学遺伝病学分野 青木洋 

中山啓子教授，舟山 亮助教，西田有一郎助教， 
長嶋剛史助教との共同研究として行われた． 

（倫理面への配慮） 
 検体採取，遺伝子解析にあたっては，書面を 
用いた十分な説明のもと書面による同意を得て 
行った．本研究は東北大学医学部倫理委員会 
の承認（承認番号 2015-1-213）に基づいて行わ 
れた． 

C．研究結果 
研究１:_ HaloPlex_ ターゲットエンリッチメン 
トシステムを用いた網羅的解析 
 慢性膵炎患者331例について約80遺伝子の網 
羅的解析を行った．本稿では特にカルボキシペ 
プチダーゼ A2（CPA2 2）遺伝子ならびに 1遺 
伝子解析の結果について報告する． 

2遺 伝 子 シ ー ク エ ン ス 平 均 

2 
depth は753倍 で， 標 的 領 域 の99.9% が20倍 以 
上の depth でシークエンスされていた． 
遺伝子に非同義多型を３個，同義多型を３個 
同 定 し た（ 表 １） 非 同 義 多 型 の c.1162G>A． 

（p.G388S）多型は新規多型であった．この多型 
は２歳発症の特発性慢性膵炎患者に認められ， 
他に 1遺伝子や 1， ， 1 
遺伝子など既知の膵炎関連遺伝子異常は認めな 
かった．これらの多型について患者全体ならび 
に成因別にコントロール群（HGVD）と比較を 

表1 同定された 2遺伝子多型 

全症例（%） アルコール性 
（%） 

0/132（0） 
3/132（2.3） 
0/132（0） 

特発性（%） 遺伝性 / 家族性 
（%） 

0/25（0） 
2/25（8.0） 
0/25（0） 

8/25（32.0） 
15/25（60.0） 

0/25（0） 
0/25（0） 

子教授，新堀哲也准教授，細胞増殖制御分野   331例 の 

エクソン 

非同義多型 
6 
8 

11 
同義多型 

7 

9 
11 

塩基置換 アミノ酸置換 遺伝子型 

c.504C>G 
c.709C>T 

c.1162G>A 

c.633T>C 

c.828C>T 
c.1161C>T 

p.D168E 
p.R237W 
p.G388S 

p.D211= 

p.H276= 
p.Y387= 

CG 
CT 
GA 

TC 
CC 
CT 
CT 

1/331（0.3） 
12/331（3.6） 
1/331（0.3） 

1/174（0.6） 
7/174（4.0） 
1/174（0.6） 

52/174（29.9） 

1/174（0.6） 
1/174（0.6） 

102/331（30.8） 42/132（31.8） 

3/331（0.9） 
3/331（0.9） 

2/132（1.5） 
2/132（1.5） 

214/331（64.7） 84/132（63.6） 115/174（66.1） 

表２ 同定された 

エクソン 

非同義多型 
7 

8 

11 

イント 
ロン７ 

同義多型 
9 

11 
c.828C>T 

c.1182C>T 
p.A276= 
p.I394= 

CT 
CT 

c.622G>A 

c.694T>C 

c.950C>T 

p.D208N 

p.F232L 

p.A317V 

GA 
AA 
TC 
CC 
CT 

スプライシング多型 

c.687+1G>T 

塩基置換 アミノ酸置換 遺伝子型 

1遺伝子多型 

全症例（%） アルコール性 
（%） 特発性（%） 遺伝性 / 家族性 

（%） 

8/25（32.0） 
0/25（0） 
0/25（0） 
0/25（0） 
0/25（0） 

108/331（32.6） 44/132（33.3） 
15/331（4.5） 
23/331（6.9） 
1/331（0.3） 
1/331（0.3） 

3/132（2.3） 
10/132（7.6） 

0/132（0） 
1/132（0.8） 

56/174（32.2） 
12/174（6.9） 
13/174（6.5） 
1/174（0.6） 
0/174（0） 

1/331（0.3） 0/132（0） 1/174（0.6） 0/25（0） 

1/331（0.3） 
1/331（0.3） 

0/132（0） 
0/132（0） 

0/174（0） 
1/174（0.6） 

1/25（4.0） 
0/25（0） 
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行ったが，統計学的に有意差は認めなかった 
（データ提示せず）． 
 一方，331例の 1遺伝子シークエンス平 

1 
均 depth は561倍で，標的領域の96.4% が20倍以 
上の depth でシークエンスされていた． 
遺伝子に非同義多型を３個，同義多型を２個認 
め，新規のスプライス部位の多型 c.687+1G>T 
を同定した（表２）．このスプライス部位の多 
型は，若年発症の特発性慢性膵炎患者で同定さ 
れた．これらの多型について患者全体ならび 
に成因別にコントロール群（HGVD）と比較を 
行ったが，統計学的に有意差は認めなかった 

（データ提示せず）． 

研究２:_ 次世代シークエンサーを用いた膵炎家 
系の全エクソーム解析 
 若年発症の特発性膵炎１例について全エク 
ソーム解析を行ったところ，エクソン領域に 
21,686個の多型を認めた．このうち，非同義多 
型ならびに挿入・欠失，スプライス部位の多 
型は10,278個であり，新規または minor allele 
frequency <0.01の稀な多型は1,172個であった． 
両親の全エクソーム解析の結果と比較し，患者 
のみにみられた de novo 多型を６個抽出した． 
このうち，イオンチャンネルに関する遺伝子の 
多型について，慢性膵炎多数例での解析を行っ 
たところ，複数の若年発症の特発性慢性膵炎例 
に同多型を認めた． 

下は認めなかった． 1遺伝子の機能喪失型 
多型は変異タンパク質の misfolding から膵腺房 
細胞内に小胞体ストレスを惹起し，膵炎発症に 
至る機序が想定されている4）． 1の膵液中 

2 
含有率は16.8％と，トリプシノーゲンの23.1％ 
に次いで多い蛋白質であるのに対し39）， 
と 1はそれぞれ8.1％，4.4％と合成量が少な 
い．このため，分泌不全をおこしても，惹起さ 
れる小胞体ストレスの程度は低く膵炎発症と関 
連しないのかもしれない． 
 若年発症の特発性慢性膵炎患者について，両 
親を含めたトリオの全エクソーム解析を行い， 
イオンチャンネルに関わる遺伝子の新規非同義 
多型を de novo で認めた．独立した特発性慢性 
膵炎患者においても複数例で同多形を認めてお 
り，新規膵炎関連遺伝子異常の可能性がある． 
現在，同遺伝子について全エクソンの解析を多 
数例で進めている． 

E．結論 
 慢性膵炎患者331例において，HaloPlex ター 
ゲットエンリッチメントシステムを用いて， 

2ならびに 1遺伝子のプロファイリン 
グを行った．全エクソーム解析により，新規膵 
炎関連遺伝子候補を抽出した． 

F．参考文献  
1. Whitcomb DC, Gorry MC, Preston RA, 

Furey W, Sossenheimer MJ, Ulrich CD, 
Martin SP, Gates LK Jr, Amann ST, 
Toskes PP, Liddle R, McGrath K, Uomo 
G, Post JC, Ehrlich GD. Hereditary 
pancreatitis is caused by a mutation in 
the cationic trypsinogen gene. Nat Genet. 
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2. Witt H, Luck W, Hennies HC, Classen 
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associated with chronic pancreatitis. Nat 
Genet. 25:213-216, 2000. 

3. Masamune A. Genetics of pancreatitis ‒ 
the 2014 update-. Tohoku J Exp Med 

D．考察 
 本年度は特に膵炎関連遺伝子異常である 

14）のアイソフォームである 
ならびに 

2遺伝子 
1遺伝子に注目した．両遺伝子に 

新規の多型を認めたが，その頻度はコントロー 
ルと比べて有意差を認めなかった．今回同定し 
た遺伝子多型について，ボストン大学と国際共 
同研究として機能解析を行った5）．その結果， 

2遺伝子 c.709C>T（p.R237W）多型は，正常 
の60% まで分泌は低下し活性は完全に消失して 
いた．また， 2遺伝子 c.1162G>A（p.G388S） 

2， 
多型は正常の約30% まで分泌は低下し活性は正 
常活性の５% まで減弱していた．他の 

1遺伝子多型に関しては，分泌や活性の低 
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Z Jr, Pfützer R, Schneider A, Groneberg 
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Liver Physiol 309:G688-694, 2015. 

T, Hamada S, Kume K, Kakuta Y, Aoki 
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pancreatic carboxypeptidase genes CPA2 
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transmembrane conductance regulator 
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  分担研究報告書 

遺伝性膵炎症例登録システムの構築 

研究報告者 正宗 淳 東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野 准教授 

共同研究者 
菊田和宏，濱田 晋，下瀬川徹（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野） 
竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門） 

【研究要旨】 
 遺伝性膵炎は平成27年１月から小児の慢性特定疾病に指定され，同年７月から成人例も指定難病と 
なっている．遺伝性膵炎を適切に診断，治療するのみならず，国民への啓発や医療・福祉サービスなどの 
総合的・包括的な施策を行政上講じるためには，データの精度が高く継続可能な症例登録システムを構 

築する必要がある．個人情報の取り扱いや各施設における倫理委員会承認作業などの煩雑さを考え，厚 
生労働省厚生労働行政総合情報システム（WISH）に入力された臨床調査個人票の情報を利用し，症例登 
録システムを構築することを計画した．難病指定医による患者データの登録管理システムの開発状況を 

注視しながら，次年度以降，実際の解析を進めていく予定である． 

A．研究目的 
 遺伝性膵炎とは，遺伝により慢性膵炎が多 
発する稀な疾病である．我が国では，本研究 
班の策定した臨床診断基準1）に基づき診断され 
る．すなわち再発性急性膵炎ないし慢性膵炎患 
者のうち，①カチオニックトリプシノーゲン 

（PRSS1 1）遺伝子の p.R122H ないし p.N29I 変異 
が認められる，②膵炎患者２人以上の家族歴が 
ある③少なくとも１人の膵炎患者は，大量飲酒 
など慢性膵炎の成因と考えられるものが認めら 
れない，④ 単一世代の場合，少なくとも１人の 
患者は40歳以下で発症している，の４項目のう 
ち①を満たす，あるいは②，③，④のいずれを 
も満たす場合，遺伝性膵炎と診断される．この 
診断基準に基づくと日本では，2012年の時点で 
82家系，214症例が遺伝性膵炎と診断されてい 
る2）． 
 遺伝性膵炎は平成27年１月から小児の慢性特 
定疾病に指定され，同年７月から成人例も指 
定難病となり，医療費補助の対象となってい 
る．遺伝性膵炎を適切に診断，治療するのみな 
らず，国民への啓発や医療・福祉サービスなど 
の総合的・包括的な施策を行政上講じるために 
は，データの精度が高く継続可能な症例登録シ 
ステムを構築する必要がある．医療費の公費負 

担を受ける遺伝性膵炎患者は１年に１度，難病 
指定医により作成された臨床調査個人票を都道 
府県に提出する．各都道府県は，提出された臨 
床調査個人票を，厚生労働行政総合情報システ 
ム（以下 WISH）を通して登録する．本研究は， 
遺伝性膵炎患者の医療費受給者証交付申請状況 
を調査し本制度の運用実態を明らかにするとと 
もに，WISH に入力された臨床調査個人票を集 
計，解析し，症例登録システムを構築すること 
を目的とする． 

B．研究方法 
 本研究班の策定した臨床診断基準1）に基づき 
診断された，医療費の公費負担を受ける遺伝性 
膵炎症例を対象とする．WISH に入力された臨 
床調査個人票を集計・解析し，あわせて全国47 
都道府県に対して，医療受給者証の新規および 
更新受給者数についてアンケートを行う． 

（倫理面への配慮） 
 受給者証申請患者数の調査は患者数のみの報 
告であり，個々の患者の個人情報は含まれな 
い．臨床調査個人票は全て患者あるいは家族が 
申請時に個人情報の開示に同意したものである 
が，個人情報の保護に努めるため，患者氏名， 
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生年月日，住所に関する情報を伏せた状態で都 
道府県から提供を受ける． 

 遺伝性膵炎は急性膵炎発作，膵内外分泌機能 
不全，発癌といった多彩な臨床像を経時的に呈 
するため，個々の症例について経時的かつ多角 
的にデータを蓄積する必要がある．WISH に登 
録されたデータをもとに経時変化を捉えるため 
には患者 ID を付与するなどして継続的にデー 
タを蓄積する必要がある．また，現行の臨床調 
査個人票に記載される内容は難病医療費助成の 
認定に関する情報が主体であり， 1以外 
の膵炎関連遺伝子異常，既往歴，生活習慣，膵 
炎発作の詳細，膵内外分泌機能，検査所見，栄 
養状態，治療内容，発癌などに関するデータに 
乏しい．今後はこのようなデータを抽出するこ 
とが可能な臨床調査個人票への改訂が必要とな 
る．もしくは臨床調査個人票と WISH からの 
データ抽出のみに依存するのではなく，将来的 
には臨床調査個人票を記載した主治医と本研究 
班が直接的に連携し，実態調査を柔軟に実施可 
能な体制を整えるべきかもしれない．このよう 
な連携は本研究班の研究成果を医療現場に直接 
的に還元することにも寄与すると考えられる． 

C．研究結果 
 遺伝性膵炎に対する難病医療費助成制度は平 
成27年７月から開始されたため，平成27年末の 
時点では，遺伝性膵炎に関する WISH データの 
入手は不可能であった．次年度，各都道府県に 
受給者証交付申請状況についてアンケートを行 
うとともに，臨床調査個人票の WISH への登録 
状況を調査し，登録されたデータについて解析 
を進めていく予定である． 

D．考察 
 遺伝性膵炎に対する難病医療費助成制度は平 
成27年７月から開始され，都道府県に提出され 
た臨床調査個人票は WISH を通して登録され 
る．しかしながら，WISH に登録された臨床調 
査個人票のデータを有効に活用するにはいくつ 
かの課題が挙げられる． 
 一般的に臨床調査個人票は，公費負担申請と 
しての行政目的と疾患の病態把握という研究目 
的の２面を有しているが，特に前者に重点が置 
かれているため，研究への応用において信頼性 
に欠けるとの指摘がある3）．主治医により作成 
された臨床調査個人票の一部に医学的に不正確 
な内容が含まれることや，内容に医学的に高度 
なものが含まれるため都道府県などにより入力 
率が低いこと，さらに登録内容にも不正確な面 
があることが指摘されている4）．現在厚生労働 
省により開発中とされる，難病指定医による患 
者データの登録管理システムが運用されるよう 
になれば，これらの課題は解決されることが期 
待される． 
 一方，現行の制度では，難病医療費助成制度 
の対象になるのは，急性膵炎発作を直近１年に 
１回以上起こしている場合に限定されている． 
このため，重篤な膵内外分泌機能不全がある患 
者や腹痛発作の無い症例は，原則として医療費 
補助の対象とならないため，この登録システム 
では拾い上げが出来ないという大きな問題点が 
ある．この点については認定基準の改訂も検討 
課題となる． 

E．結論 
 本邦における遺伝性膵炎の実態を解明するた 
め，臨床調査個人票を利用した症例登録システ 
ム構築を計画した． 

F．参考文献 
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G. 研究発表 
1．論文発表  該当なし 
2．学会発表  該当なし 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし 
該当なし 
該当なし 
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平成27年度 厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 
  分担研究報告書 

遺伝性膵炎・家族性膵炎の全国調査 

研究報告者 正宗 淳 東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野 准教授 

共同研究者 
菊田和宏，中野絵里子，濱田 晋，下瀬川徹（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野） 
伊藤鉄英（九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第三内科） ，乾 和郎）（藤田保健衛生大学坂文種報德會病
院消化器内科） 阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学），田妻 進（広島大学病院総合内科・総合診療科） 
竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門），北野雅之（近畿大学医学部内科学消化器内科部門） 

【研究要旨】 
 わが国における遺伝性膵炎の実態を明らかにするために，「小児期発症の希少難治性肝胆膵疾患におけ 

る包括的な診断・治療ガイドライン作成に関する研究」（研究代表者：東北大学小児外科 仁尾正記教授， 
研究分担者：順天堂大学小児科 清水俊明教授）と連携をして全国調査を行った．全国の2,375診療科に 
対して，平成17年から平成26年までの10年間に対象診療科を受療した患者数に関する一次調査と，個々 

の家系・症例に対する二次調査を行った．一次調査に対しては1,358診療科より回答が得られた（回答率 
57.2%）．一次調査で症例ありと回答のあった診療科に対して行った二次調査では，平成27年末までに遺 
伝性膵炎98家系268人（男性145人，女性123人）に関する回答が得られた．次年度，二次調査の回答に関す 
る詳細な解析を予定している． 

A．研究目的 
遺 伝 性 膵 炎 は，1952年 に Comfort と 

Steinberg1）が，同じ家系内に３世代にわたって 
慢性膵炎患者４例と，病歴から慢性膵炎が疑わ 
れた２例が存在する１家系を報告したのが最初 
である．彼らは，家系調査により，この慢性膵 
炎が常染色体優性遺伝であることを明らかに 
し，“Hereditary chronic relapsing pancreatitis” 
として報告した．その後，1962年に Gross ら2） 
は，新たに４家系を加えて，計５家系38症例（慢 
性膵炎22例，慢性膵炎疑い16例）を報告し，遺 
伝性膵炎の診断基準として（1）同一家系内に３ 
人以上の膵炎患者がみられ，（2）発症年齢が若 
く， アルコール過飲，胆石，外傷など明らか（3） 
な膵炎の成因がなく，（4）連続した世代で発症 
していること，の４項目を満たすものとした． 
現在，欧米では，２世代以上にわたり１親等２ 
人以上あるいは２親等３人以上の，明らかな成 
因をもたない慢性膵炎・反復性膵炎患者を遺伝 
性膵炎とする European Registry of Hereditary 
Pancreatitis and Familial Pancreatic Cancer 

（EUROPAC）の診断基準3）も使用されている． 

 1996 平成８）（年に Whitcomb ら4）は，カチオ 
ニックトリプシノーゲン（PRSS1 1）を遺伝性膵 
炎の原因遺伝子であることを同定した．この知 
見を踏まえて本研究班では，平成11-13年度に 
家族性膵炎・若年性膵炎の全国疫学調査を行 
うとともに，新しい遺伝性膵炎の診断基準（図 
１）を策定した5,6）．この診断基準に基づき，2001 
年の時点で56家系143症例の遺伝子膵炎が報告 
された5）．さらに本研究班が2011年に行った全 
国調査では，遺伝性膵炎82家系214人が報告さ 
れている7）． 
 遺伝性膵炎は平成27年１月から小児の，同年 
７月から成人の指定難病となり，その実態把握 
は厚生労働行政上も急務となっている．これら 
の動向をふまえ，わが国における遺伝性膵炎・ 
家族性膵炎の実態把握のため，改めて全国調査 
を計画した． 

B．研究方法 
 本研究は，当研究班と「小児期発症の希少難治 
性肝胆膵疾患における包括的な診断・治療ガイ 
ドライン作成に関する研究」（研究代表者：東北 
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図１ 遺伝性膵炎の診断手順 

大学小児外科 仁尾正記教授，研究分担者：順 
天堂大学小児科 清水俊明教授）が連携をして 
行う全国調査である．本調査は一次調査，二次 
調査からなる．いずれも調査票を用いて行った． 

< 一次調査 > 
 平成17年１月１日から平成26年11月30日まで 
の10年間に受療した遺伝性膵炎・家族性膵炎・ 
若年性膵炎症例数を把握するために行った．対 
象施設は以下の通りである．1）全国の病床数 
200以上の総合病院の小児科，消化器内科，消 
化器外科，2）小児専門病院，3）前回2011年の全 
国調査で症例の回答のあった医療施設，4）「難 
治性膵疾患に関する調査研究」班および「小児期 
発症の希少難治性肝胆膵疾患における包括的な 
診断・治療ガイドライン作成に関する研究」班 
の研究分担者，研究協力者所属施設，5）東北大 
学大学院医学系研究科消化器病態学分野ならび 
に順天堂大学病院小児科に遺伝子解析の依頼が 
あった施設．合計2,375診療科あてに郵送にて一 
次調査票を送付した． 

< 二次調査 >  
 一次調査で遺伝性膵炎または家族性膵炎の症 
例ありと回答のあった診療科に対して，二次調 
査票（資料１）を郵送にて送付した． 

（倫理面への配慮） 
 調査は連結可能匿名化された調査票を用いて 
行い，事務局では個人情報は扱わない．個々の 
症例の個人情報は，それぞれの施設の個人情報 
管理者が適切に管理している．本研究は，東 
北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認 

（2014-1-548）を得て行っている． 

C．研究結果 
 一次調査に対して，1,358診療科より回答が得 
られた（回答率 57.2%）．一次調査で，遺伝性膵 
炎または家族性膵炎の患者ありと回答のあった 
86診療科に二次調査票を送付した．平成27年末 
までに66診療科から，我が国の診断基準に基づ 
く遺伝性膵炎98家系268人（男性145人，女性123 
人）に関する回答が得られた． 
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D．考察 
 厚生労働省難治性膵疾患に関する調査研究班 
が2011年に行った全国調査では，遺伝性膵炎82 
家系214人が報告されている．前回調査時より 
４年が経過し，また平成27年より遺伝性膵炎が 
指定難病となり，一般医家への疾患概念の広ま 
りも予想されたことから，改めて全国調査を 
行った．平成27年末までに，遺伝性膵炎98家系 
268人に関する回答が寄せられた．前回調査に 
比べて家系数ならびに症例数ともに増加してお 
り，今回の調査により新規の家系，症例が蓄積 
された． 
 我が国においては欧米に比べて家族歴を満た 
すことが困難であるため，独自の診断基準5,6）が 
用いられている．我が国の診断基準で遺伝性膵 
炎と診断された家系のうち，EUROPAC の診 
断基準3）を満たさなかった家系の多くは，単一 
世代のみの症例である同胞例や 1遺伝子 
p.R122H 変異または p.N29I 変異陽性の孤発例で 
あった．その一方，膵分泌性トリプシンインヒ 
ビター（ 1）遺伝子異常を有するとして， 

E．結論 
 遺伝性膵炎の全国調査を行い，平成27年末ま 
でに遺伝性膵炎98家系268人（男性145人，女性 
123人）に関する回答が得られた．次年度，二次 
調査の詳細解析を行い，我が国における遺伝性 
膵炎の実態をさらに明らかにする予定である．  
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科学分野，大阪府立母子保健総合医療センター 
消化器・内分泌科，独立行政法人国立病院機構 
福山医療センター小児科，熊本赤十字病院小児 
科，伊奈中央病院小児科，自治医科大学附属病 
院小児科，日本医科大学多摩永山病院小児科， 
鹿児島大学小児外科，四国こどもとおとなの医 
療センター小児科，奈良県立医科大学附属病院 
小児科，船橋二和病院附属ふたわ診療所，大阪 
府立急性期・総合医療センター小児科，豊橋市 
民病院小児科，泉大津市立病院小児科，岩手医 
科大学小児科，鳥取大学医学部小児科，埼玉県 
立小児医療センター外科，済生会横浜市東部病 
院こどもセンター小児肝臓消化器科，群馬大学 
大学院医学系研究科小児科，久留米大学小児 
科，東京慈恵医科大学小児科，砂川市立病院小 
児科，横浜市立大学小児総合医療センター，大 
津赤十字病院小児科，新潟県立新発田病院小児 
科，京都第一赤十字病院小児科，沖縄県立中部 
病院小児科，日本医科大学小児科，奈良県立総 
合医療センター小児科，東京慈恵医科大学附属 
柏病院小児科，弘前市立病院小児科，鹿児島大 
学消化器内科，市立ひらかた病院小児科，近畿 
大学医学部奈良病院小児科，藤枝市立病院小児 
科，旭川医科大学病院消化器外科，旭川医科大 
学病院小児科，北海道大学病院消化器外科，北 
海道大学病院小児科，北海道医療大学病院消化 
器外科，北海道医療大学病院小児科，国立大学 
法人弘前大学医学部附属病院消化器内科，国立 
大学法人弘前大学医学部附属病院小児科，岩手 
医科大学附属病院消化器外科，岩手医科大学附 
属病院消化器内科，岩手医科大学附属病院小児 
科，岩手医科大学附属花巻温泉病院消化器外 
科，岩手医科大学附属花巻温泉病院消化器内 
科，東北大学病院消化器外科，秋田大学医学部 
附属病院消化器外科，秋田大学医学部附属病院 
小児科，山形大学医学部附属病院消化器外科， 
山形大学医学部附属病院消化器内科，筑波大学 
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附属病院消化器外科，筑波大学附属病院消化器 
内科，東京医科大学茨城医療センター消化器外 
科，東京医科大学茨城医療センター消化器内 
科，東京医科大学茨城医療センター小児科，自 
治医科大学附属病院消化器内科，獨協医科大学 
病院消化器外科，獨協医科大学病院小児科，国 
際医療福祉大学病院消化器外科，国際医療福祉 
大学病院消化器内科，国際医療福祉大学病院小 
児科，獨協医科大学日光医療センター消化器内 
科，群馬大学医学部附属病院消化器外科，北里 
大学北里研究所メディカルセンター病院消化器 
外科，埼玉医科大学総合医療センター消化器外 
科，埼玉医科大学総合医療センター小児科，埼 
玉医科大学病院消化器内科，埼玉医科大学病院 
小児科，自治医科大学附属さいたま医療セン 
ター消化器外科，自治医科大学附属さいたま医 
療センター消化器内科，自治医科大学附属さい 
たま医療センター小児科，獨協医科大学越谷病 
院消化器内科，獨協医科大学越谷病院小児科， 
埼玉医科大学国際医療センター消化器外科，埼 
玉医科大学国際医療センター消化器内科，埼玉 
医科大学国際医療センター小児科，千葉大学医 
学部附属病院消化器外科，千葉大学医学部附属 
病院小児科，順天堂大学医学部附属浦安病院消 
化器外科，順天堂大学医学部附属浦安病院消化 
器内科，帝京大学ちば総合医療センター消化器 
外科，帝京大学ちば総合医療センター小児科， 
東京歯科大学市川総合病院消化器外科，東京歯 
科大学市川総合病院消化器内科，東京歯科大学 
市川総合病院小児科，東京慈恵会医科大学附属 
柏病院消化器外科，東京慈恵会医科大学附属柏 
病院消化器内科，東京慈恵会医科大学附属柏病 
院小児科，東邦大学医療センター佐倉病院消化 
器外科，東邦大学医療センター佐倉病院小児 
科，日本医科大学千葉北総病院消化器外科，日 
本医科大学千葉北総病院小児科，東京女子医科 
大学八千代医療センター消化器外科，東京女子 
医科大学八千代医療センター消化器内科，東京 
女子医科大学八千代医療センター小児科，東京 
医科歯科大学医学部附属病院消化器外科，東京 
医科歯科大学医学部附属病院消化器内科，東京 
医科歯科大学医学部附属病院小児科，東京大学 
医科学研究所附属病院小児科，東京大学医学部 

附属病院消化器外科，北里大学北里研究所病院 
消化器外科，北里大学北里研究所病院小児科， 
杏林大学医学部付属病院消化器内科，杏林大学 
医学部付属病院小児科，慶應義塾大学病院消化 
器外科，慶應義塾大学病院消化器内科，順天堂 
大学医学部附属順天堂医院消化器内科，昭和大 
学病院消化器外科，昭和大学附属豊洲病院小児 
科，駿河台日本大学病院消化器外科，駿河台日 
本大学病院小児科，帝京大学医学部附属病院消 
化器内科，帝京大学医学部附属病院小児科，東 
海大学医学部付属東京病院消化器外科，東海大 
学医学部付属東京病院消化器内科，東京医科大 
学八王子医療センター消化器外科，東京医科大 
学八王子医療センター消化器内科，東京医科大 
学八王子医療センター小児科，東京医科大学病 
院小児科，東京慈恵会医科大学附属第三病院消 
化器外科，東京慈恵会医科大学附属病院消化器 
外科，東京慈恵会医科大学附属病院消化器内 
科，東京慈恵会医科大学葛飾医療センター消化 
器外科，東京慈恵会医科大学葛飾医療センター 
小児科，東京女子医科大学病院消化器外科，東 
京女子医科大学東医療センター消化器内科，東 
邦大学医療センター大橋病院消化器外科，東邦 
大学医療センター大橋病院消化器内科，東邦大 
学医療センター大橋病院小児科，東邦大学医療 
センター大森病院消化器外科，東邦大学医療セ 
ンター大森病院小児科，日本医科大学付属病院 
消化器外科，日本医科大学付属病院消化器内 
科，日本医科大学付属病院小児科，日本大学医 
学部附属板橋病院消化器内科，日本大学医学部 
附属板橋病院小児科，順天堂東京江東高齢者医 
療センター消化器外科，東海大学八王子病院消 
化器内科，順天堂大学医学部附属練馬病院消化 
器外科，北里大学東病院消化器外科，北里大学 
東病院消化器内科，北里大学病院消化器外科， 
北里大学病院消化器内科，昭和大学藤が丘病院 
消化器外科，昭和大学藤が丘病院消化器内科， 
昭和大学藤が丘病院小児科，聖マリアンナ医科 
大学病院小児科，聖マリアンナ医科大学横浜市 
西部病院消化器内科，帝京大学医学部附属溝口 
病院小児科，東海大学医学部付属病院消化器外 
科，東海大学医学部付属病院小児科，東海大学 
医学部付属大磯病院小児科，日本医科大学武蔵 

─ 171 ─ 



小杉病院消化器外科，日本医科大学武蔵小杉病 
院小児科，昭和大学横浜市北部病院消化器外 
科，昭和大学横浜市北部病院小児科，新潟大学 
医歯学総合病院消化器外科，新潟大学医歯学総 
合病院消化器内科，新潟大学医歯学総合病院小 
児科，日本歯科大学医科病院消化器外科，日本 
歯科大学医科病院消化器内科，富山大学附属病 
院消化器外科，富山大学附属病院小児科，金沢 
医科大学氷見市民病院小児科，金沢大学附属病 
院消化器外科，金沢大学附属病院消化器内科， 
金沢大学附属病院小児科，金沢医科大学病院消 
化器外科，金沢医科大学病院小児科，福井大学 
医学部附属病院消化器外科，福井大学医学部附 
属病院小児科，山梨大学医学部附属病院消化器 
内科，信州大学医学部附属病院小児科，岐阜大 
学医学部附属病院消化器外科，岐阜大学医学部 
附属病院消化器内科，岐阜大学医学部附属病院 
小児科，浜松医科大学医学部附属病院消化器外 
科，浜松医科大学医学部附属病院消化器内科， 
浜松医科大学医学部附属病院小児科，順天堂大 
学医学部附属静岡病院消化器外科，順天堂大学 
医学部附属静岡病院消化器内科，順天堂大学医 
学部附属静岡病院小児科，名古屋大学医学部附 
属病院消化器外科，名古屋大学医学部附属病院 
消化器内科，名古屋大学医学部附属病院小児科 
外科，愛知医科大学病院消化器外科，愛知医科 
大学病院消化器内科，愛知医科大学病院小児 
科，藤田保健衛生大学坂文種報德曾病院小児 
科，藤田保健衛生大学病院消化器外科，藤田保 
健衛生大学病院小児科，三重大学医学部附属病 
院消化器内科，三重大学医学部附属病院小児 
科，藤田保健衛生大学七栗サナトリウム消化器 
内科，滋賀医科大学医学部附属病院消化器外 
科，京都大学医学部附属病院消化器内科，京都 
大学医学部附属病院小児科，大阪大学医学部附 
属病院消化器外科，大阪大学医学部附属病院消 
化器内科，大阪大学医学部附属病院小児科，大 
阪医科大学附属病院消化器外科，関西医科大学 
附属滝井病院消化器外科，関西医科大学附属滝 
井病院消化器内科，関西医科大学附属滝井病院 
小児科，関西医科大学香里病院消化器内科，関 
西医科大学香里病院小児科，近畿大学医学部附 
属病院小児科，近畿大学医学部堺病院消化器外 

科，近畿大学医学部堺病院小児科，関西医科大 
学附属枚方病院消化器外科，関西医科大学附属 
枚方病院小児科，神戸大学医学部附属病院消化 
器外科，神戸大学医学部附属病院消化器内科 

（外科），神戸大学医学部附属病院小児科，兵庫 
医科大学病院消化器外科，兵庫医科大学病院消 
化器内科，兵庫医科大学病院小児科，近畿大学 
医学部奈良病院消化器内科，岡山大学病院三朝 
医療センター消化器内科，鳥取大学医学部附属 
病院消化器外科，鳥取大学医学部附属病院消化 
器内科，鳥取大学医学部附属病院小児科，島根 
大学医学部附属病院消化器外科，島根大学医学 
部附属病院小児科，岡山大学病院消化器内科， 
岡山大学病院小児科，学校法人川崎学園川崎医 
科大学附属川崎病院消化器内科，学校法人川崎 
学園川崎医科大学附属病院消化器外科，学校法 
人川崎学園川崎医科大学附属病院消化器内科， 
学校法人川崎学園川崎医科大学附属病院小児 
科，広島大学病院消化器外科，広島大学病院消 
化器内科，山口大学医学部附属病院消化器内 
科，山口大学医学部附属病院小児科，徳島大学 
病院小児科，香川大学医学部附属病院消化器外 
科，香川大学医学部附属病院消化器内科，香川 
大学医学部附属病院小児科，愛媛大学医学部附 
属病院消化器外科，愛媛大学医学部附属病院消 
化器内科，高知大学医学部附属病院消化器外 
科，高知大学医学部附属病院消化器内科，高知 
大学医学部附属病院小児科，九州大学病院消化 
器外科，九州大学病院小児科，久留米大学病院 
消化器内科，久留米大学病院小児科，久留米大 
学医療センター消化器内科，久留米大学医療セ 
ンター小児科，産業医科大学病院消化器外科， 
福岡大学病院消化器内科，福岡大学病院小児 
科，福岡大学筑紫病院消化器外科，福岡大学筑 
紫病院消化器内科，福岡大学筑紫病院小児科， 
学校法人産業医科大学若松病院消化器外科，学 
校法人産業医科大学若松病院消化器内科，学校 
法人産業医科大学若松病院小児科，佐賀大学医 
学部附属病院消化器外科，佐賀大学医学部附属 
病院消化器内科，佐賀大学医学部附属病院小児 
科，長崎大学病院消化器外科，長崎大学病院消 
化器内科，長崎大学病院小児科，熊本大学医学 
部附属病院消化器外科，熊本大学医学部附属病 

─ 172 ─ 



院消化器内科，熊本大学医学部附属病院小児 
科，大分大学医学部附属病院消化器外科，大分 
大学医学部附属病院消化器内科，大分大学医学 
部附属病院小児科，九州大学病院別府病院消化 
器外科，九州大学病院別府病院消化器内科，宮 
崎大学医学部附属病院消化器外科，宮崎大学医 
学部附属病院小児科，鹿児島大学病院消化器外 
科，鹿児島大学病院消化器内科，鹿児島大学病 
院小児科，琉球大学医学部附属病院消化器内 
科，琉球大学医学部附属病院小児科，独立行政 
法人国立病院機構北海道がんセンター消化器外 
科，独立行政法人国立病院機構旭川医療セン 

函館病院消化器外科，市立旭川病院消化器外 
科，市立札幌病院消化器外科，市立函館病院消 
化器外科，国家公務員共済組合連合会ＫＫＲ札 
幌医療センター消化器外科，財団法人北海道医 
療団帯広第一病院消化器外科，社団法人北海道 
勤労者医療協会勤医協中央病院消化器外科，社 
会医療法人恵佑会札幌病院消化器外科，医療法 
人彰和会北海道消化器科病院消化器外科，財団 
法人双仁会青森厚生病院消化器外科，岩手県立 
中央病院消化器外科，国家公務員共済組合連合 
会東北公済病院消化器外科，財団法人厚生会仙 
台厚生病院消化器外科，社会医療法人明和会中 
通総合病院消化器外科，米沢市立病院消化器外 
科，福島県立医科大学附属病院消化器外科，財 
団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院消 
化器外科，社会医療法人福島厚生会福島第一病 
院消化器外科，茨城県立中央病院消化器外科， 
古河赤十字病院消化器外科，社会福祉法人恩賜 
財団済生会水戸済生会総合病院消化器外科，財 
団法人筑波麓仁会筑波学園病院消化器外科，医 
療法人社団筑波記念会筑波記念病院消化器外 
科，社会医療法人博愛会菅間記念病院消化器外 
科，群馬県立がんセンター消化器外科，前橋赤 
十字病院消化器外科，社団法人社会保険協会連 
合会群馬中央総合病院消化器外科，医療法人社 
団日高会日高病院消化器外科，利根保健生活協 
同組合利根中央病院消化器外科，防衛医科大学 
校病院消化器外科，医療法人秀和会秀和綜合病 
院消化器外科，医療法人財団健和会みさと健和 
病院消化器外科，埼玉医療生活協同組合羽生総 

合病院消化器外科，千葉県がんセンター消化器 
外科，医療法人沖縄徳洲会千葉徳洲会病院消化 
器外科，国立国際医療研究センター病院消化器 
外科，社団法人東京都教職員互助会三楽病院消 
化器外科，社会医療法人河北医療財団河北総合 
病院消化器外科，社会医療法人社団健生会立川 
相互病院消化器外科，宗教法人立正佼成会附属 
佼成病院消化器外科，独立行政法人労働者健康 
福祉機構関東労災病院消化器外科，神奈川県立 
汐見台病院消化器外科，神奈川県立がんセン 
ター消化器外科，茅ヶ崎市立病院消化器外科， 
横須賀市立市民病院消化器外科，神奈川県厚生 

科，財団法人船員保険会横浜船員保険病院消化 
器外科，国家公務員共済組合連合会虎の門病院 
分院消化器外科，医療法人同愛会小澤病院消化 
器外科，社会医療法人財団石心会川崎幸病院消 
化器外科，社会福祉法人聖隷福祉事業団 聖隷 
横浜病院消化器外科，新潟市民病院消化器外 
科，社会医療法人桑名恵風会桑名病院消化器外 
科，新潟医療生活協同組合木戸病院消化器外 
科，医療法人社団勝木会やわたメディカルセン 
ター消化器外科，財団法人新田塚医療福祉セン 
ター福井総合病院消化器外科，社団法人山梨勤 
労者医療協会甲府共立病院消化器外科，飯田市 
立病院消化器外科，長野市民病院消化器外科， 
松本市立波田総合病院消化器外科，長野赤十字 
病院消化器外科，社会医療法人財団慈泉会相澤 
病院消化器外科，岐阜県立多治見病院消化器外 
科，羽島市民病院消化器外科，社会医療法人蘇 
西厚生会松波総合病院消化器外科，社会福祉法 
人聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院消化器 
外科，愛知県がんセンター愛知病院消化器外 
科，名古屋市立西部医療センター消化器外科， 
豊川市民病院消化器外科，名古屋市立大学病院 
消化器外科，名古屋第一赤十字病院消化器内 
科，社会医療法人宏潤会大同病院消化器外科， 
トヨタ記念病院消化器外科，愛知県厚生農業協 
同組合連合会江南厚生病院消化器外科，公立甲 
賀病院消化器外科，社会医療法人誠光会草津総 
合病院消化器外科，財団法人綾部市立病院消化 
器外科，医療法人同仁会京都九条病院消化器外 
科，社会福祉法人京都社会事業財団西陣病院消 

ター消化器外科，独立行政法人国立病院機構  農業協同組阿連合会相模原協同病院消化器外 
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化器外科，独立行政法人国立病院機構大阪医療 
センター消化器外科，泉大津市立病院消化器外 
科，市立柏原病院消化器外科，社会福祉法人恩 
賜財団済生会中津病院消化器外科，財団法人厚 
生年金事業振興団大阪厚生年金病院消化器外 
科，公益財団法人田附興風会医学研究所北野病 
院消化器外科，社会福祉法人恩賜財団済生会千 
里病院消化器外科，財団法人日本生命済生会附 
属日生病院消化器外科，社会医療法人きつこう 
会多根総合病院消化器外科，社会医療法人景岳 
会南大阪病院消化器外科，ＮＴＴ西日本大阪病 
院消化器外科，独立行政法人国立病院機構兵庫 
中央病院消化器外科，独立行政法人労働者健康 
福祉機構 関西労災病院消化器外科，兵庫県立 
西宮病院消化器外科，西宮市立中央病院消化器 
外科，医療法人光寿会城陽江尻病院消化器外 
科，医療法人明仁会明舞中央病院消化器外科， 
医療法人明和病院消化器外科，社会医療法人製 
鉄記念広畑病院消化器外科，奈良県立医科大学 
附属病院消化器外科，奈良県立奈良病院消化器 
外科，鳥取県立厚生病院消化器外科，医療法人 
同愛会博愛病院消化器外科，財団法人津山慈風 
会津山中央病院消化器外科，社会福祉法人恩賜 
財団済生会広島病院消化器外科，広島県厚生農 
業協同組合連合会廣島総合病院消化器外科，国 
家公務員共済組合連合会呉共済病院消化器外 
科，国家公務員共済組合連合会 吉島病院消化 
器外科，社団法人全国社会保険協会連合会下関 
厚生病院消化器外科，医療法人医誠会都志見病 
院消化器外科，徳島市民病院消化器外科，社団 
法人阿南医師会中央病院消化器外科，高松赤十 
字病院消化器外科，宇和島市立宇和島病院消化 
器外科，社会医療法人近森会近森病院消化器外 
科，医療法人防治会いずみの病院消化器外科， 
高知県・高知市病院企業団立高知医療センター 
消化器外科，地方独立行政法人大牟田市立病院 
消化器外科，社会福祉法人恩賜財団済生会福岡 
総合病院消化器外科，社会福祉法人恩賜財団済 
生会八幡総合病院消化器外科，財団法人厚生年 
金事業振興団九州厚生年金病院消化器外科，国 
家公務員共済組合連合会新小倉病院消化器外 
科，国家公務員共済組合連合会浜の町病院消化 
器外科，特定医療法人北九州病院北九州総合病 

院消化器外科，社会医療法人大成会福岡記念病 
院消化器外科，社会医療法人青洲会福岡青洲会 
病院消化器外科，医療法人徳洲会福岡徳洲会病 
院消化器外科，社会医療法人財団池友会新行橋 
病院消化器外科，伊万里有田共立病院消化器外 
科，唐津赤十字病院消化器外科，独立行政法人 
国立病院機構長崎医療センター消化器外科，長 
崎市立市民病院消化器外科，社会福祉法人恩賜 
財団済生会熊本病院消化器外科，医療法人朝日 
野会朝日野総合病院消化器外科，医療法人創起 
会ＮＴＴ西日本九州病院消化器外科，独立行政 
法人国立病院機構別府医療センター消化器外 
科，社会福祉法人恩賜財団済生会日田病院消化 
器外科，社団法人鹿児島市医師会病院消化器外 
科，社団法人肝属郡医師会立病院消化器外科， 
公益社団法人鹿児島共済会南風病院消化器外 
科，沖縄県立 中部病院消化器外科，社会医療 
法人敬愛会中頭病院消化器外科，医療法人徳洲 
会札幌東徳洲会病院消化器内科，独立行政法人 
国立病院機構北海道がんセンター消化器内科， 
独立行政法人国立病院機構旭川医療センター消 
化器内科，名寄市立総合病院消化器内科，旭川 
赤十字病院消化器内科，国家公務員共済組合Ｋ 
ＫＲ札幌医療センター斗南病院消化器内科，財 
団法人北海道医療団帯広第一病院消化器内科， 
ＪＲ札幌病院消化器内科，医療法人渓仁会手稲 
渓仁会病院消化器内科，社会医療法人北斗 北 
斗病院消化器内科，独立行政法人労働者健康福 
祉機構青森労災病院消化器内科，岩手県立中部 
病院消化器内科，仙台市立病院消化器内科，仙 
台赤十字病院消化器内科，医療法人徳洲会仙台 
徳洲会病院消化器内科，大館市立総合病院消化 
器内科，市立角館総合病院消化器内科，市立横 
手病院消化器内科，秋田県厚生農業協同組合連 
合会由利組合総合病院消化器内科，社団法人能 
代市山本郡医師会能代山本医師会病院消化器内 
科，社会医療法人明和会中通総合病院消化器内 
科，独立行政法人国立病院機構福島病院消化器 
内科，福島県立医科大学附属病院消化器内科， 
茨城県立中央病院消化器内科，水戸赤十字病院 
消化器内科，㈱日立製作所ひたちなか総合病院 
消化器内科，医療法人社団善仁会小山記念病院 
消化器内科，大田原赤十字病院消化器内科，栃 

─ 174 ─ 



木県厚生農業協同組合連合会下都賀総合病院消 
化器内科，前橋赤十字病院消化器内科，社会福 
祉法人恩賜財団済生会前橋病院消化器内科，防 
衛医科大学校病院消化器内科，埼玉県立がんセ 
ンター消化器内科，社会福祉法人恩賜財団済生 
会川口総合病院消化器内科，医療法人財団明理 
会イムス富士見総合病院消化器内科，独立行政 
法人国立病院機構千葉医療センター消化器内 
科，千葉県がんセンター消化器内科，国保直営 
総合病院君津中央病院消化器内科，財団法人化 
学療法研究会化学療法研究所附属病院消化器内 
科，医療法人社団翠明会山王病院消化器内科， 
医療法人社団誠馨会セコメディック病院消化器 
内科，国立国際医療研究センター病院消化器内 
科，東京逓信病院消化器内科，地方独立法人東 
京都健康長寿医療センター消化器内科，大森赤 
十字病院消化器内科，財団法人厚生年金事業振 
興団東京厚生年金病院消化器内科，国家公務員 
共済組合連合会 虎の門病院消化器内科，全国 
土木建築国民健康保険総合病院厚生中央病院消 
化器内科，ライフ・エクステンション研究所付 
属永寿総合病院消化器内科，財団法人聖路加国 
際病院消化器内科，医療法人財団荻窪病院消化 
器内科，社会医療法人河北医療財団河北総合病 
院消化器内科，医療法人社団苑田会苑田第一病 
院消化器内科，医療法人社団恵仁会府中恵仁会 
病院消化器内科，宗教法人立正佼成会附属佼成 
病院消化器内科，ＮＴＴ東日本関東病院消化器 
内科，ＪＲ東京総合病院消化器内科，東芝病院 
消化器内科，医療法人財団明理会明理会中央総 
合病院消化器内科，独立行政法人国立病院機構 
横浜医療センター消化器内科，独立行政法人労 
働者健康福祉機構関東労災病院消化器内科，神 
奈川県立がんセンター消化器内科，茅ヶ崎市立 
病院消化器内科，平塚市民病院消化器内科，国 
家公務員共済組合連合会 虎の門病院分院消化 
器内科，国家公務員共済組合連合会横須賀共済 
病院消化器内科，国家公務員共済組合連合会横 
浜南共済病院消化器内科，社会医療法人財団石 
心会川崎幸病院消化器内科，新潟市民病院消化 
器内科，社会福祉法人恩賜財団済生会済生会新 
潟第二病院消化器内科，新潟県厚生農業協同組 
合連合会佐渡総合病院消化器内科，医療法人社 

団新潟勤労者医療協会下越病院消化器内科，社 
会医療法人桑名恵風会桑名病院消化器内科，医 
療法人立川メディカルセンター立川綜合病院消 
化器内科，富山赤十字病院消化器内科，医療法 
人社団勝木会やわたメディカルセンター消化器 
内科，財団法人新田塚医療福祉センター 福井 
総合病院消化器内科，社団法人山梨勤労者医療 
協会甲府共立病院消化器内科，飯田市立病院消 
化器内科，伊那中央行政組合伊那中央病院消化 
器内科，社会医療法人財団慈泉会 相澤病院消 
化器内科，岐阜市民病院消化器内科，岐阜県厚 
生農業協同組合連合会岐北厚生病院消化器内 
科，地方独立行政法人静岡県立病院機構静岡県 
立総合病院消化器内科，磐田市立総合病院消化 
器内科，市立湖西病院消化器内科，浜松赤十字 
病院消化器内科，社会福祉法人聖隷福祉事業団 
総合病院聖隷浜松病院消化器内科，社会福祉法 
人聖隷福祉事業団 総合病院聖隷三方原病院消 
化器内科，独立行政法人国立病院機構東名古屋 
病院消化器内科，独立行政法人労働者健康福祉 
機構中部労災病院消化器内科，一宮市立市民病 
院消化器内科，岡崎市民病院消化器内科，名古 
屋市立西部医療センター消化器内科，西知多医 
療厚生組合 知多市民病院消化器内科，半田市 
立半田病院消化器内科，名古屋市立東部医療セ 
ンター消化器内科，名古屋市立緑市民病院消化 
器内科，愛知県厚生農業協同組合連合会知多厚 
生病院消化器内科，医療法人大雄会総合大雄会 
病院消化器内科，社会医療法人名古屋記念財団  
名古屋記念病院消化器内科，独立行政法人国立 
病院機構三重中央医療センター消化器内科，市 
立四日市病院消化器内科，伊勢赤十字病院消化 
器内科，三重県厚生農業協同組合連合会 鈴鹿 
中央総合病院消化器内科，公立甲賀病院消化器 
内科，長浜赤十字病院消化器内科，財団法人豊 
郷病院消化器内科，社団法人全国社会保険協会 
連合会京都病院消化器内科，公益社団法人京都 
保健会京都民医連中央病院消化器内科，医療法 
人同仁会京都九条病院消化器内科，社会医療法 
人岡本病院財団第二岡本総合病院消化器内科， 
社会医療法人西陣健康会 堀川病院消化器内 
科，社会福祉法人京都社会事業財団西陣病院消 
化器内科，医療法人財団康生会武田病院消化器 
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内科，独立行政法人労働者健康福祉機構大阪労 
災病院消化器内科，大阪府立急性期・総合医療 
センター消化器内科，大阪府立呼吸器・アレル 
ギー医療センター消化器内科，泉大津市立病院 
消化器内科，地方独立行政法人りんくう総合医 
療センター消化器内科，市立堺病院消化器内 
科，八尾市立病院消化器内科，大阪赤十字病院 
消化器内科，社会福祉法人恩賜財団済生会中津 
病院消化器内科，公益財団法人田附興風会医学 
研究所北野病院消化器内科，財団法人日本生命 
済生会附属日生病院消化器内科，医療法人医誠 
会医誠会病院消化器内科，社会医療法人協和会 
加納総合病院消化器内科，医療法人河内友紘会 
河内総合病院消化器内科，医療法人宝生会ＰＬ 
病院消化器内科，医療法人橘会東住吉森本病院 
消化器内科，社会医療法人生長会府中病院消化 
器内科，独立行政法人国立病院機構兵庫中央病 
院消化器内科，兵庫県立がんセンター消化器内 
科，地方独立行政法人明石市立市民病院消化器 
内科，市立伊丹病院消化器内科，市立加西病院 
消化器内科，神戸市立医療センター中央市民病 
院消化器内科，神戸市立医療センター西市民病 
院消化器内科，西宮市立中央病院消化器内科， 
神戸赤十字病院消化器内科，財団法人神戸市地 
域医療振興財団 西神戸医療センター消化器内 
科，医療法人川崎病院消化器内科，医療法人明 
仁会明舞中央病院消化器内科，奈良県立医科大 
学附属病院消化器内科，奈良県立奈良病院消化 
器内科，奈良県立 三室病院消化器内科，市立 
奈良病院消化器内科，社会福祉法人恩賜財団済 
生会 和歌山病院消化器内科，医療法人南労会 
紀和病院消化器内科，独立行政法人労働者健康 
福祉機構山陰労災病院消化器内科，医療法人同 
愛会博愛病院消化器内科，松江保健生活協同組 
合総合病院松江生協病院消化器内科，独立行政 
法人国立病院機構南岡山医療センター消化器内 
科，財団法人津山慈風会津山中央病院消化器内 
科，医療法人あかね会土谷総合病院消化器内 
科，独立行政法人国立病院機構関門医療セン 
ター消化器内科，社団法人全国社会保険協会連 
合会下関厚生病院消化器内科，社団法人全国社 
会保険協会連合会徳山中央病院消化器内科，社 
団法人岩国市医師会岩国市医療センター医師会 

病院消化器内科，社団法人徳山医師会オープン 
システム徳山医師会病院消化器内科，医療法人 
医誠会都志見病院消化器内科，独立行政法人国 
立病院機構東徳島医療センター消化器内科，独 
立行政法人国立病院機構高松医療センター消化 
器内科，香川県立中央病院消化器内科，高松市 
民病院消化器内科，香川県厚生農業協同組合連 
合会滝宮総合病院消化器内科，社会医療法人財 
団エム・アイ・ユー麻田総合病院消化器内科， 
愛媛県立中央病院消化器内科，宇和島市立宇和 
島病院消化器内科，市立八幡浜総合病院消化器 
内科，医療法人住友別子病院消化器内科，高知 
県立安芸病院消化器内科，社会医療法人近森会 
近森病院消化器内科，筑後市立病院消化器内 
科，福岡赤十字病院消化器内科，医療法人聖峰 
会田主丸中央病院消化器内科，医療法人西福岡 
病院消化器内科，社会医療法人大成会福岡記念 
病院消化器内科，社会医療法人財団池友会新行 
橋病院消化器内科，社団法人朝倉医師会病院消 
化器内科，伊万里有田共立病院消化器内科，独 
立行政法人国立病院機構長崎川棚医療センター 
消化器内科，長崎県病院企業団長崎県島原病院 
消化器内科，国家公務員共済組合連合会佐世保 
共済病院消化器内科，荒尾市民病院消化器内 
科，社会福祉法人恩賜財団済生会熊本病院消化 
器内科，独立行政法人国立病院機構別府医療セ 
ンター消化器内科，医療法人同心会古賀総合病 
院消化器内科，独立行政法人国立病院機構鹿児 
島医療センター消化器内科，社団法人鹿児島市 
医師会病院消化器内科，医療法人天陽会中央病 
院消化器内科，沖縄県立南部医療センター・こ 
ども医療センター消化器内科，沖縄県立北部病 
院消化器内科，社団法人北部地区医師会病院消 
化器内科，独立行政法人国立病院機構旭川医療 
センター小児科，自衛隊札幌病院小児科，札幌 
医科大学附属病院小児科，市立旭川病院小児 
科，岩見沢市立総合病院小児科，江別市立病院 
小児科，市立小樽病院小児科，市立札幌病院小 
児科，滝川市立病院小児科，苫小牧市立病院小 
児科，市立函館病院小児科，深川市立病院小児 
科，留萌市立病院小児科，旭川赤十字病院小児 
科，総合病院浦河赤十字病院小児科，総合病院 
北見赤十字病院小児科，総合病院釧路赤十字病 
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院小児科，北海道厚生農業協同組合連合会旭川 
厚生病院小児科，北海道厚生農業協同組合連合 
会網走厚生病院小児科，北海道厚生農業協同組 
合連合会遠軽厚生病院小児科，北海道厚生農業 
協同組合連合会帯広厚生病院小児科，北海道厚 
生農業協同組合連合会札幌厚生病院小児科，国 
家公務員共済組合連合会ＫＫＲ札幌医療セン 
ター小児科，社団法人全国社会保険協会連合会 
札幌社会保険総合病院小児科，ＮＴＴ東日本札 
幌病院小児科，ＪＲ札幌病院小児科，特定医療 
法人北楡会札幌北楡病院小児科，社会医療法人 
母恋日鋼記念病院小児科，医療法人北晨会恵み 
野病院小児科，社会福祉法人北海道社会事業協 
会帯広病院小児科，社会医療法人母恋天使病院 
小児科，社会福祉法人函館厚生院函館五稜郭病 
院小児科，社会福祉法人函館厚生院函館中央病 
院小児科，社会福祉法人北海道社会事業協会富 
良野病院小児科，北海道立子ども総合医療・療 
育センター小児科，独立行政法人国立病院機構 
弘前病院小児科，青森市民病院小児科，黒石市 
国民健康保険黒石病院小児科，国民健康保険五 
所川原市立西北中央病院小児科，十和田市立中 
央病院小児科，津軽保健生活協同組合健生病院 
小児科，独立行政法人国立病院機構盛岡病院小 
児科，岩手県立胆沢病院小児科，岩手県立大船 
渡病院小児科，岩手県立釜石病院小児科，岩手 
県立久慈病院小児科，岩手県立二戸病院小児 
科，財団法人総合花巻病院小児科，医療法人友 
愛会盛岡友愛病院小児科，独立行政法人国立病 
院機構仙台医療センター小児科，独立行政法人 
国立病院機構西多賀病院小児科，独立行政法人 
国立病院機構宮城病院小児科，独立行政法人労 
働者健康福祉機構東北労災病院小児科，公立刈 
田綜合病院小児科，気仙沼市立病院小児科，登 
米市立登米市民病院小児科，仙台市立病院小児 
科，大崎市民病院小児科，石巻赤十字病院小児 
科，仙台赤十字病院小児科，国家公務員共済組 
合連合会東北公済病院小児科，社団法人全国社 
会保険協会連合会仙台社会保険病院小児科，社 
団法人全国社会保険協会連合会宮城社会保険病 
院消化器内科，みやぎ県南中核病院小児科，独 
立行政法人国立病院機構あきた病院小児科，市 
立秋田総合病院小児科，大館市立総合病院小児 

科，市立角館総合病院小児科，市立横手病院小 
児科，秋田赤十字病院小児科，秋田県厚生農業 
協同組合連合会秋田組合総合病院小児科，秋田 
県厚生農業協同組合連合会雄勝中央病院小児 
科，秋田県厚生農業協同組合連合会かづの厚生 
病院小児科，秋田県厚生農業協同組合連合会平 
鹿総合病院小児科，秋田県厚生農業協同組合連 
合会由利組合総合病院小児科，社団法人能代市 
山本郡医師会能代山本医師会病院小児科，社会 
医療法人明和会中通総合病院小児科，北秋田市 
民病院小児科，独立行政法人国立病院機構山形 
病院小児科，山形県立河北病院小児科，山形県 
立新庄病院小児科，山形県・酒田市病院機構日 
本海総合病院小児科，山形県立中央病院小児 
科，鶴岡市立荘内病院小児科，山形市立病院済 
生館小児科，米沢市立病院小児科，社会福祉法 
人恩賜財団済生会山形済生病院小児科，庄内医 
療生活協同組合 鶴岡協立病院小児科，公立置 
賜総合病院小児科，独立行政法人国立病院機構 
福島病院小児科，いわき市立総合磐城共立病院 
小児科，公立岩瀬病院小児科，公立相馬総合病 
院小児科，公立藤田総合病院小児科，綜合病院 
福島赤十字病院小児科，福島県厚生農業協同組 
合連合会白河厚生総合病院小児科，福島県厚生 
農業協同組合連合会塙厚生病院小児科，財団法 
人温知会会津中央病院小児科，財団法人大原綜 
合病院小児科，財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合 
病院小児科，財団法人竹田綜合病院小児科，財 
団法人星総合病院小児科，独立行政法人国立病 
院機構霞ヶ浦医療センター小児科，独立行政法 
人国立病院機構茨城東病院小児科，県西総合病 
院小児科，社会福祉法人恩賜財団済生会水戸済 
生会総合病院小児科，茨城県厚生連茨城西南医 
療センター病院小児科，財団法人筑波麓仁会筑 
波学園病院小児科，財団法人筑波メディカルセ 
ンター病院小児科，医療法人社団常仁会牛久愛 
和総合病院小児科，医療法人愛宣会秦病院小児 
科，茨城県民生活協同組合友愛記念病院小児 
科，㈱日立製作所日立総合病院小児科，㈱日立 
製作所ひたちなか総合病院小児科，茨城県厚生 
農業協同組合連合会なめがた地域総合病院小児 
科，社会福祉法人恩賜財団済生会龍ヶ崎済生会 
病院小児科，独立行政法人国立病院機構栃木病 
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院小児科，独立行政法人国立病院機構宇都宮病 
院小児科，足利赤十字病院小児科，芳賀赤十字 
病院小児科，佐野厚生農業協同組合連合会佐野 
厚生総合病院小児科，社団法人社会保険協会連 
合会宇都宮社会保険病院小児科，社会医療法人 
博愛会菅間記念病院小児科，独立行政法人国立 
病院機構高崎総合医療センター小児科，伊勢崎 
市民病院小児科，桐生厚生総合病院小児科，公 
立富岡総合病院小児科，公立藤岡総合病院小児 
科，原町赤十字病院小児科，前橋赤十字病院小 
児科，社会福祉法人恩賜財団済生会 前橋病院 
小児科，社団法人社会保険協会連合会群馬中央 
総合病院小児科，富士重工業健康保険組合総合 
太田病院小児科，社団法人伊勢崎佐波医師会病 
院小児科，医療法人島門会本島総合病院小児 
科，利根保健生活協同組合利根中央病院小児 
科，独立行政法人国立病院機構西埼玉中央病院 
小児科，春日部市立病院小児科，川口市立医療 
センター小児科，越谷市立病院小児科，草加市 
立病院小児科，さいたま赤十字病院小児科，社 
会福祉法人恩賜財団済生会川口総合病院小児 
科，社団法人社会保険協会連合会埼玉社会保険 
病院小児科，医療法人社団愛友会上尾中央総合 
病院小児科，医療法人社団武蔵野会朝霞台中央 
総合病院小児科，医療法人社団ヘブロン会大宮 
中央総合病院小児科，医療法人誠壽会上福岡総 
合病院小児科，社会医療法人財団石心会狭山病 
院小児科，医療法人社団東光会戸田中央総合病 
院小児科，埼玉医療生活協同組合羽生総合病院 
小児科，社会医療法人さいたま市民医療セン 
ター小児科，独立行政法人国立病院機構下志津 
病院小児科，独立行政法人国立病院機構千葉東 
病院小児科，独立行政法人国立病院機構千葉医 
療センター小児科，千葉県立佐原病院小児科， 
千葉県こども病院小児科・代謝科，総合病院国 
保旭中央病院小児科，千葉市立海浜病院小児 
科，船橋市立医療センター小児科，国保松戸市 
立病院小児科，成田赤十字病院小児科，医療法 
人社団協友会柏厚生総合病院小児科，医療法人 
鉄蕉会亀田総合病院小児科，医療法人社団圭春 
会小張総合病院小児科，医療法人社団翠明会山 
王病院小児科，医療法人ＳＨＩＯＤＡ塩田病院 
小児科，医療法人財団明理会新松戸中央総合病 

院小児科，医療法人社団愛友会千葉愛友会記念 
病院小児科，医療法人社団保健会谷津保健病院 
小児科，社会医療法人社団木下会千葉西総合病 
院小児科，社会福祉法人恩賜財団済生会習志野 
病院小児科，社会福祉法人聖隷福祉事業団聖隷 
佐倉市民病院小児科，千葉市立青葉病院小児 
科，地域医療振興協会東京ベイ ･ 浦安市川医療 
センター小児科，医療法人社団誠馨会千葉メ 
ディカルセンター小児科，国立成育医療研究セ 
ンター病院外科，国立がん研究センター中央病 
院小児科，国立国際医療研究センター病院小児 
科，独立行政法人国立病院機構災害医療セン 
ター小児科，独立行政法人国立病院機構東京医 
療センター小児科，東京逓信病院小児科，独立 
行政法人労働者健康福祉機構東京労災病院小児 
科，財団法人東京都保健医療公社荏原病院小児 
科，東京都立大塚病院小児科，財団法人東京都 
保健医療公社多摩北部医療センター小児科，東 
京都立墨東病院小児科，稲城市立病院小児科， 
公立昭和病院小児科，日野市立病院小児科，大 
森赤十字病院小児科，日本赤十字社医療セン 
ター小児科，武蔵野赤十字病院小児科，社団法 
人社会保険協会連合会蒲田総合病院小児科，公 
立福生病院小児科，ライフ・エクステンション 
研究所付属永寿総合病院小児科，社団法人東京 
都教職員互助会三楽病院小児科，一般社団法人 
至誠会至誠会第二病院小児科，財団法人聖路加 
国際病院小児科・遺伝診療部，財団法人東京都 
保健医療公社多摩南部地域病院小児科，医療法 
人社団松和会池上総合病院小児科，医療法人財 
団荻窪病院小児科，医療法人社団順江会江東病 
院小児科，社会医療法人社団健生会立川相互病 
院小児科，社会福祉法人仁生社江戸川病院小児 
科，社会福祉法人賛育会賛育会病院小児科，社 
会福祉法人三井記念病院小児科，東京医療生活 
協同組合中野総合病院小児科，宗教法人立正佼 
成会附属佼成病院小児科，ＮＴＴ東日本関東病 
院小児科，ＪＲ東京総合病院小児科，東芝病院 
小児科，財団法人東京都保健医療公社豊島病院 
小児科，日本私立学校振興・共済事業団東京臨 
海病院小児科，公益社団法人地域医療振興協会 
東京北社会保険病院小児科，独立行政法人国立 
病院機構神奈川病院小児科，独立行政法人国立 
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病院機構相模原病院小児科，独立行政法人国立 
病院機構横浜医療センター小児科，厚木市立病 
院小児科，神奈川県立こども医療センター小児 
科，小田原市立病院小児科，川崎市立川崎病院 
小児科，茅ヶ崎市立病院小児科，平塚市民病院 
小児科，横浜市立市民病院小児科，横浜市立大 
学附属病院小児科，秦野赤十字病院小児科，社 
会福祉法人恩賜財団済生会横浜市南部病院小児 
科，神奈川県厚生農業協同組阿連合会伊勢原協 
同病院小児科，財団法人船員保険会横浜船員保 
険病院小児科，国家公務員共済組合連合会平塚 
共済病院小児科，国家公務員共済組合連合会横 
浜南共済病院小児科，ジャパンメディカルアラ 
イアンス海老名総合病院小児科，医療法人愛仁 
会太田総合病院小児科，医療法人社団亮正会総 
合高津中央病院小児科，医療法人社団緑成会横 
浜総合病院小児科，社会福祉法人日本医療伝道 
会総合病院衣笠病院小児科，社会福祉法人湘南 
福祉協会総合病院湘南病院小児科，医療法人社 
団こうかん会日本鋼管病院小児科，社会福祉法 
人聖隷福祉事業団聖隷横浜病院小児科，横浜市 
立みなと赤十字病院小児科，川崎市立多摩病院 
小児科，独立行政法人国立病院機構西新潟中央 
病院小児科，新潟県立小出病院小児科，社会福 
祉法人恩賜財団済生会 済生会新潟第二病院小 
児科，新潟県厚生農業協同組合連合会糸魚川総 
合病院小児科，新潟県厚生農業協同組合連合会 
佐渡総合病院小児科，新潟県厚生農業協同組合 
連合会上越総合病院小児科，新潟県厚生農業協 
同組合連合会長岡中央綜合病院小児科，新潟県 
厚生農業協同組合連合会村上総合病院小児科， 
財団法人小千谷総合病院小児科，医療法人立川 
メディカルセンター立川綜合病院小児科，新潟 
医療生活協同組合木戸病院小児科，新潟県厚生 
農業協同組合連合会新潟医療センター小児科， 
独立行政法人国立病院機構富山病院小児科かみ 
いち総合病院小児科，黒部市民病院小児科，高 
岡市民病院小児科，富山市立富山市民病院小児 
科，社会福祉法人恩賜財団済生会高岡病院小児 
科，社会福祉法人恩賜財団済生会富山病院小児 
科，富山県厚生農業協同組合連合会高岡病院小 
児科，独立行政法人国立病院機構医王病院小児 
科，独立行政法人国立病院機構金沢医療セン 

ター小児科，独立行政法人国立病院機構七尾病 
院小児科，金沢市立病院小児科，国民健康保険 
小松市民病院小児科，公立能登総合病院小児 
科，公立松任石川中央病院小児科，金沢赤十字 
病院小児科，社団法人石川勤労者医療協会城北 
病院小児科，独立行政法人国立病院機構福井病 
院小児科，公立小浜病院組合杉田玄白記念公立 
小浜病院小児科，市立敦賀病院小児科，財団法 
人新田塚医療福祉センター福井総合病院小児 
科，地方独立行政法人山梨県立病院機構山梨県 
立中央病院小児科，大月市立中央病院小児科， 
甲府市立甲府病院小児科，山梨赤十字病院小児 
科，社団法人山梨勤労者医療協会甲府共立病院 
小児科，財団法人山梨厚生会山梨厚生病院小児 
科，地方独立行政法人長野県立病院機構長野県 
立木曽病院小児科，飯田市立病院小児科，大町 
市立大町総合病院小児科，市立岡谷病院小児 
科，伊南行政組合昭和伊南総合病院小児科，飯 
山赤十字病院小児科，諏訪赤十字病院小児科， 
安曇野赤十字病院小児科，長野赤十字病院小児 
科，長野県厚生農業協同組合連合会安曇総合病 
院小児科，長野県厚生農業協同組合連合会佐久 
総合病院小児科，長野県厚生農業協同組合連合 
会長野松代総合病院小児科，長野県厚生農業協 
同組合連合会北信総合病院小児科，社会医療法 
人財団慈泉会相澤病院小児科，長野医療生活協 
同組合長野中央病院小児科，独立行政法人国立 
病院機構長良医療センター小児科，岐阜県総合 
医療センター小児科，岐阜県立下呂温泉病院小 
児科，岐阜県立多治見病院小児科，大垣市民病 
院小児科，岐阜市民病院小児科，土岐市立総合 
病院小児科，総合病院中津川市民病院小児科， 
羽島市民病院小児科，綜合病院高山赤十字病院 
小児科，岐阜県厚生農業協同組合連合会揖斐厚 
生病院小児科，岐阜県厚生農業協同組合連合会 
久美愛厚生病院小児科，岐阜県厚生農業協同組 
合連合会東濃厚生病院小児科，岐阜県厚生農業 
協同組合連合会中濃厚生病院小児科，社団法人 
全国社会保険協会連合会岐阜社会保険病院小児 
科，公立学校共済組合東海中央病院小児科，社 
会医療法人厚生会木沢記念病院小児科，社会医 
療法人蘇西厚生会松波総合病院小児科，国立病 
院機構静岡てんかん・神経医療センター小児 
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科，独立行政法人国立病院機構天竜病院小児 
科，地方独立行政法人静岡県立病院機構静岡県 
立総合病院小児科，磐田市立総合病院小児科， 
共立蒲原総合病院小児科，菊川市立総合病院小 
児科，浜松医療センター小児科，市立湖西病院 
小児科，静岡市立清水病院小児科，沼津市立病 
院小児科，市立御前崎総合病院小児科，富士宮 
市立病院小児科，静岡赤十字病院小児科，浜松 
赤十字病院小児科，社会福祉法人恩賜財団済生 
会静岡済生会総合病院小児科，静岡県厚生農業 
協同組合連合会遠州病院小児科，静岡県厚生農 
業協同組合連合会静岡厚生病院小児科，財団法 
人芙蓉協会聖隷沼津病院小児科，社会福祉法人 
聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院小児科， 
市立伊東市民病院小児科，静岡県立静岡がんセ 
ンター小児科，独立行政法人国立病院機構東名 
古屋病院小児科，独立行政法人労働者健康福祉 
機構旭労災病院小児科，独立行政法人労働者健 
康福祉機構中部労災病院小児科，一宮市立市民 
病院小児科，岡崎市民病院小児科，春日井市民 
病院小児科，蒲郡市民病院小児科，小牧市民病 
院小児科，名古屋市立西部医療センター小児 
科，新城市民病院小児科，津島市民病院小児科， 
公立陶生病院小児科，常滑市民病院小児科，豊 
川市民病院小児科，名古屋市立大学病院小児 
科，西尾市民病院小児科，半田市立半田病院小 
児科，碧南市民病院小児科，愛知県厚生農業協 
同組合連合会海南病院小児科，愛知県厚生農業 
協同組合連合会豊田厚生病院小児科，愛知県厚 
生農業協同組合連合会安城更生病院小児科，愛 
知県厚生農業協同組合連合会尾西病院小児科， 
社団法人全国社会保険協会連合会中京病院小児 
科，名古屋鉄道健康保険組合名鉄病院小児科， 
社団法人日本海員掖済会名古屋掖済会病院小児 
科，医療法人社団志聖会犬山中央病院小児科， 
医療法人豊田会刈谷豊田総合病院小児科，医療 
法人大雄会総合大雄会病院小児科，社会福祉法 
人聖霊会聖霊病院小児科，トヨタ記念病院小児 
科，小嶋病院小児科，社会医療法人杏嶺会一宮 
西病院小児科，愛知県厚生農業協同組合連合会 
江南厚生病院小児科，独立行政法人国立病院機 
構鈴鹿病院小児科，独立行政法人国立病院機構 
三重中央医療センター小児科，独立行政法人国 

立病院機構三重病院小児科，三重県立総合医療 
センター小児科，名張市立病院小児科，市立伊 
勢総合病院小児科，伊賀市立上野総合市民病院 
小児科，紀南病院組合紀南病院小児科，桑名市 
総合医療センター桑名西医療センター小児科， 
市立四日市病院小児科，伊勢赤十字病院小児 
科，三重県厚生農業協同組合連合会鈴鹿中央総 
合病院小児科，三重県厚生農業協同組合連合会 
松阪中央総合病院小児科，医療法人社団岡波総 
合病院小児科，医療法人山本総合病院小児科， 
大津市民病院小児科，公立高島総合病院小児 
科，市立長浜病院小児科，彦根市立病院小児科， 
長浜赤十字病院小児科，社会福祉法人恩賜財団 
済生会滋賀県病院小児科，社団法人全国社会保 
険協会連合会滋賀病院小児科，財団法人豊郷病 
院小児科，社会医療法人誠光会草津総合病院小 
児科，独立行政法人国立病院機構滋賀病院小児 
科，独立行政法人国立病院機構舞鶴医療セン 
ター小児科，独立行政法人国立病院機構南京都 
病院小児科，京都府立与謝の海病院小児科，財 
団法人綾部市立病院小児科，京都市立病院小児 
科，公立南丹病院小児科，福知山市民病院小児 
科，京丹後市立弥栄病院小児科，公立山城病院 
小児科，社会福祉法人恩賜財団済生会京都府病 
院小児科，社団法人全国社会保険協会連合会京 
都病院小児科，社団法人愛生会山科病院小児 
科，医療法人啓信会 京都きづ川病院小児科， 
特定医療法人健康会総合病院京都南病院小児 
科，社会医療法人西陣健康会堀川病院小児科， 
医療法人和松会六地蔵総合病院小児科，社会福 
祉法人宇治病院小児科，社会福祉法人京都社会 
事業財団京都桂病院小児科，独立行政法人国立 
病院機構大阪医療センター小児科，独立行政法 
人国立病院機構大阪南医療センター小児科，独 
立行政法人国立病院機構刀根山病院小児科，独 
立行政法人労働者健康福祉機構大阪労災病院小 
児科，大阪府立母子保健総合医療センター小児 
科，大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター 
小児科，市立池田病院小児科，地方独立行政法 
人りんくう総合医療センター小児科，和泉市立 
病院小児科，大阪市立総合医療センター小児 
科，大阪市立大学医学部附属病院小児科，市立 
柏原病院小児科，岸和田市民病院小児科，市立 
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堺病院小児科，大阪市立十三市民病院小児科， 
市立吹田市民病院小児科，市立豊中病院小児 
科，東大阪市立総合病院小児科，市立枚方市民 
病院小児科，箕面市立病院小児科，八尾市立病 
院小児科，高槻赤十字病院小児科，社会福祉法 
人恩賜財団済生会泉尾病院小児科，社会福祉法 
人恩賜財団済生会中津病院小児科，社会福祉法 
人恩賜財団済生会野江病院小児科，財団法人厚 
生年金事業振興団大阪厚生年金病院小児科，社 
団法人全国社会保険協会連合会星ヶ丘厚生年金 
病院小児科，財団法人船員保険会 大阪船員保 
険病院小児科，国家公務員共済組合連合会枚方 
公済病院小児科，パナソニック健康保険組合松 
下記念病院小児科，財団法人大阪府警察協会大 
阪警察病院小児科，公益財団法人田附興風会医 
学研究所北野病院小児科，社会福祉法人恩賜財 
団済生会千里病院小児科，財団法人住友病院小 
児科，財団法人淀川勤労者厚生協会西淀病院小 
児科，財団法人日本生命済生会附属日生病院小 
児科，社会医療法人財団阪南医療福祉センター 
阪南中央病院小児科，社会医療法人大道会森之 
宮病院小児科，社会医療法人協和会加納総合病 
院小児科，医療法人河内友紘会河内総合病院小 
児科，医療法人徳洲会岸和田徳洲会病院小児 
科，医療法人協仁会小松病院小児科，医療法人 
清恵会清恵会病院小児科，医療法人孟仁会摂南 
総合病院小児科，社会医療法人愛仁会高槻病院 
小児科，社会医療法人きつこう会多根総合病院 
小児科，社会医療法人愛仁会千船病院小児科， 
医療法人東和会第一東和会病院小児科，医療法 
人宝生会ＰＬ病院小児科，社会医療法人生長会 
府中病院小児科，社会医療法人生長会 ベルラ 
ンド総合病院小児科，社会医療法人同仁会耳原 
総合病院小児科，医療法人徳洲会八尾徳洲会総 
合病院小児科，社会医療法人若弘会若草第一病 
院小児科，淀川キリスト教病院小児科，独立行 
政法人国立病院機構兵庫青野原病院小児科，独 
立行政法人国立病院機構神戸医療センター小児 
科，独立行政法人労働者健康福祉機構関西労災 
病院小児科，兵庫県立 淡路病院小児科，兵庫 
県立塚口病院小児科，兵庫県立西宮病院小児 
科，地方独立行政法人明石市立市民病院小児 
科，赤穂市民病院小児科，市立伊丹病院小児科， 

加古川西市民病院小児科，市立川西病院小児 
科，神戸市立医療センター中央市民病院小児 
科，三田市民病院小児科，公立豊岡病院組合立 
豊岡病院小児科，神戸市立医療センター西市民 
病院小児科，西宮市立中央病院小児科，神戸赤 
十字病院小児科，社団法人全国社会保険協会連 
合会神戸中央病院小児科，公立学校共済組合近 
畿中央病院小児科，財団法人神戸市地域医療振 
興財団西神戸医療センター小児科，一般財団法 
人甲南会六甲アイランド病院小児科，医療法人 
伯鳳会赤穂中央病院小児科，医療法人尚和会宝 
塚第一病院小児科，医療法人財団姫路聖マリア 
会総合病院姫路聖マリア病院小児科，医療法人 
明和病院小児科，医療法人社団明石医療セン 
ター小児科，独立行政法人国立病院機構奈良医 
療センター小児科，奈良県立奈良病院小児科， 
奈良県立三室病院小児科，大淀町立大淀病院小 
児科，国保中央病院小児科，大和高田市立病院 
小児科，社会福祉法人恩賜財団済生会中和病院 
小児科，社会福祉法人恩賜財団済生会奈良病院 
小児科，社団法人全国社会保険協会連合会奈良 
社会保険病院小児科，公益財団法人天理よろづ 
相談所病院小児科，独立行政法人国立病院機構 
和歌山病院小児科，独立行政法人労働者健康福 
祉機構和歌山ろうさい病院小児科，和歌山県立 
医科大学附属病院小児科，社会保険紀南病院小 
児科，新宮市立医療センター小児科，公立那賀 
病院小児科，橋本市民病院小児科，国民健康保 
険日高総合病院小児科，日本赤十字社和歌山医 
療センター小児科，独立行政法人国立病院機構 
鳥取医療センター小児科，独立行政法人国立病 
院機構米子医療センター小児科，鳥取県立中央 
病院小児科，鳥取赤十字病院小児科，鳥取医療 
生活協同組合鳥取生協病院小児科，大田市立病 
院小児科，独立行政法人国立病院機構浜田医療 
センター小児科，島根県立中央病院小児科，松 
江市立病院小児科，総合病院益田赤十字病院小 
児科，松江赤十字病院小児科，独立行政法人国 
立病院機構南岡山医療センター小児科，独立行 
政法人労働者健康福祉機構岡山労災病院小児 
科，総合病院岡山市立市民病院小児科，総合病 
院岡山赤十字病院小児科，財団法人仁厚医学研 
究所児島中央病院小児科，岡山医療生活協同組 
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合総合病院岡山協立病院小児科，独立行政法人 
国立病院機構広島西医療センター小児科，独立 
行政法人国立病院機構呉医療センター小児科， 
独立行政法人国立病院機構東広島医療センター 
小児科，県立広島病院小児科，広島市立安佐市 
民病院小児科，福山市民病院小児科，市立三次 
中央病院小児科，総合病院庄原赤十字病院小児 

三原赤十字病院小児科，広島県厚生農業協同組 
合連合会尾道総合病院小児科，広島県厚生農業 
協同組合連合会廣島総合病院小児科，国家公務 
員共済組合連合会広島記念病院小児科，社団法 
人呉市医師会病院小児科，社会医療法人里仁会 
興生総合病院小児科，医療法人あかね会土谷総 
合病院小児科，中国電力㈱中電病院小児科，広 
島鉄道病院小児科，マツダ㈱マツダ病院小児 
科，独立行政法人国立病院機構関門医療セン 
ター小児科，独立行政法人労働者健康福祉機構 
山口労災病院小児科，山口県立総合医療セン 
ター小児科，下関市立中央病院小児科，社会福 
祉法人恩賜財団済生会山口総合病院小児科，山 
口県厚生農業協同組合連合会周東総合病院小児 
科，山口県厚生農業協同組合連合会長門総合病 
院小児科，社団法人全国社会保険協会連合会徳 
山中央病院小児科，社会医療法人同仁会周南記 
念病院小児科，独立行政法人国立病院機構徳島 
病院小児科，徳島市民病院小児科，徳島赤十字 
病院小児科，徳島県厚生農業協同組合連合会麻 
植協同病院小児科，社団法人全国社会保険協会 
連合会 健康保険鳴門病院小児科，香川県立中 
央病院小児科，総合病院坂出市立病院小児科， 
三豊総合病院小児科，高松赤十字病院小児科， 
香川県厚生農業協同組合連合会滝宮総合病院小 
児科，香川県厚生農業協同組合連合会屋島総合 
病院小児科，社団法人全国社会保険協会連合会 
栗林病院小児科，社会医療法人財団大樹会総合 
病院回生病院小児科，愛媛県立今治病院小児 
科，愛媛県立中央病院小児科，宇和島市立宇和 
島病院小児科，市立八幡浜総合病院小児科，松 
山赤十字病院小児科，公立学校共済組合四国中 
央病院小児科，財団法人積善会 十全総合病院 
小児科，財団法人永頼会松山市民病院小児科， 
社会医療法人同心会西条中央病院小児科，医療 

法人住友別子病院小児科，独立行政法人国立病 
院機構高知病院小児科，高知県立安芸病院小児 
科，高知県立幡多けんみん病院小児科，高知赤 
十字病院小児科，高知県・高知市病院企業団立 
高知医療センター小児科，独立行政法人国立病 
院機構九州医療センター小児科，独立行政法人 
国立病院機構福岡東医療センター小児科，独立 

福岡病院小児科，独立行政法人労働者健康福祉 
機構九州労災病院小児科，地方独立行政法人大 
牟田市立病院小児科，田川市立病院小児科，筑 
後市立病院小児科，福岡市立こども病院・感染 
症センター小児科，公立八女総合病院小児科， 
福岡赤十字病院小児科，社会福祉法人恩賜財団 
済生会福岡総合病院小児科，財団法人厚生年金 
事業振興団九州厚生年金病院小児科，国家公務 
員共済組合連合会浜の町病院小児科，財団法人 
健和会大手町病院小児科，特定医療法人北九州 
病院北九州総合病院小児科，医療法人親仁会米 
の山病院小児科，社会医療法人大成会福岡記念 
病院小児科，医療法人徳洲会 福岡徳洲会病院 
小児科，医療法人社団水光会宗像水光会総合病 
院小児科，㈱麻生飯塚病院小児科，社会医療法 
人財団池友会福岡新水巻病院小児科，社団法人 
朝倉医師会病院小児科，公益社団法人地域医療 
振興協会飯塚市立病院小児科，独立行政法人国 
立病院機構嬉野医療センター小児科，独立行政 
法人国立病院機構東佐賀病院小児科，地方独立 
行政法人佐賀県立病院好生館小児科，独立行政 
法人国立病院機構長崎医療センター小児科，長 
崎県病院企業団長崎県島原病院小児科，壱岐市 
立壱岐市民病院小児科，長崎県病院企業団長崎 
県五島中央病院小児科，社会福祉法人恩賜財団 
済生会長崎病院小児科，社団法人全国社会保険 
協会連合会諫早総合病院小児科，国家公務員共 
済組合連合会佐世保共済病院小児科，医療法人 
伴帥会愛野記念病院小児科，社会医療法人財団 
白十字会佐世保中央病院小児科，独立行政法人 
労働者健康福祉機構熊本労災病院小児科，荒尾 
市民病院小児科，熊本市立熊本市民病院小児 
科，国民健康保険水俣市立総合医療センター小 
児科，国家公務員共済組合連合会熊本中央病院 
小児科，社団法人天草郡市医師会立天草地域医 

科，広島赤十字・原爆病院小児科，総合病院  行政法人国立病院機構福岡病院小児科，自衛隊 
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療センター小児科，医療法人朝日野会朝日野総 
合病院小児科，独立行政法人国立病院機構西別 
府病院小児科，独立行政法人国立病院機構別府 
医療センター小児科，大分県立病院小児科，大 
分県厚生農業協同組合連合会鶴見病院小児科， 
社団法人大分市医師会立アルメイダ病院小児 
科，宮崎県立日南病院小児科，宮崎県立延岡病 
院小児科，宮崎県立宮崎病院小児科，社会福祉 
法人恩賜財団済生会日向病院小児科，独立行政 
法人国立病院機構指宿病院小児科，独立行政法 
人国立病院機構南九州病院小児科，独立行政法 
人国立病院機構鹿児島医療センター小児科，鹿 
児島県立大島病院小児科，出水総合医療セン 
ター小児科，鹿児島市立病院小児科，社会福祉 
法人恩賜財団済生会川内病院小児科，公益財団 
法人昭和会今給黎総合病院小児科，医療法人徳 
洲会鹿児島徳洲会病院小児科，医療法人徳洲会 
名瀬徳洲会病院小児科，沖縄県立南部医療セン 
ター・こども医療センター小児科，沖縄県立北 
部病院小児科，沖縄赤十字病院小児科，社会医 
療法人友愛会豊見城中央病院小児科，沖縄医療 
生活協同組合沖縄協同病院小児科 
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資料１ 

症例調査票 
症例仮番号： 
（A） 御施設名： 
（B） 飲酒歴 

喫煙歴 
性別：□男 
出生県 
家族歴（ 

1 

記載日 
（症例を特定できないように連結可能匿名化し、作成をお願いします） 

記載者御氏名 
□あり（ありの場合、期間と種類、量： 
□あり（ありの場合、期間と種類、量： 

年 月 身長 cm 体重 kg （ 

年 月 日 

□なし 
□なし 

） 
） 

年 月現在） □女 生年月 
これまでにかかっていた病院、診療所名 

人/ 

2 

人）（膵疾患の患者数/家族全体の人数） 
家系図（お子さんの情報（膵炎の有無）もお願いします） 

（例) 

3 

4 

患児 膵炎 膵癌 

番号 生まれ年 膵炎の成因、初発年齢、膵癌の有無 

診断：□遺伝性膵炎 

□若年発症（単一世代の場合少なくとも 1 名は 40 歳以前に発症） 

上記 3 つのすべてを満たす、あるいは 

□家族性膵炎 
□遺伝性膵炎の診断基準を満たさないが、家系内に 2 人以上の患者がみられる 

初診年月 
発症年齢：推定 
発作時症状：□腹痛（部位： 

□背部痛 
発作の誘因：□過食 

今までの入院回数： 
（D）疼痛の程度 
□0：ほとんどなし（鎮痛剤不要） 
□2：中等度（内服・坐薬 1 日数回） 
（E）膵外分泌機能障害 
□なし □あり 発症年齢（）歳 
脂肪便の有無□なし □あり下痢の有無 
BT－PABA 試験（PFD） □未施行□施行（ 
（F）糖尿病 
□なし □あり 
糖尿病性網膜症 

発症年齢（ 
□なし □あり 

）歳 HbA1c ( 
糖尿病性腎症 

) ％ （ 
□なし □あり 年月） 

糖尿病性神経症 □なし □あり 

□なし □あり 回数など 
年月）〔結果： 

□1：軽度（内服・坐薬 1 日 1 回以下） 
□3：高度（内服・坐薬および注射薬使用） 

（C）膵炎発作の既往歴 
回 最終発作年月 年 月 

□体重減少 
□ストレス 

□糖尿病 
□飲酒 

年 月 
歳 

最終通院年月 
確診：急性膵炎 

） 

□特になし 

□嘔気 
□その他（ 

□その他（ 

年 月 
歳 

□嘔吐 □発熱 
慢性膵炎 
□下痢・軟便 

） 
） 

歳 
□脂肪便 

□少なくとも 1 名は膵炎の明らかな原因（アルコール、胆石、外傷等）を認めない 

□家系内に膵炎患者が 2 名以上 

□カチオニックトリプシノーゲン(PRSS1)遺伝子変異 p.R122H または p.N29I を有する 

% □正常 □異常〕 
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（G）膵癌 
□なし □あり 発症年齢（ 
膵癌診断契機（ 
その他の臓器の癌 □なし □あり 
（H）画像所見 
CT 施行 
所見 

MRI 施行 
所見 

EUS 施行 
所見 

□なし □あり 施行年/年齢（ / 歳） 

）歳 膵癌の家族歴 □なし □あり 関係（例:父 
）診断時 Stage（）治療 □切除 

） 
□非切除 

）歳 臓器と発症年齢（ 

□なし □あり 施行年/年齢（ / 歳） 

□なし □あり 施行年/年齢（ / 歳） 

（I）現在の治療 
□薬物療法 

消化酵素剤 

制酸薬 
経口血膵降下薬 

□なし □あり □不明 
□なし □あり □不明 商品名 
   商品名 
□なし □あり □不明 商品名 
□なし □あり □不明 
   商品名 
   商品名 
   商品名 
□なし □あり 商品名（）朝 
  商品名（）朝 
  商品名（）朝 
□なし □あり □不明 
□なし □常用 □頓用 □不明 商品名 
□なし □常用 □頓用 □不明 商品名 
□なし □常用 □頓用 □不明 商品名 
□なし □あり □不明 （使用量や方法など 

手術年 年齢、手術術式など 

□なし □あり 

一日量 
一日量 
一日量 
一日量 

一日量 
一日量 
一日量 
夕眠前 
夕眠前 
夕眠前 

一日量 
一日量 
一日量 

） 

インスリン 昼 
昼 
昼 

単位 
単位 
単位 

鎮痛剤（腹痛に対して） 

オピロイド 
その他 
エレンタール 

□外科的 手術回数： 回 

□あり □内視鏡治療□なし 
処置年 年齢、回数、処置内容など 

（J）就労、通学など 
□就労可能 
（K）予後 
□生存 (最終確認 年 月) □死亡 ( 歳)： 死因 ( 

異常□なし／□あり 
異常□なし／□あり 

（p.R122Hp.N29I 
（p.N34S IVS3+2T>C ） 

） 
） 

) 

□就労困難 □通学可能 □通学困難 

（L）遺伝子異常 
□カチオニックトリプシノーゲン（PRSS1） 
□SPINK1（PSTI） 
□その他の膵炎関連遺伝子異常 （ 

□未検 
□未検 

□未検 異常□なし／□あり 
（M）臨床上の問題点などをご自由に御記載ください 
（ ） 

記入欄が足りない場合、別紙にご記載をお願いします。御協力有難うございました 
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平成27年度 厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 
  分担研究報告書 

早期慢性膵炎の全国調査 

研究報告者 正宗 淳 東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野 准教授 

共同研究者 
菊田和宏，廣田衛久，下瀬川 徹（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野） 
安藤 朗（滋 賀 医 科 大 学 医 学 部 消 化 器 内 科），伊佐山浩通（東京大学大学院医学系研究科消化器内科学）

糸井隆夫（東京医科大学臨床医学系消化器内科学分野），伊藤鉄英（九州大学大学院医学研究院病態制御内科学（第
三内科）） 乾 和郎（藤田保健衛生大学坂文種報德會病院消化器内科），入澤篤志（福島県立医科大学会津医療センター消化器
内科学講座） 大原弘隆（名古屋市立大学大学院地域医療教育学），岡崎和一（関 西 医 科 大 学 内 科 学 第 三 講 座） 
神澤輝実（東 京 都 立 駒 込 病 院 内 科），北野雅之（近畿大学医学部内科学消化器内科部門） 
阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学），清水京子（東 京 女 子 医 科 大 学 消 化 器 内 科）

花田敬士（JA 広島厚生連尾道総合病院消化器内科），宮川宏之（札 幌 厚 生 病 院 第 ２ 消 化 器 科） 
竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門），田口雅史（産 業 医 科 大 学 第 三 内 科） 

【研究要旨】 
 わが国における早期慢性膵炎の実態把握のために，2011年１年間に受療した患者を対象に全国疫学調 
査の二次調査を行った． 35診療科から160症例の回答が得られた．男女比は 1.4:1，平均年齢は61.9歳，成 
因はアルコール性と特発性が44％ずつであった．アルコール性の35.2％，特発性の2.8％に急性膵炎の既 
往を認めた．慢性膵炎確診・準確診例と比べて，女性や特発性が多いなど患者像が異なることが示唆さ 
れた．さらに平均発症年齢は56.7歳と，確診・準確診例に比べて高齢であり，確診・準確診例に進行する 
＂真の＂早期慢性膵炎が十分拾い上げられていない可能性も考えられた．全国調査の結果が，早期慢性膵 
炎の診断基準の妥当性を検証するためのデータとなることが期待される． 

A．研究目的 5,410人（95％信頼区間 : 3,675人 - 6,945人），う 
ち新規患者数は1,330人（95％信頼区間 : 1,058人 
- 1,602人），継続患者数は4,080人（95％信頼区 
間 : 2,681人 - 5,479人）と推計されることを報告 
した2）．本年度は，二次調査を行った． 

 慢性膵炎臨床診断基準20091）において早期慢 
性膵炎の診断基準が作成された．慢性膵炎確 
診・準確診と診断し得ない症例で，臨床所見４ 
項目「反復する上腹部痛発作」（「血中または尿 
中膵酵素値の異常」「膵外分泌障害」「１日80g 
以上（純エタノール換算）の持続する飲酒歴」の） 
うち２項目以上陽性の症例を慢性膵炎疑診と 
し，EUS，ERCP による精査で早期慢性膵炎の 
画像所見が認められる症例を早期慢性膵炎と診 
断するものである．早期慢性膵炎診断基準は， 
従来の診断基準が完成された非可逆性の慢性膵 
炎しか診断できないという問題点を克服し，早 
期診断・早期治療介入へ道を開くものである． 
しかしながら，その診断基準の妥当性や我が国 
における実態については不明な点が多い．   
 本研究班では昨年度，2011年受療患者を対象 
とした全国疫学調査を行い，年間受療患者数は 

B．研究方法 
 一次調査に対して早期慢性膵炎患者ありと報 
告のあった88診療科に，ファイルメーカー形式 
で作成した二次調査票（資料１）を郵送し回答を 
依頼した． 

（倫理面への配慮） 
 本研究は東北大学大学院医学系研究科倫理委 
員会の承認（承認番号2014-1-218，2015-1-519） 
のもと，「疫学研究に関する倫理指針」（（平成14 
年６月17日文部科学省 ･ 厚生労働省，平成19年 
８月16日全部改正）に従って行った． 
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C．研究結果 
 平成27年12月末日までに35診療科から，160症 
例に関する回答が得られた．以下に結果の概要 
を報告する． 

1）男女比 
 160例のうち，男性92例，女性68例であり男女 
比は 1.4:1 であった．慢性膵炎全国調査3）にお 
ける確診・準確診例の男女比 4.6:1 に比べて女 
性の比率が高かった． 

2）成因 
 早期慢性膵炎全体の成因はアルコール性 
44％，特発性44％，その他11％であった（表１）． 
男女別では男性の67％がアルコール性であり次 
いで特発性23％に対して，女性では特発性が 
74％を占めアルコール性は13％に過ぎなかった 

（図１）．確診・準確診例では男性の78％がアル 
コール性，女性では特発性54％，アルコール性 
30％であることに比べて，女性の早期慢性膵炎 
症例における特発性の多さが際立っていた． 

3）症状 
 主な症状は疼痛であり，全体の78.8％の症 
例に認められた．糖尿病（10.7％），消化不良 

（13.8％），脂肪便（6.3％）の頻度は，疼痛に比べ 
少なかった． 

4）急性膵炎の既往 
 全体の21.9％に急性膵炎の既往を認めた．頻 
度には性差が認められ，男性例では31.5％で 
あったのに対し，女性例では8.8％にとどまっ 
た．成因別では，特発性でアルコール性に比べ 
少なかった（特発性2.8％，アルコール性35.2％）． 

5）臨床徴候の陽性項目数 
 早期慢性膵炎診断項目のうち，上腹部痛発作 
は80.6％に，膵酵素値の異常は67.5％に，純エタ 
ノール換算80g 以上の持続する飲酒歴は31.3％ 
に認められたが，膵外分泌障害を診断された症 
例は10.0％に過ぎなかった．また飲酒歴には性 
差が認められ，男性例では48.9％であったが， 
女性例は7.4％であった． 
 早期慢性膵炎の診断における臨床徴候４項目 
のうち，陽性項目数をアルコール性と特発性に 

表１ 男女別の患者背景 
男性 n=92 

年齢（歳± SD） 
発症年齢（歳± SD） 
成因 n（%） 

アルコール性 
特発性 
胆石性 
急性膵炎 
遺伝性 
家族性 
高脂血症 
自己免疫性膵炎 
慢性腎不全 
その他 
記載なし 

疼痛 n（%） 
糖尿病 n（%） 
消化不良 n（%） 
脂肪便 n（%） 
急性膵炎の既往 n（%） 

62 
21 
2 
2 
1 
0 
1 
1 
0 
1 
1 

68 
14 
11 
5 

29 

（67.4%） 
（22.8%） 
（2.2%） 
（2.2%） 
（1.1%） 
（0%） 
（1.1%） 
（1.1%） 
（0%） 
（1.1%） 
（1.1%） 
（73.9%） 
（15.2%） 
（12.0%） 
（5.4%） 
（31.5%） 

9 
50 
3 
0 
0 
1 
0 
0 
1 
3 
1 

58 
3 

11 
5 
6 

（13.2%） 
（73.5%） 
（4.4%） 
（0%） 
（0%） 
（1.5%） 
（0%） 
（0%） 
（1.5%） 
（4.4%） 
（1.5%） 
（85.3%） 
（4.4%） 
（16.2%） 
（7.4%） 
（8.8%） 

71 
71 
5 
2 
1 
1 
1 
1 
1 
4 
2 

126 
17 
22 
10 
35 

（44.4%） 
（44.4%） 
（3.1%） 
（1.3%） 
（0.6%） 
（0.6%） 
（0.6%） 
（0.6%） 
（0.6%） 
（2.5%） 
（1.3%） 
（78.8%） 
（10.7%） 
（13.8%） 
（6.3%） 
（21.9%） 

62.8±13.4 
54.2±18.5 

女性 n=68 
60.7±12.9 
56.6±14.3 

全体 n=160 
61.9±13.2 
55.2±16.8 
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図1. 慢性膵炎と早期慢性膵炎-男女別成因の比較- 

男性 女性 

アルコール性 

その他 
特発性 10% 

その他 
13% 

13% 

早期慢性膵炎 23% 
アルコール性 

67% 
特発性 
74% 

確診・準確診 

    その他 
特発性 
    8% 
14% 

アルコール性 
78% 

その他 
16% アルコール性 

30% 

特発性 
54% 

図１ 慢性膵炎と早期慢性膵炎－男女別成因の比較－ 

図2. 臨床所見の陽性項目数 

アルコール性 特発性 

4項目 
 3% 

3項目 
 3% 

2項目 
 41% 

3項目 
 56% 

2項目 
 96% 

図２ 臨床所見の陽性項目数 
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表２  EUS 所見 
男性 n=92 

蜂巣状分葉エコー 
不連続な分葉エコー 
点状高エコー 
索状高エコー 
嚢胞 
分枝膵管拡張 
膵管辺縁高エコー 

16 
9 

61 
48 
11 
10 
36 

（17.4%） 
（9.8%） 
（66.3%） 
（52.2%） 
（12.0%） 
（10.9%） 
（39.1%） 

3 
5 

52 
38 
5 

17 
23 

女性 n=68 
（4.4%） 
（7.4%） 
（76.5%） 
（55.9%） 
（7.4%） 
（25.0%） 
（33.8%） 

19 
14 

113 
86 
16 
27 
59 

全体 n=160 
（11.9%） 
（8.8%） 
（70.6%） 
（53.8%） 
（10.0%） 
（16.9%） 
（36.9%） 

表３ 平均発症年齢 
早期慢性膵炎 

全体 
男性 
女性 

56.7 
56.7 
56.6 

確診・準確診例 
53.1 
52.7 
55.0 

わけて検討した．アルコール性では飲酒歴を含 
めた３項目陽性の症例が過半数を占めていた 

（図２）．一方，特発性ではほぼ全例が臨床徴候 
２項目のみの陽性であった．日常診療におい 
て，膵外分泌機能検査である BT-PABA 試験 

（PFD 試験）を外来で施行可能な施設は限られ 
る．このため，特発性では大部分の症例で「反復 
する上腹部痛発作」ならびに「血中または尿中膵 
酵素値の異常」の２項目陽性と画像所見をもっ 
て早期慢性膵炎と診断していた． 

6）画像所見 
 ERCP で早期慢性膵炎の画像所見を診断され 
た症例は11.3％であった．EUS による主な画像 
所見は，点状高エコー（70.6％），索状高エコー 

（53.8％）であった（表２）． 

７）平均発症年齢 
 平均発症年齢は56.7歳と，確診・準確診例の 
平均発症年齢53.1歳に比べてむしろ高齢である 
という結果であった（表３）． 

8）診断の変化 
 経過中に慢性膵炎の診断に変化があった症例 
は160例中10例（6.3％）あり，５例が疑診から早 
期に，３例が早期から準確診に，２例が早期か 

ら確診に進行した． 

D．考察 
 本研究は全国調査により，わが国における早 
期慢性膵炎の実態を明らかにしようとするもの 
である．二次調査で報告された160例の解析で 
は，女性の比率が高い，特発性が多いなど慢性 
膵炎確診・準確診例と患者像が異なることが 
明らかとなった．さらに平均発症年齢が，確 
診・準確診例よりも高齢であった．これらの結 
果は，確診・準確診に進行するという意味で 
の，＂真の＂早期慢性膵炎を十分な感度と特異度 
を持って拾い上げられていない可能性を示唆 
する． 
 感度が低い可能性として，純エタノール換算 
で１日あたり80グラムという診断基準が厳格な 
ため，アルコール性の早期慢性膵炎が十分に拾 
い上げられていない可能性が考えられる．最 
近，Kume ら4）は症例対照研究により，日本人 
における１日あたりの飲酒量と慢性膵炎リスク 
の関係を報告している．１日あたりの飲酒量が 
純エタノール換算で60～80グラムの群におい 
て，慢性膵炎リスクは9.3倍と急上昇していた． 
すなわち，１日あたりの飲酒量が60グラムから 
80グラム未満の症例は，早期慢性膵炎の診断基 
準のうち飲酒歴に関する項目を満たさないが， 
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高い慢性膵炎リスクを有することになる．2011 
年にアルコール性肝障害の診断基準がアルコー 
ル医学生物学研究会により改訂され，１日あた 
り純エタノール換算60g 以上の飲酒が過剰な飲 
酒と定義されている5）ことにも留意が必要であ 
ろう． 
 一方，機能性胃腸症（functional dyspepsia； 
FD）などの非膵疾患や確診・準確診に進行しな 
い症例，早期というよりは軽症と呼ぶべき症例 
が混入している可能性もある．膵傷害の特異性 
という点では，急性膵炎の既往がヒントになる 
のかもしれない．今後の解析により，これらの 
点が明らかとなることが期待される． 

G．研究発表 
1． 論文発表 
1） 正 宗  淳， 下 瀬 川 徹 . 全 国 調 査 か ら み 

た 早 期 慢 性 膵 炎 の 実 態． 医 学 の あ ゆ み

2016;256:147-151. 

2．学会発表 
1） 正宗 淳，竹山宜典，下瀬川徹．早期慢性 

膵炎の全国疫学調査．第101回日本消化器 
病学会総会 2015年４月23-25日 - 仙台 - 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む．） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし 
該当なし 
該当なし 

E．結論 
 早期慢性膵炎の患者集団のプロファイルは慢 
性膵炎確診・準確診例と異なっていた．現行の 
診断基準が十分な感度・特異度を持って，＂真 
の＂早期慢性膵炎を拾い上げていない可能性が 
あると考えられた． 
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平成27年度 厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 
  分担研究報告書 

慢性膵炎各病期における栄養指針の作成 

研究報告者 清水京子 東京女子医科大学消化器内科 臨床教授 

共同研究者 
丹藤雄介（弘前大学大学院保健学研究科医療生命科学領域），阪上順一（京都府立医科大学大学院医学研究科消化器
内科学） 安藤 朗（滋 賀 医 科 大 学 医 学 部 消 化 器 内 科），五十嵐久人（九州大学大学院医学研究院病態制御内科学
（第三内科）） 

【研究要旨】 
 慢性膵炎では膵の実質細胞の減少と線維化の進行の程度により膵内外分泌機能低下の程度は異なる． 
急性膵炎様の腹痛と血中膵酵素上昇を示す代償期，膵の荒廃により膵内外分泌機能が低下する非代償期 
の各病期に対して，膵外分泌能を考慮した適切な栄養療法を行うことが重要である．しかし，一般的に 

膵疾患では低脂肪食という概念が固定化され，慢性膵炎の各病期によって必要熱量，脂質，蛋白質量が 
異なることはあまり知られていない．昨年度は本研究班の参加施設とその関連施設に対して，慢性膵炎 
の栄養療法についてアンケート調査を行い，栄養指針が入院中の食事箋にどのように反映されているか 

を把握することから始めた．アンケート結果では代償期，非代償期の膵炎特別食が設けられている施設 
が50% であった．慢性膵炎の栄養指導は栄養士によって行われる場合が多く，大部分の施設で栄養指導， 
禁酒指導が行われていた．本年度は各施設の慢性膵炎の食事箋をもとに，具体的な食材毎の脂肪含量，食 
事のメニューを作成し，慢性膵炎患者の日々の献立に役立つ情報を提供する． 

A．研究目的 
 慢性膵炎は病期によって病態や徴候が異な 
り，各病期に適した栄養管理が必要となる．代 
償期は膵実質が保たれ膵外分泌・内分泌機能は 
良好であるが，腹痛や急性膵炎を繰り返し，主 
に急性膵炎としての治療が行われる．一方，膵 
実質が荒廃した非代償期では膵外分泌機能低 
下，膵性糖尿病が病態の中心となる．非代償期 
の栄養療法は，必要量の脂質，蛋白質を摂取さ 
せるとともに十分量の消化酵素薬を補充するこ 
とが基本である．慢性膵炎代償期で腹痛がある 
場合は脂肪制限30-35g/日，腹痛がない場合の 
脂肪量は40-60g/日である．非代償期の適切な 
エネルギー量は標準体重（kg）あたり30-35 kcal 
が推奨されている．脂肪摂取量は40-60 g/日あ 
るいは全カロリーの30-40% が目安となる1）．本 
年度は慢性膵炎患者用に実際の栄養療法に役立 
つ情報提供の資料を作成する． 

する．本研究は患者のデータ，人権を扱う内容 
ではなく，不利益，危険性には該当しない． 

C．研究結果 
 総カロリーは代償期30-35kcal/kg BW/day， 
非代償期は30-35kcal/kg BW/day，炭水化物は 
代償期4.7-5.8g/kg BW/day，非代償期5.2-5.5g/ 
kg BW/day，脂肪量は代償期0.2-0.5g/kg BW/ 
day，非代償期0.6-1.0g/kg BW/day，蛋白質は 
代償期，非代償期ともに1.2-1.3g/kg BW/day 
を目安として，メニューを作成中である．食材 
に含まれる脂肪量については食品常用量（g）に 
含まれるカロリー（kcal） 脂肪量，（g）を写真で具 
体的に提示する． 

D．考察 
 慢性膵炎患者の栄養療法について，医師，看 
護師，栄養士のみならず，患者とその家族が実 
地で行える栄養療法を啓発することで，非代償 
期の低栄養状態を回避し，慢性膵炎の予後の向 
上に役立つことが期待できる． 

B．研究方法 
 代償期，非代償期の総熱量，炭水化物，脂肪， 
蛋白質の量を算定し，具体的なメニューを作成 
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E ．結論 
 慢性膵炎の各病期における適切な栄養療法の 
周知は予後の改善に役立つと思われる． 

G．研究発表 
1．論文発表  該当なし 
2．学会発表  該当なし 

F．参考文献 
1． 厚生労働科学研究費補助金難治性疾患克服 

研究事業 難治性膵疾患に関する調査研究 
班 . 慢性膵炎の断酒・生活指導指針 . 膵臓 
2010; 25: 617-681 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む．） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし． 
該当なし． 
該当なし． 
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平成27年度 厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 
  分担研究報告書 

慢性膵炎疼痛対策としての経腸栄養療法の検証と標準化 

研究報告者 片岡慶正 大津市民病院 院長                   
           京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学 特任教授 

共同研究者 
阪上順一，保田宏明，加藤隆介，土井俊文，三宅隼人 
    （京都府立医科大学大学院医学研究科消化器内科学） 
十亀義生（京都府立医科大学大学院医学研究科総合医療・医学教育学），伊藤鉄英（九州大学大学院医学研究院病態
制御内科学（第三内科）） 岡崎和一（関 西 医 科 大 学 内 科 学 第 三 講 座），正宗 淳（東北大学大学院医学系研究科消化器病態学分野）

清水京子（東 京 女 子 医 科 大 学 消 化 器 内 科），竹山宜典（近 畿 大 学 医 学 部 外 科 肝 胆 膵 部 門）

                 【研究要旨】 
 本プロジェクトは，2009～2012年に全国266施設で実施した「成分栄養剤による慢性膵炎患者の疼痛へ 
の影響」の特定使用成績調査によってえられた，慢性膵炎疼痛に対する成分栄養剤の有効性の検証と標準 
化を目指し，同剤による慢性膵炎疼痛治療の啓発を計るものである． 
 2014年度は，上記調査にご協力頂いた医師のうち，二次調査をご承諾頂いた医師・該当機関所属医と本 
研究班メンバーの医師に二次調査を実施した．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤を毎回使用する（4%），時々 
使用する（39%）で，大変有用である（7%），まあまあ有用である（52%），有用と思わない（5%）との回答で 
あった．腹痛時の投与量・投与期間は１包80g～２包160g 77％）（・１ヶ月未満（71%）となっていた． 
 2015年度は，京滋地区（京都府，滋賀県）の歯科・形成を除くすべての医療機関（3266医療機関）に対し 
て成分栄養剤による慢性膵炎患者の疼痛対策の認知度を把握するために調査を実施した．慢性膵炎の疼 
痛対策において，一般臨床医の66％が食事療法（脂肪制限）を指導すると回答しているにもかかわらず， 
脂肪含有量がきわめて少ない成分栄養剤が膵疾患に保険適応を持つことを知っている医師は28％と低率 
であった．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤を毎回使用する（0%），時々使用する（4%）で，大変有用である 
（2%），まあまあ有用である（18%），有用と思わない（3%）との回答であった．腹痛時の投与量・投与期間 
は１包80g～２包160g 32％）（・１ヶ月未満（37%）となっていた． 
 慢性膵炎疼痛対策としての成分栄養剤の使用を慢性膵炎診療のエキスパート（2014年度）と一般臨床医 
（2015年度）を対象に調査した．一般臨床医に対する成分栄養剤による慢性膵炎疼痛治療の認識は十分進 
んでいないことが推定されたが，投与量・投与期間については，エキスパート，一般臨床医とも１包80g 
～２包160g １ヶ月未満の回答が多かった． 

Ａ．研究目的 
 難治性膵疾患調査研究班（平成19年度報告）に 
おいて，成分栄養剤投与による慢性膵炎患者の 
疼痛への影響を調査した成績で，少数例ではあ 
るが疼痛軽減効果と BMI 上昇効果が確認され 
た．この結果をうけて全国266施設で実施した 
エレンタールの「成分栄養剤による慢性膵炎患 
者の疼痛への影響」の特定使用成績調査（2009年 
１月～2012年１月）で，慢性膵炎の痛み／腹部 
不快感に対して有意な軽減効果が指摘された． 
この除痛効果は併用薬の有無によらず期待でき 
ることが示唆された．また，継続服用率は，ア 

ルコール性：157/244=64.3%，非アルコール性 
では123/204=60.2% と，むしろアルコール性の 
 １）ほうが長く服用できていた（図１～３） ． 
 これらの検討成績から日本消化器病学会 ‐ 
慢性膵炎診療ガイドライン（2015）における食事 
療法の項目では「成分栄養剤による食事療法を 
考慮してもよい」との解説を付記された． 
 これらの背景を踏まえて，本共同研究プロ 
ジェクトは，わが国における慢性膵炎疼痛対策 
としての経腸栄養療法の検証と標準化，ならび 
に本治療法の啓発を目的としている． 
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図１ 慢性膵炎の痛み／腹部不快感に対するエレンタールの効果 
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図２ 併用薬の有無でみた慢性膵炎の痛みに対するエレンタールの効果 
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図３ 成因別でみた慢性膵炎の痛みに対するエレンタールの効果 
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Ｂ．研究方法と対象 
 京滋地区の歯科・形成を除く3266医療機関 

（京都府2420医療機関，滋賀県846医療機関）に 
対する慢性膵炎疼痛対策としての経腸栄養の調 
査を実施した． 
 調査はアンケート形式で郵送発信／ FAX 返 
信とし，平成27年12月４～９日発信／同12月20 
日返信締め切りとした． 
 アンケート内容は，下記の如く質問形式とし 
た（添付資料１）． 
■質問１．先生の勤務先は，いずれですか？ 
■質問２．先生のご専門分野は何ですか？ 
■質問３．「慢性膵炎診断基準2009」はご存知で 

すか？ 
■質問４．慢性膵炎を疑われる症状をお持ちの 

方にどのような検査を実施されていますか？ 
■質問５．慢性膵炎と診断された症例のうち， 

確診例，準確診例，早期慢性膵炎例，疑診例 
は年間どれくらいおられますか？ 

■質問６．慢性膵炎の代償期で腹痛を有する症 
例の治療についてお伺いします． 

 禁酒を中心とした生活指導に併せ，食事療法 
（脂肪制限）についても指導されていますか？ 

■質問７．食事療法（脂肪制限）の指導を行う 
際，栄養剤は使用されていますか？ 

■質問８．問７で栄養剤を使用しているとお答 
えされた方にお伺いします． 

 栄養剤は主にどのようなものを使用されてい 
ますか？ 

■質問９．成分栄養剤「エレンタール」には，膵 
疾患の適応があることをご存知ですか？ 

■質問10．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレ 
ンタール」はご使用されていますか？ 

■質問11．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレ 
ンタール」は有効と思われますか？ 

■質問12．腹痛時の initial dose として使用され 
ている内服量は？ 

■質問13.  腹痛時の initial dose として使用さ 
れている内服の投与方法は？ 

■質問14.  また「エレンタール」の投与期間は 
どれくらいですか？ 

■質問15．腹痛が軽減したあと「エレンタール」 
の継続服用は必要と思われますか？ 
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添付資料１ 

１／２ 
アンケートにご協力お願いします 

１．先生の勤務先は，いずれですか？ 
□開業医 

□に□チェックしてください 
□病院勤務医 □大学勤務医 □その他 

２．先生のご専門分野は何ですか？ 

□内科系 

□外科系 

□小児科系 
□眼科系 
□耳鼻咽喉科系 
□皮膚・泌尿器科系 
□産婦人科系 
□精神科系 
□歯科系 
□その他 

□に□チェックしてください（複数回答可） 

□内科 □呼吸器科 □消化器科 □胃腸科 
□循環器科 □神経内科 □気管食道科 
□外科 □整形外科 □形成外科 □美容外科 
□脳神経外科 □呼吸器外科 □心臓血管外科 □肛門科 
□小児科 □小児外科 
□眼科 
□耳鼻咽喉科 
□性病科 □皮膚科 □泌尿器科 □皮膚泌尿器科 
□産婦人科 □産科 □婦人科 
□精神科 □神経科 □心療内科 
□歯科 □矯正歯科 □小児歯科 □歯科口腔外科 
□アレルギー科 □リウマチ科 □リハビリテーション科 □放射線科 
□麻酔科 

３．「慢性膵炎診断基準 2009」はご存知ですか？ □に□チェックしてください 

□A．よく理解している □B．まあまあ理解している □C．あまり理解していない □D．知らない 

４．慢性膵炎を疑われる症状をお持ちの方にどのような検査を実施されていますか？□に□チェックしてください 
（複数回答可） 

□Ａ．問診（病歴聴取・身体診察） □Ｂ. 血液検査（血中・尿中膵酵素） 
□Ｄ. 画像検査（US、CT、MRI、EUS、ERCP） 
□Ｇ．血糖自己測定 

□Ｃ. 胸・腹部単純X線撮影 
□Ｅ. 外分泌機能検査（BT-PABA） □Ｆ．内分泌機能検査（血糖値） 

５．慢性膵炎と診断された症例のうち、確診例、準確診例、早期慢性膵炎例、疑診例は年間どれくらいおられます 
か？ 

□Ａ．確診（ 
□Ｅ．合計（ 

）人 □Ｂ．準確診（ 
）人/年 

）人 □Ｃ．早期慢性膵炎（ ）人 □Ｄ．疑診（ ）人 

６．慢性膵炎の代償期で腹痛を有する症例の治療についてお伺いします。 
禁酒を中心とした生活指導に併せ、食事療法（脂肪制限）についても指導されていますか？□に□チェックし 
てください 

□Ａ．しっかりしている □Ｂ．まあまあしている □Ｃ．患者にまかせている □Ｄ．していない 

７．食事療法（脂肪制限）の指導を行う際、栄養剤は使用されていますか？□に□チェックしてください 
□Ａ．使用している □Ｂ. 時々使用している □Ｃ. 使用したことがある □Ｄ. 使用していない 

整理番号： 
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Fax 送信先；京都府立医科大学 消化器内科 075-251-0710 
２／２ 

8． 問７で栄養剤を使用しているとお答えされた方にお伺いします。 
  栄養剤は主にどのようなものを使用されていますか？□に□チェックしてください 

■経腸栄養剤（医薬品） 
□Ａ．成分栄養剤（エレンタール） 

□Ａ．消化態流動食（ペプチーノ） 

□Ｂ. 消化態栄養剤（ツインライン） □Ｃ. 半消化栄養剤（エンシュア/ラコール） 
■総合栄養食品及び主要濃厚栄養流動食（食品） 

□Ｂ．半消化態流動食（メイバランス、アイソカル、メディエフ、テルミール、ＣＺＨ 
ｉなど） □Ｃ．免疫調整栄養剤剤（インパクト、アノム、オキシーパなど） □Ｄ．糖尿病用栄養剤（ディムス、インスロー、 
グルセルナなど） □Ｅ．オンコロジ―用栄養剤（プロシュア） □Ｆ．腎不全用栄養剤（リーナレン、レナジー、アキュア、 
レナウェルなど） □Ｇ．呼吸不全用栄養剤（プルモケア、ライフロン） □Ｈ．肝不全用栄養剤（へパスⅡ） 
□Ｉ．その他（ ） 

9． 成分栄養剤「エレンタール」には、膵疾患の適応があることをご存知ですか？ □に□チェックしてください 

□Ａ．知っている □Ｂ．知らなかった 

10．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレンタール」はご使用されていますか？ □に□チェックしてください 

□Ａ． 毎回使用する □Ｂ． 時々使用する □Ｃ． 使用したことがある □Ｄ． 使用したことがない 

11. 慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレンタール」は有効と思われますか？□に□チェックしてください 

□Ａ. 大変有用である □Ｂ． まあまあ有用である □Ｃ． 有用と思わない □Ｄ． どちらとも言えない 

    問11で有用（ＡまたはＢ）とお考えの先生にお伺いします。（問12～15） 
12. 腹痛時のinitial doseとして使用されている内服量は？□に□チェックしてください 

□Ａ．3包（240g）以上/日 □Ｂ. 2包（160g）/日 □Ｃ. 1包（80g）/日 □Ｄ. わからない 

13． 腹痛時のinitial doseとして使用されている内服の投与方法は？ □に□チェックしてください 

□Ａ． 食事に併せて服用 □Ｂ. 一日数回に分けて服用 □Ｃ. 患者に任せている □Ｄ. わからない 

14. また「エレンタール」の投与期間はどれくらいですか？ □に□チェックしてください 

□Ａ． 1週間程度 □Ｂ. 2週間〜4週間 □Ｃ．1ヵ月以上 □Ｄ．3ヵ月以上 □Ｅ．その他（ ） 

15． 腹痛が軽減したあと「エレンタール」の継続服用は必要と思われますか？ □に□チェックしてください 

□Ａ．必要 □Ｂ．必要と思わない □Ｃ．わからない □Ｄ．その他（ ） 

ご協力ありがとうございました． 
主任研究者 竹山宜典， 分担研究者 片岡慶正 

整理番号： 
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Ｃ．研究結果 
 396医療機関からの有効回答を頂いた医師の 
勤務先（質問１）は，88％が開業医で，専門分野 

（質問２）は，内科系54％，外科系16％，小児科 
５％の順であった． 
 今回の調査対象では，「慢性膵炎診断基準 
2009」の認知度（質問３）は，知らないと返答し 
た医師が35％で最多であった（図４）． 
 慢性膵炎を疑われる症状をお持ちの方にどの 
ような検査をするかとの質問（質問４）に対して 
は，問診29％，血液検査29％，画像検査21％， 
内分泌検査13％だったが，外分泌検査は１％で 
あった． 
 年間患者数は確診27％，準確診23％，早期 
慢性膵炎13％，疑診33％との回答であった（質 
問５）． 
 慢性膵炎の代償期で腹痛を有する症例の治 
療について，禁酒を中心とした生活指導に併 
せ，食事療法（脂肪制限）についても指導してい 
るか（質問６）との質問に対して，しっかりして 
いる13％，まあまあしている53％となってい 
た（図５）．その際の栄養剤の使用に関しては， 
80% が使用していなかった（質問７）（図６） 栄． 
養剤を使用する医師に対する質問では，成分栄 
養剤（エレンタール）44% で半消化態栄養剤（エ 
ンシュア／ラコール）が56% となっており，消 
化態栄養剤（ツインライン）を使用する医師はみ 
られなかった（質問８）． 
 成分栄養剤「エレンタール」に膵疾患の適応 
があることを知っている医師は28% であった 

（質問９）．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレ 
ンタール」を使用したことがない医師が84% で 
あった（質問10）（図７）．慢性膵炎の腹痛に成 
分栄養剤「エレンタール」は有効か，との質問に 
対しては，大変有用である２%，まあまあ有用 
である18%，有用と思わない３% の結果を得た 

（質問11）（図８）． 
 エレンタールの initial dose は１包（80g）/ 日 
あるいは２包（160g）/ 日が多く，分割投与が多 
い回答であった（質問12， （図９）13）（図10）．投 
与期間としては２～４週間が最多（23％）であっ 
た（質問14）（図11）．腹痛が軽減したあと「エレ 
ンタール」の継続服用については，15％が必要， 

277, 84% 

270, 80% 

26, 8% 

84, 26% 

132, 35% 
13, 4% 

100, 27% 

A．よく理解している 
B．まあまあ理解している 
C．あまり理解していない 
D．知らない 

128, 34% 

図４ 質問３．「慢性膵炎診断基準2009」はご存知ですか？  

43, 13% 

Ａ．しっかりしている 
Ｂ．まあまあしている 
Ｃ．患者にまかせている 
Ｄ．していない 

176, 53% 

図５ 質問６．慢性膵炎の代償期で腹痛を有する症例の治療に 
ついてお伺いします．禁酒を中心とした生活指導に併せ， 
食事療法（脂肪制限）についても指導されていますか？ 

2, 1% 15, 4% 

49, 15% 

Ａ．使用している 
Ｂ. 時々使用している 
Ｃ. 使用したことがある 
Ｄ. 使用していない 

図６ 質問７．食事療法（脂肪制限）の指導を行う際，栄養剤は 
使用されていますか？ 

0, 0% 13, 4% 
39, 12% 

Ａ． 毎回使用する 
Ｂ． 時々使用する 
Ｃ． 使用したことがある 
Ｄ． 使用したことがない 

図７ 質問10．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレンタール」は 
ご使用されていますか？ 
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5, 2% 
15, 10% 

51, 18% 
9, 3% 

Ａ. 大変有用である 

23, 15% 

12, 8% 
Ｂ． まあまあ有用である 
Ｃ． 有用と思わない 

Ａ．必要 
Ｂ．必要と思わない 
Ｃ．わからない 
Ｄ．その他 

218, 77% Ｄ． どちらとも言えない 

103, 67% 

図８ 質問11．慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤「エレンタール」は 
有効と思われますか？ 

図12 質問15．腹痛が軽減したあと「エレンタール」の継続服用 
  は必要と思われますか？ 

4, 3% 
８％が不要と考えていた（質問15）（図12）． 

26, 19% 
Ａ．3包（240g）以上/日 
Ｂ．2包（160g）/日 
Ｃ．1包（80g）/日 
Ｄ．わからない 

17, 13% 

Ｄ．考察 
 慢性膵炎における腹痛に対して脂肪制限が有 
効であるかどうかについて，エビデンスレベル 
の高い報告はない．しかし，脂肪は膵外分泌刺 
激作用が最も強い栄養素であり，実地診療の場 
での高脂肪食後の膵炎発作誘発の事象から，慢 
性膵炎急性再燃対策や代償期にある慢性膵炎患 
者の腹痛軽減対策として，食事中の脂肪制限が 
患者指導の上で基本とされている．近年では脂 

87, 65% 

図９ 質問12．腹痛時の initial dose として使用されている内服 
量は？ 

20, 13% 肪をほとんど含まない成分栄養剤の投与により 

Ａ． 食事に併せて服用 腹痛の改善がみられたとの報告もあり２），慢性 
膵炎患者の腹痛に対する治療手段の一つとなり 
うる． 
 2014年度の検討は，2009～2012年に全国266 
施設で実施した「成分栄養剤による慢性膵炎患 
者の疼痛への影響」の特定使用成績調査にご協 
力頂いた医師のうち，二次調査をご承諾頂いた 
医師・該当機関所属医と本研究班メンバーの医 
師，計250人を対象としたものであり，いわば， 
慢性膵炎治療のエキスパートによる意見を集積 
したものと考えられる． 
 慢性膵炎の腹痛に成分栄養剤を毎回使用する 

（4%），時々使用する（39%）であり，使用したこ 
とがない22％の２倍程度となっていた．腹痛時 
の有用性については，大変有用である（7%），ま 
あまあ有用である（52%）と半数以上の医師が有 
用性を評価していた． 
 腹痛時の投与量・投与期間は１包80g～２包 
160g 77％）（・１ヶ月未満（71%）となっており， 

21, 14% Ｂ． 一日数回に分けて服用 
Ｃ． 患者に任せている 

99, 67% 

9, 6% 
Ｄ． わからない 

図10 質問13．腹痛時の initial dose として使用されている内服 
  の投与方法は？ 

15, 14% 
54, 50% 

1週間程度 
2週間〜4週間 

Ａ． 
Ｂ． 

25, 23% Ｃ． 1ヵ月以上 
Ｄ． 3ヵ月以上 
Ｅ． その他 

8, 7% 
7, 6% 

図11 質問14．「エレンタール」の投与期間はどれくらいです 
  か？ 
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分服あるいは患者に任す服用方法が88％を占め 
ていた． 
  腹 痛 軽 減 後 の 投 与 量 は １ 包80g～２ 包160g 

（61％）であったが，その投与期間にはばらつき 
がみられた． 
 2015年度は，一般臨床医の意見を加えるため 
検討を実施した． 
 一般臨床医は，慢性膵炎の代償期で腹痛を有 
する症例に食事療法（脂肪制限）について66％の 
医師が指導すると回答しているが，エレンター 
ルが膵疾患に対して保険適応をもつことを知っ 
ている医師は28％にとどまり，慢性膵炎の腹 
痛に成分栄養剤エレンタールを毎回使用する 

（0%），時々使用する（4%），使用したことがあ 
る（12％）であり，使用したことがない（84％）が 
大半を占めていた．腹痛時の有用性について 
は，大変有用である（２%），まあまあ有用であ 
る（18%）と有用性を評価していた医師は20％に 
すぎなかった． 
 回答率は少ないものの，腹痛時の投与量・投 
与期間は１包80g～２包160g 32％）（・１ヶ月未 
満（37%）の回答が多いことは2014年度のエキス 
パートに対する調査と類似していた． 

2. 

E ects of Oral Ingestion of the Elemental 
Diet in Patients with Painful Chronic 
Pancreatitis in the Real-Life Setting in 
Japan. Pancreas 43: 451-457, 2014. 
Ito T, Igarashi H, Niina Y, et al. 
Management of pain in chronic 
pancreatitis with home elemental diet 
ingestion. JOP. 11:648-649, 2010. 

Ｇ．研究発表 
1．論文発表  該当なし 
2．学会発表  該当なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1．特許取得 
2．実用新案登録 
3．その他 

該当なし 
該当なし 
該当なし 

Ｅ．結論 
 京滋地区の一般臨床医に対する慢性膵炎疼痛 
対策としての成分栄養剤（エレンタール）の調査 
を行った． 
 一般臨床医では，エレンタールが膵疾患に対 
して保険適応をもつことを知っている医師は 
28％にとどまり，慢性膵炎疼痛対策としてエレ 
ンタールを使用したことがある医師は16％と少 
数であった．腹痛時の投与量・投与期間は１包 
80g～２包160g・１ヶ月未満処方が多いことは 
2015年度（エキスパートに対する調査）と類似し 
ていた． 
 次年度は，エキスパートと一般臨床医の調査 
を踏まえ，患者アンケートを加えて検討を加 
え，慢性膵炎疼痛対策としての経腸栄養療法の 
検証と標準化を進めたい． 

Ｆ．参考文献 
1． Kataoka K, Sakagami J, Hirota M, et al. 
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